
5 アメリカ合衆国 
5-1 概要

アメリカ合衆国（以下、「米国」という。）の国土面積は約 984 万 800 ㎢（日本の国土面
積 37 万 8,000 ㎢の約 25 倍）1、特別区（ワシントン D. C.）及び 50 の州並びに５つのテリ
トリー2で構成する連邦国家である。50 の州の内、48 州は本土に連続して隣接しているが、
アラスカ州はカナダを、ハワイ州は太平洋を本土との間に挟んで位置している。

特別区及び 50 州を合わせた人口は、約３億 3,082 万人である。人口が多い州は順にカリ
フォルニア州（3,951 万人）、テキサス州（2,900 万人）、フロリダ州（2,148 万人）及びニュ
ーヨーク州（1,945 万人）であり、これら４州で全人口の約三分の一を占めている 3。

アメリカ合衆国（The United States of America）の国名が示す米国の政体は、連邦政府と
50 の州で構成する「立憲連邦制共和国」4である。合衆国を構成する 50 の州は国際法上の
国家ではないが、「連邦政府の下部単位ではない。憲法上、連邦政府のいかなる監督下にも
置かれていない」5独立性が尊重されている政府組織である。国家元首である大統領の権限、
連邦政府と州政府役割及び独立した行政、立法、司法の各機能や権限は、アメリカ合衆国憲
法により明確に規定され、限定されている。 

米国のそれぞれの州は、独自に制定した憲法により州政府の権限を規定し、合衆国憲法で
禁止されていない権限を行使できる 6。合衆国憲法は、「合衆国憲法が委任していない権限
または州に対して禁止していない権限は、それぞれの州または国民に留保されている」7と
定めており、各州の一般法令や司法手続は尊重され 8、州政府は連邦政府や他の州の介入を
受けないで業務を実施する基本的な権限を有している。ただし、州法の規定が連邦法の規定
と矛盾または相反する場合は、連邦法の規定が執行されている 9。 

合衆国憲法で制限している州の権限には、条約の締結、同盟または連合の形成、船舶捕獲
免許の付与、貨幣鋳造、信用証券の発行、金貨及び銀貨以外のものによる債務弁済の法的手
段、私権剥奪、事後法及び契約上の債権債務関係を害する法律の制定、貴族称号の授与 10並

1 商務省センサス局 2010 年センサス結果。 
2 アメリカンサモア、グアム、北マリアナ諸島、プエルトリコ及びバージン諸島。 
3 商務省センサス局が 2010 年センサスの結果をベースして集計し発表した 2020 年１月現在の数値。 
4『About America 米国の統治の仕組み』、アメリカ大使館レファレンス資料室／アメリカンセンター・レファレンス

資料室、2017 年、３頁。
5 『前掲書』、21 頁。 
6 『前掲書』、24 頁。 
7 合衆国憲法修正第 10 条（州及び国民に留保された権限）。 
8 合衆国憲法第４章（連邦条項）第１条。 
9 『前掲書』、アメリカ大使館レファレンス資料室／アメリカンセンター・レファレンス資料室、22 頁。 
10 合衆国憲法第 10 条（州権限の制限）第１項。 
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びに戦争行為 11の他に関税に係る事項がある。関税については、州政府による連邦議会の同
意を得ない輸出入品に対する関税の賦課を原則として禁じている 12。この憲法規定は州の
権限を制限すると同時に、連邦政府が担う権限を列挙しているといえる。 

これを本事業の調査対象と関連付けると、
連邦政府が輸出入規制をはじめとする米国
全土または複数の州を対象にした事項及び
条約、貿易その他の外国との関係が生じる行
為に係る事項を連邦法により規定し、州は森
林その他の資源や林産業を含む事業所の管
理を州の個別事案として州法により規定し
ている。 

本題である米国の報告に入る前に、日本
の対米林産物輸入の状況を概観すると次の
とおりである。 

2019 年の日本の木材・木材製品（貿易統
計品目（HS コード）13第 44 類）の輸入額は
１兆 1,664 億 1,900 万円であり、この内、対
米輸入額は 866 億 4,400 万円で木材・木材
製品輸入額の７％を占めている。 

米国からの木材及び木材製品の輸入の特
徴は、第一に主要輸入品目が丸太であること
である。米国からの木材及び木材製品の輸入
額に占める丸太輸入額（438 億 4,900 万円）
が丸太の総輸入額（806 億 7,300 万円）に占
める割合は、51％と約半分を占めている（表
５.１）。 

日本の丸太輸入量全体に占める米国産丸
太輸入量のシェアは、2000 年の 27％（3,777
万 7,000 ㎥）から 2019 年には 50％（151 万

11 合衆国憲法第 10 条第３項。州による戦争行為は原則として禁じられているが、現に侵略を受け、または一刻の猶予
も許さないほど危険が切迫しているときはこの限りではない。 

12 合衆国憲法第 10 条第２項。州の検査法を執行するために絶対に必要なときは除外されるが、この場合、徴収した関
税は合衆国の国庫に繰り入れられる。

13 統一システムに関する国際条約（HS 条約：International Convention on the Harmonized Commodity Description 
and Coding System）が定める品目分類。

表５.２ 日本の丸太・製材品輸入量 
（2019 年） 

表５.１ 日本の木材・木材製品輸入額 
（2019 年） 
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7,000 ㎥）に拡大している（表５.２）。 
日本の丸太輸入は、主に原料転換、製品輸入の拡大、丸太から生産する製品間もしくはそ

の製品と代替製品との競争、輸入国間の競合または産地国による輸出規制により縮小した。 
米国産丸太についても主要輸入樹種の一つであったベイツガから生産する製材品が集成

材や国産材製材品に代替されたため輸入量が大幅に減少した。しかし、日本では木造建築物
用のベイマツの梁の需要が強いために一定量のベイマツ丸太の輸入が維持されてきた。そ
の結果として、輸入丸太に占める米国産丸太のシェアは拡大し、現在、米国は日本の主要な
丸太輸入相手国になっている。 

第二の特徴は、付加価値製品の割合が極端に少ないことである。たとえば合単板と構造用
集成材が木材・木材製品輸入額に占める割合は、日本の輸入額全体ではそれぞれ 12％であ
るが、米国からの輸入量に占めるこれら製品の割合は構造用集成材が１％、合単板について
は１％に満たない。 

5-1-1 森林
（１）森林面積

米国の森林面積は３億 3,344 万 9,000ha で国土面積の 33％を占めている 14。米国の主要
な森林は、北東部の大西洋北東部沿岸からカナダ国境にかけての地域、南部のアパラチア山
脈を含む大西洋沿岸からテキサス州東部にかけての地域並びに西部のアラスカ州及び太平
洋沿岸のカナダ国境からカリフォルニア州北部にかけての地域に展開している。 

地域別森林面積の割合は、アラスカを含む西部が 44％とほぼ半数を、南部は 32％、北部
は 23％を占めている。 

産業用材を生産できる立木地 15の面積は２億 2,408 万 4,000ha で、森林面積の 67％にあ
たる。地域別立木地面積の割合は、南部が 40％と大きい。西部は森林面積が最も広い地域
であるが、保護林が多く配置されているため、立木地面積に占める西部の割合は 26％と北
部の 32％よりも小さい。 

保護林面積は、森林面積の 11％にあたる 3,514 万 9,000ha で、その 80％は西部に集中し

14 Sonia N. Oswalt, W. Brand. Smith, Patrick D. Milels, and Scott A. Pugh, “Forest Resources of the United States, 
2017“, USDA Forest Service, March 2019。農務省山林局では「森林（Forest Land）」を樹冠率 10％以上の 1 エーカ
ー（0.4ha）以上の面積の土地または以前にそのような状態にあった土地で、森林を以前の状態に再生できる土地と
定義している。森林面積及び森林蓄積量の調査は各州が定期的に実施し結果を発表しているが、調査年は州によっ
て異なる。このため農務省山林局がおおむね 10年おきに発表する森林面積と森林蓄積量の全国統計を作成するとき
は、各州が直近に発表したデータを集計している。本報告書に掲載した森林面積及び森林蓄積量の直近の数値
（2016年集計値）は、森林面積の数値にあっては 2013年から 2015年まで、森林蓄積量の数値あっては 2011年か
ら 2015年までの期間に各州が発表したものを農務省山林局が 2016年に集計し、2017年の数値として発表したも
のである。

15 農務省山林局の定義では、立木地（Timberland）とは法令もしくは行政規則により産業用材を生産している森林ま
たは産業用材を生産できると定められた土地をいい、これにはアクセスできないため施業不能な土地を含め、１エ
ーカーあたり 20ft3（１ha あたり約 1.4 ㎥）を超える産業用材の生産が可能な土地を指定している。
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ている。地域別森林面積に占める保護林面積の割合は、南部が２％、北部は５％であるのに
対して、西部は 19％と大きい。西部はカスケード山脈及びロッキー山脈をはじめとるする
急峻な山岳地が多く、さらに 1990 年代初頭から野生生物保護をより強化して保護林面積を
拡大したため保護林の割合が大きくなっている（表５.３）。 

西部の主要な森林地帯は、アラスカ州及びカナダ国境以南の太平洋沿岸州であるワシン
トン州、オレゴン州及びカリフォルニア州の北部を南北に縦走するカスケード山脈の西側
に展開している。

丸太の対日輸出量が多いワシントン州及びオレゴン州の主な商用樹種はベイマツ
（Douglas Fir：Peudotuga menziesii）である。これらの州からは 1990 年代まで対日向けに
まとまった量のベイツガ（Western Hemlock：Tuga heterophylla）が輸出され、日本の製材工
場で多くのベイツガ製材品が建築用材として生産されていた。しかし、近年ベイツガは、主
に防腐処理加工材の基材として用いられているものの、日本国内市場での集成材や国産材
製材品に代替されていったため、対日輸出量が少なくなっている。 

ワシントン州及びオレゴン州のアパラチア山脈の東側では、ロッジポールパイン
（ Lodgepole Pine ： Pinus contorta ） を は じ め とす る マツ や エン ゲル マン ス プル ース
（Engelmann Spruce：Picea engelmanni）その他のスプルースが商用樹種として生産されて
いる。 

南部の主要な森林地帯は、アパラチア山脈からテキサス州東部にかけての地域である。ア
パラチア山脈は北米の主要広葉樹生産地であり、主に家具及び建物の内装に用いられる価

表５.３ 地域別用途別土地面積（2016 年集計値） 
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値が高い広葉樹材が生産されている。さらに、アパラチア山脈の広葉樹地帯の西側からテキ
サス州東部の台地や平坦な場所にはサザンイエローパイン 16を主体とする針葉樹林が展開
し、フロリダからルイジアナにかけてのメキシコ湾沿岸ではスワンプ林が海岸線を縁取っ
ている。スワンプ林にはグリーンアッシュ（Green Ash：Fraxinus pnnsylvanis）やブラックア
ッシュ（Black Ash：Fraxinus saccharinum）などの広葉樹の他、バルドサイプレス（Baldcypress:
Taxidium distichum）、ホワイトシダー（White Cedar：Thuja occidentalis）、タマラック
（Tamarak：Laria laricina）をはじめとする針葉樹も分布している。

北部の森林は、主に広葉樹によって構成されている。主要樹種は、カシ及びカバである。 
所有形態別森林面積の割合は、私有林が 58％、連邦有林は 31％、州有林及び地方自治体

有林が 11％を占めている。私有林の 48％は南部に、連邦有林の 74％は西部に存在してい
る。 

連邦有林を管理している主な連邦機関は、農務省山林局（U.S. Forest Service）及び内務省
土地管理局（Bureau of Land Management）である。連邦有林の 61％が山林局、16％は土地
管理局により管理されている。これら以外の連邦有林としては、国立公園局（National Park 
Service）が管理する国立公園、野生生物局（Fish and Wildlife Service）が管理する魚類が生
息する河川及び野生生物の生息地を保護するための保護林、防衛省（Department of Defiance）
が管理する軍事施設内の森林、内務省インディアン局（Bureau of Indian Affairs）が管理する
先住民居留地内の森林などがある。 

日本と林産物貿易のつながりが強い西部の所有形態別森林面積割合の特徴は、連邦有林
及び会社有林の割合が大きいことにある。西部の所有形態別森林面積割合は連邦有林 60％、
州有林 11％、私有林 29％であり、私有林に占める会社有林の割合は 62％（全米平均 35％）
である。 

西部の中でも州の土地面積が米国最大のアラスカ州では公有林の割合が大きく、森林の
50％が連邦有林、22％が州有林である。さらに同州では、連邦政府が先住民に土地を返還す
るときに、先住民請求解決法（the Native Claims Settlement Act）に基づき、先住民が運営す
る法人に多くの土地を返還した 17ため、私有林に占める会社有林の割合が 91％と極めて高
くなっている（表５.４）。 

16 サザンイエローパイン（Southern Yellow Pine : SYP）とは、米国南部に分布するロブローリーパイン（Loblolly 
Pine：Pinus taeda）、ショートリーフパイン（Shortleaf Pine：Pinus echinata）、ロングリーフパイン（Longleaf 
Pine：Pinus palustris）及びスラッシュパイン（Slash Pine：Pinus elliotti）その他の産業用に適している 11 種のマ
ツ属を総称する商業用語である。 

17 Christine L. Lane, “Log Export and Import of the U. S. Pacific Northwest and British Columbia: Past and Present”, 
USDA, Forest Service, August 1998, p 21. 
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（２）森林蓄積量
農務省山林局が 2017 年に発表した米国の森林蓄積量は、279 億 200 万㎥である。2017 年

の所有形態別森林蓄積量は、連邦有林が 79 億 1,100 万㎥（全米の 28％）、連邦有林以外の
公有林は 34 億 4,300 万㎥（同 12％）、私有林は 165 億 4,800 万㎥（同 59％）で、私有林に
おける蓄積量が多い。 

米国の森林蓄積量は増加しており、2017 年の森林蓄積量は、1953 年の 174 億 4,200 万㎥
から 60％増加している。1953 年から 2017 年までの森林蓄積量増加率は、私有林が 79％と
最も高く、連邦有林以外の「その他公有林」は 70％であった。標高が高い山岳地、礫地そ
の他の立木の生長が遅い森林の管理も担っている連邦有林の同期間における森林蓄積量増
加率は 28％にとどまっている（表５.５）。 

針葉樹広葉樹別森林蓄積量は、針葉樹が 158 億 7,400 万㎥と全蓄積量の 57％を占めてい
る。針葉樹蓄積量は西部に集中しており、西部の針葉樹蓄積量は全米の針葉樹蓄積量の 64％
にあたる。西部では森林蓄積量に占める針葉樹の割合が 91％であり、公有林においては同
割合が 94％にも達している。 

広葉樹の森林蓄積量は 120 億 2,800 ㎥で、北部にその 49％が、南部に 42％が分布してい
る。特に北部では森林蓄積量に占める広葉樹の割合が高く、その割合は 78％である。 

南部の針葉樹広葉樹別森林蓄積量は、針葉樹が 44％、広葉樹は 56％である。ただし、前
述のように南部は、南東部ではアパラチア山脈を中心とした広葉樹地帯が、テキサス州東部
から中央部にかけては針葉樹地帯が展開しているので、南部の中でも地域によって針葉樹
と広葉樹の優劣が異なっている。 

所有形態別針葉樹広葉樹別森林蓄積量は、公有林にあっては針葉樹の割合が、私有林にあ
っては広葉樹の割合が相対的に高い。針葉樹が蓄積量に占める割合は、公有林では 77％で
あり、中でも連邦有林での割合は 86％に達している。一方で、広葉樹が森林蓄積量に占め
る割合は、私有林では 57％、その内、会社有林以外の私有林では 65％である。広葉樹蓄積
量が多い北部においては、会社有林以外の私有林に占める広葉樹の割合が 81％にも達して
いる（表５.６）。 

表５.５ 所有形態別森林蓄積量の推移（2016 年集計値） 
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 表５.６ 地域別所有形態別森林蓄積量（2016 年集計値） 
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5-2 木材需給の状況
5-2-1 木材供給
（１）丸太
①生産
農務省山林局は伐採量の全国統計を 1952 年から発表し、地域別用途別丸太伐採量の数値

については、1976 年以降、10 年おき発表している 18。伐採量の統計数値は、各州が調査し
た結果を山林局が集計して全国値としてまとめているが、州ごとに行われる伐採調査は、特
定の年に一斉に行われるのではなく、州ごとに調査する年が異なっている 19。このため、こ
の数値は統計としての精度に欠けるが、米国の伐採状況を把握できる唯一の数値であるた
め、「参考値」としてその概要を報告する。 

伐採量の最新のデータは「2016 年集計値」である。これによれば米国の伐採量の半分以
上は、南部で占められている。同集計値の伐採量合計は４億 1,006 万 4,000 ㎥で、地域別伐
採量は南部が２億 2,634 万㎥（55％）、西部が 8,598 万 7,000 ㎥（21％）、北部が 9,577 万
1,000 ㎥（23％）、グレートプレーリーは 196 万 6,000 ㎥（１％）である。 

針葉樹広葉樹別伐採量は、針葉樹が２億 8,282 万 8,000 ㎥（全米の伐採量の 69％）、広葉
樹は１億 2,723 万 6,000 ㎥（同 31％）である。針葉樹の地域別伐採量は南部が１億 7,884 万
5,000 ㎥と全国の 63％を占め、次いで西部が 8,344 万 9,000 ㎥と同じく 30％を占めている。
広葉樹の地域別伐採量は、北部が全米の広葉樹伐採量の 60％にあたる 7,607 万 9,000 ㎥を
占め、次いで同じく南部が 37％にあたる 4,749 万 5,000 ㎥を占めている。西部の広葉樹伐
採量は 253 万 8,000 ㎥と全米の広葉樹伐採量の２％でしかなく、さらにこれが西部の伐採
量に占める割合も３％と限られている。西部は、針葉樹の生産に特化した地域であるといえ
る。 

なお、日本と林産物貿易のつながりが強いワシントン州とオレゴン州の伐採量は 5,714
万 8,000 ㎥で、この材積は米国の伐採量の 14％にあたる。 

用途別伐採量 20は、製材用（１億 5,635 万 6,000 ㎥、38％）及びパルプ用（１億 3,885 万
1,000 ㎥、34％）が多く、両用途で伐採量の 72％を占めている。 

製材用材の地域別伐採量は、南部が 7,075 万 4,000 ㎥（製材用材の 45％）、西部は 5,578
万㎥（同 35％）である。製材用材の 73％にあたる１億 1,539 万 8,000 ㎥は針葉樹であり、
針葉樹製材用材の 47％（5,426 万 8,000 ㎥）は西部で、45％（5,222 万 4,000 ㎥）は南部で
伐採されている。一方、広葉樹製材用材の主要伐採地は北部と南部であり、北部は広葉樹製

18 山林局は、これまでに 1952 年、1962 年、1976 年、1986 年、1996 年及び 2016 年の集計値を発表している。 
19 2016 年集計値に用いた州別の伐採量調査の実施年は、北部及びグレートプレーリー地区のパルプ用材並びに南部全

州の伐採量は 2013 年、北部のパルプ用材以外のものは 2008 年から 2015 年まで、グレートプレーリーのパルプ用
材以外以外のものは 2014 年または 2015 年、西部は 2011 年から 2015 年までのいずれかの年である。 

20 用途別伐採量は、単木で単一の用途として生産された丸太の材積以外に、伐倒後玉切をした玉別に用途が異なる丸
太の材積を集計している。 
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材用材の 51％（2,081 万 4,000 ㎥）、南部は 45％（1,853 万㎥）を占めている。 
さらにパルプ用材の地域別伐採量は、南部が１億 480 万㎥とパルプ用材伐採量の 75％を

占める主要伐採地になっている。パルプ用材の針葉樹広葉樹別伐採量は、針葉樹が 9,497 万
3,000 ㎥（68％）、広葉樹は 4,387 万 8,000 ㎥（32％）である。針葉樹パルプ用材の 84％
（8,009 万 3,000 ㎥）は南部で、そして広葉樹パルプ用材は 56％（2,470 万 7,000 ㎥）が南
部、42％（1,838 万 4,000 ㎥）は北部で生産されている（表５.７）。 

農務省山林局は前掲の伐採量の統計の他に、加工施設の丸太入荷量調査を基にした丸太
生産量のデータを毎年発表している。これによると、2017 年の米国の産業用丸太生産量は、
４億 5,071 万 1,000 ㎥である。2000 年以降の産業用丸太生産量は、経済不況の影響を受け
て 2008 年から 2012 年までの期間は３億㎥台後半の数値に減少した。同生産量はその後増

表５.７ 地域別伐採量（2016 年集計値） 
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加に転じ、現在は経済不況前の水準にまで回復している。2000 年以降の産業用丸太の針葉
樹広葉樹別割合は概ね２：１であり、2017 年の場合は針葉樹が 67％（３億 52 万 6,000 ㎥）、
広葉樹は 33％（１億 5,018 万 5,000 ㎥）を占めている（表５.８）。 

②輸入
米国の丸太需給には、かねてから輸入量が極端に少ないという特徴がある。2000 年の産

業用丸太供給量に占める輸入量の割合は４％であった。この少ない輸入量は、2007 年から
2008 年にかけて生じた経済不況によりさらに減少した後、回復しなかった。その結果、2017
年の産業用丸太供給量に占める輸入丸太の割合は、１％にも達していない。経済不況後に輸
入量が回復しなかった要因については、経済不況による輸入丸太加工産業の縮小とともに
同産業が生産する製品の輸入製品を含む代替材への転換の発生が考えられる。 

米国の丸太輸入量が極端に少ない状態で推移してきた主な要因は、国内需要に対して国
内の森林資源に余裕があること、森林資源が豊富で地理的に輸入条件が良いカナダでは、現
在では米国の業者に州有林材のオークション販売への参加機会が提供されているものの、
長年に渡って丸太の輸出が原則として禁止されてきたこと、カナダからの製材品輸入が容
易であること、海外からの丸太輸入はごく一部の高級材を除き経済的に採算がとりにくい
こと、そして後述する病害虫侵入防止のための植物防疫制度が指定する防疫処置を丸太に
施すと輸入コストが上昇することにある。 

表５.８ 丸太需給量 
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農務省山林局が発表して
いる統計によれば、丸太の
主要輸入相手国はカナダで
ある。2017 年のカナダから
の丸太輸入量は 66 万 5,000
㎥であり、この量は丸太の
輸入量合計（90 万 1,000 万
㎥）の 74％にあたる。同年
のカナダからの輸入量は、
2000 年の 192 万 6,000 ㎥に
対して 65％減少しており、
代わってスウェーデンその
他の欧州（表５.９では「そ
の他」に分類）からの輸入量
が増加している。なお、かつ
ては南米からもある程度ま
とまった量の丸太が輸入さ 
れていたが、南米からの輸入量は 2006 年に３万 9,000 ㎥を記録して以降、１万㎥未満であ
る。さらにアフリカ及びアジアからの丸太の輸入もあるが、量は限られている（表５.９）。 

農務省山林局が発表している統計は、主要輸入相手国または相手地域別の数値なので、商
務省センサス局が公開しているデータベース 21から 2019 年の丸太輸入相手国別輸入額を抽
出すると表５.10 のようになる。 

2019 年の丸太輸入額は１億 3,983 万 2,000 ドルで、針葉樹がこの内の 80％を占めてい
る。その他は、広葉樹が 19％、熱帯材が１％を占めている。このように針葉樹丸太の輸入
が多いことが、米国の丸太輸入の特徴である。さらに、保存処理または塗装処理をした丸太
の輸入が多いのも米国の丸太輸入の特徴である。保存処理または塗装処理をした丸太の輸
入額シェアは、針葉樹広葉樹併せて 31％に達する。これら丸太は、牧柵、電柱などに多く
使用されている。 

なお、2019 年の丸太輸入相手国数は 41 か国で、針葉樹熱帯材広葉樹別相手国数は、針
葉樹丸太が 11 か国、熱帯材丸太は 10 か国、広葉樹丸太は 31 か国であった 22。 

21 U.S. Trade Online, USDC, Bureau of Census. 
22 本稿における貿易品目の針葉樹、熱帯材及び広葉樹の分類は、商品の名称及び分類についての統一システムに関す

る国際条約（HS 条約：International Convention on the Harmonized Commodity Description and Coding System）
の品目コード（通称 HS コード）に基づく。同コードは、６桁の世界共通の品目コードに条約加盟国が品目を細分
するための数桁の枝番号を付して使用している（日本の場合は計９桁）。針葉樹、熱帯材または広葉樹の分類の詳細
は、財務省税関ホームページに掲載されている実行関税率表または関税率表解説を参照のこと。 

表５.９ 主要輸入相手国・地域別丸太輸入量

13



丸太の輸入はカナダ（輸入額１億 1,374 万 5,000 ドル）一国に集中しており、丸太輸入額
の 81％を占めている。スウェーデンからの丸太輸入額（1,830 万 7,000 ドル）は輸入額の
13％のシェアを占めているものの、カナダの輸入額の 16％にすぎず、桁違いに少ない。 

カナダから輸入している丸太の 80％は針葉樹で、粗の丸太の樹種別内訳は、マツが 39％、
モミ及びスプルースが 53％を占めている。さらに、カナダからの丸太は、保存処理または
塗装処理をしたものが多いのが特徴である。保存処理または塗装処理をした丸太の輸入額
の 99％はカナダ産であり、さらにカナダからの丸太輸入額の 38％は同丸太の輸入額である
（表５.10）。

カナダ産丸太の輸入量が多い州は、太平洋沿岸に位置し船舶輸送が容易なワシントン州
及びオレゴン州並びにカナダと隣接している五大湖沿岸のミシガン州及びモンタナ州であ
る。これらの州が輸入している丸太の内容は、各州の丸太の需要動向を反映している。 

針葉樹加工地帯であるワシントン州とオレゴン州は針葉樹丸太の輸入額が多く、州別丸

表５.10 国別丸太輸入額（2019 年） 
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太輸入額に占める針葉樹丸太輸入額の割合は、それぞれ 80％と 99％である。ただし、ワシ
ントン州では保存処理または塗装処理をした丸太の輸入額が多く、同州のカナダ産保存処
理または塗装処理をした丸太の輸入額 1,029 万 9,000 ドルは同州のカナダ産丸太輸入額の
41％に相当するだけでなく、全米のカナダ産保存処理または塗装処理をした丸太の輸入額
の 24％を占め、州別輸入額では第１位である。

さらに広葉樹加工が盛んな北部広葉樹地帯のミシガン州では、カナダ産丸太輸入額の
87％がポプラ、アッシュその他の広葉樹で占められている。同じく北部のモンタナ州のカナ
ダ産丸太輸入額は、99％が保存処理または塗装処理をした丸太で占められている（表５.11）。 

2019 年に丸太の国別輸入額で第２位であったスウェーデンからの丸太は、ほぼ全量が針
葉樹で、樹種はスプルース及びモミである。 

2019 年にスウェーデンの丸太はオレゴン州、ペンシルバニア州及びフロリダ州の三州で
輸入され、広葉樹はフロリダ州で少額のカバの輸入が記録されている（表５.12）。 

カナダとスウェーデン以外の針

表５.11 対カナダ州別丸太輸入額（2019 年） 

表５.12 対スウェーデン州別丸太輸入額（2019 年） 
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葉樹丸太輸入相手国には、チリ、英
国、アルゼンチン、中国などがある
が、輸入金額は限られている（表
５.13）。 

2019 年に針葉樹丸太輸入額が最
も多かった州は、オレゴン州である。
同州の輸入額シェアは、全米の
25％を占めている。オレゴン州で
は州内の生産、輸入ともに広葉樹は
極めて限られており、針葉樹に特化
した木材供給が行われている。同年
の州別針葉樹丸太輸入額が多かっ
た第２位の州はモンタナ州で輸入
額シェアは９％であるが、前述のよ
うに同州が輸入している針葉樹丸
太の 99％は、保存処理または塗装
処理をした丸太である（表５.14）。 

2019 年の熱帯材丸太輸入は、カ
メルーンを主要相手国として計 10
か国から約 200 万ドルの輸入がな
されている。2019 年のカメルーン
からの熱帯材丸太輸入額は、142 万
2,000 ドルで、熱帯材丸太輸入額の
71％を占めている。カメルーン以
外の国からの熱帯材丸太輸入額は
少なく、熱帯材丸太の輸入はカメル
ーン一国に集中している（表５.15）。

2019 年には 16 の州がカメルーンから丸太を輸入し、輸入を行った主な州は大西洋沿岸
州のニューヨーク州（輸入シェア 30％）、ペンシルバニア州（同 15％）ノースカロライナ州
（同９％）及びフロリダ州（同７％）であり、西部のオレゴン州でも限られた額の輸入がみ
られた（表５.16）。 

表５.13 相手国別針葉樹丸太輸入額（2019 年） 

表５.14 州別針葉樹丸太輸入額（2019 年） 
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2019 年の広葉樹丸太輸入額
は 2,724 万 7,000 ドルで、主要
輸入相手国はカナダであり、広
葉樹丸太輸入額の 85％（2,316
万 4,000 ドル）を占めている（表
５.17）。 

表５.16 対カメルーン州別丸太輸入額（2019 年） 

表５.17 相手国別広葉樹丸太輸入額（2019 年） 

表５.15 相手国別熱帯材丸太輸
入額（2019 年） 
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2019 年の州別広葉樹丸太輸
入額は，カナダに隣接するミ
シガン州とワシントン州で大
きく、全米の輸入額に占める
シェアは、ミシガン州が 40％、
ワシントン州は 18％である
（表５.18）。

（２）製材品
①生産

2017 年の米国の製材品生産量は 9,959 万 2,000 ㎥である。同年の地域別製材品生産量は、
南部が 5,050 万 4,000 ㎥と最も多く、製材品生産量の 51％を占めている。西部の製材品生
産量は 3,398 万 4,000 ㎥で同じく 34％、北部（グレートプレーリーを含む）は 1,510 万 4,000
㎥で同じく 15％である。かつて西部は、豊富な森林資源を背景に全米屈指の製材産地とし
ての地位を築いていたが、生物資源保護にともなう伐採規制により丸太と製材品の生産量
が減少した。その結果、地域別製材品生産量は、1990 年代初頭に南部が西部の生産量を上
回り、現在に至っている。 

2017 年の針葉樹広葉樹別製材品生産量は全米では針葉樹が 80％を占めているが、針葉樹
広葉樹別の割合は丸太と同様に地域によって異なる。同年の地域別製材品生産量に占める
針葉樹の割合は、グレートプレーリーを含む北部が 25％、南部は 85％、西部は 98％である
（表５.19）。 

②輸入
製材品の主要輸入相手国はカナダであり、2017 年には製材品輸入量（3,789 万 8,000 ㎥）

の 90％（3,417 万㎥）、針葉樹製材品輸入量（3,706 万 1,000 ㎥）の 91％（3,378 万 8,000
㎥）、針葉樹製材品の名目消費量（１億 1,305 万 4,000 ㎥）の 30％（3,378 万 8,000 ㎥）が
カナダ産であった。このような米国市場におけるカナダ産のシェアの高さは、1930 年代か
ら続く米国とカナダ間の紛争の原因であり続けている。この紛争は米国が貿易保護基準を
発案した直後の 1982 年からは「製材品貿易紛争」と称され、同年から現在まで５回にわた
る米国の対抗措置が断続的にとられている 23（表５.20）。

23 Congressional Research Service, “Softwood Lumber Import from Canada: Current Issue”, Updated April , 2018, p9. 

表５.18 州別広葉樹丸太輸入額（2019 年） 
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表５.19 製材品需給量 
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農務省山林局の国別製材品輸入量の統計は、カナダ以外の国からの輸入量を全て「その
他」として集計しているので、商務省センサス局のデータベースから 2019 年の製材品の
国別輸入額を抽出すると表５.21 のようである。 

2019 年の製材品輸入額は 57 億 9,177 万ドルであり、この内、針葉樹製材品が 91％（52
億 8,974 万 5,000 ドル）、熱帯材製材品は５％（２億 7,576 万 6,000 ドル）、広葉樹製材品は
４％（２億 2,625 万 9,000 ドル）の割合を占めている。2019 年の製材品の輸入相手国数は、
製材品全体では 87 か国、針葉樹製材品は 49 か国、熱帯材製材品は 60 か国、広葉樹製材品
は 54 か国であった。

輸入額が多い針葉樹製材品の国別輸入額の割合は、カナダが 80％で第１位であり、次い
でドイツ５％、ニュージーランド３％、スウェーデン、ブラジル及びチリが各２％となって
いる。 

広葉樹製材品の相手国別輸入額は、第１位のカナダのシェアが 55％と同国からの針葉樹
製材品と比べればシェアは小さいものの、第２位のドイツの 15％を大きく上回っている。 

熱帯材製材品の国別輸入額は、ブラジルが 32％のシェアを占め、次いでマレーシア（シ
ェア 12％）、エクアドル（同 10％）及びカメルーン（同 10％）のシェアが大きい。 

表５.20 針葉樹広葉樹別製材品輸入量 
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製材品の主要輸入品目であるカナダ産針葉樹製材品については、2019 年に 42 億 4,503 万
6,000 ドルの輸入がなされ、米国の全ての州及び特別区並びに米領プエルトリコで輸入の実
績がある。輸入額シェアが大きい州はワシントン州（10％）及び人口が多いテキサス州（９％）
である（表５.22）。 

2019 年の相手国別広葉樹製材品輸入額が多かった国はカナダである。同年のカナダから
の広葉樹製材品輸入額は１億 2,380 万 5,000 ドル（シェア 55％）であり、45 の州と米領プ
エルトリコで輸入の実績がある。さらに、広葉樹製材品の州別輸入額のシェアが大きかった
州は、ペンシルバニア州（13％）、ミシガン州（12％）及びニューヨーク州（11％）で、カ
ナダに近く、広葉樹の需要が多い北東部州での輸入額が大きい（表５.23）。

2019 年の相手国別広葉樹製材品輸入額で第２位のドイツの輸入額は 3,359 万 9,000 ドル

表５.21 針葉樹熱帯材広葉樹別相手国別製材品輸入
額（2019 年） 

表５ .22 州別カナダ産針葉
樹製材品輸入額 
（2019 年） 
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で、40 の州で輸入実績があった。輸入額シェアが大きかった州は、テキサス州（30％）、カ
リフォルニア州（15％）、バージニア州（12％）、ワシントン州（11％）である（表５.23）。

熱帯材製材品の主要輸入相手国別州別輸入額を表５.24 に掲げた。2019 年に熱帯材製材
品を輸入した州の内、輸入額上位の州には人口が多いフロリダ州、カリフォルニア州、テ
キサス州の他、北東部及び南東部の大西洋沿岸州での輸入が多い。大西洋沿岸州は地理的
に南米またはアフリカからの輸入がしやすい。さらに大西洋沿岸州では国産広葉樹の生産
量が多く、広葉樹の潜在的需要が強い地域でもある。国別輸入額第２位のマレーシアの熱
帯材製材品州別輸入額は、南央部のアラバマ州が第１位であり同製材品の輸入シェアの
49％を占めている。米国における熱帯材製材品の用途には、床板、屋外家具やデッキの他、
車輛、ダンネージその他の特殊需要がある。熱帯材広葉樹製材品の流通量は、針葉樹製材
品と比較すると小口で、かつ、分散的である。

表５.23 主要相手国別州別広葉樹製材品輸入額（2019 年） 
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表５.24 主要輸入相手国別州別熱帯材製材品輸入額（2019 年） 
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【2000 年から 2017 年までの製材品需給の変化の概要】 
2000 年以降の製材品生産量は、2000 年の１億 1,460 万㎥から 2009 年に経済不況の影響

を受けて 7,150 万 8,000 ㎥まで 38％減少してその後回復しているが、2017 年の生産量は
2000 年対比 13％少ない量にとどまっている（表５.19）。 

2000 年以降の製材品生産量の推移の第一の特徴的事項は、2007 年末からの経済不況によ
る影響を受けた結果、経済回復後に製材品輸出量の増加がみられることである。2000 年か
ら 2017 年の間に、前述のように製材品生産量は 13％減少し、米国の製材品名目消費量は１
億 5,586 万 2,000 ㎥から１億 2,903 万㎥に 17％減少している。一方で同期間の製材品輸出
量は、637 万 2,000 ㎥から 845 万 9,000 ㎥に 33％の増加をみせている。輸出量の増加が大
きかったのは広葉樹製材品で、同期間に 45％増加した。製材品輸出量は 2009 年にボトムを
迎えたが、その後の増加率は 101％と２倍、同じく針葉樹製材品は 73％増であり、広葉樹

表５.25 製材品需給量増減率 
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製材品については 135％と大きく増加している。 
同じく第二の特徴的事項は、広葉樹製材が経済不況の影響を強く受けたことである。2000

年から 2017 年までの期間において、製材品の地域別針葉樹広葉樹別の生産量、輸入量、輸
出量、供給量及び名目消費量の各推移がボトムを迎える年は、2009 年または 2010 年であ
る。製材品生産量は 2000 年からボトムとなる 2009 年までの間に 38％減少し、その内、針
葉樹製材品は 38％の減少にとどまったが、2010 年にボトムを迎えた広葉樹製材品は同じく
56％もの減少となった。広葉樹製材品の減少割合は、主要産地である北部で 56％減、南部
では 55％減となり、西部での生産量は少なかったが、それでも 60％の減少をみせた。 

なお、針葉樹製材品は主として建築用材として、広葉樹製材品は主として内装用または家
具用として用いられることから、広葉樹の需要変動は針葉樹製材品の需要変動の後に生じ
ている。 

広葉樹製材品については、経済不況がより深刻化した状況の中で需要がさらに縮小した
ため、不況の影響を強く受けたと考えられる。経済不況を経た 2000 年から 2017 年までの
生産量の増減率は、針葉樹製材品が６％減であるのに対して、広葉樹製材品は 34％の減と
回復が伸び悩んでいる。 

同じく第三の特徴的事項は、広葉樹製材品の主要産地であり針葉樹製材品生産量が少な
い北部においては、2000 年から 2017 年までの期間に広葉樹製材が 33％減少したのに対し
て針葉樹製材品の生産量が 14％増加している点である。その要因は、広葉樹製材品の国内
需要の回復が思わしくない中で、中小企業が多い北部の広葉樹製材工場における樹種転換
または広葉樹製材工場の閉鎖と針葉樹製材工場の新設の動きがあったのではないかと推測
される。 

農務省山林局の統計によれば、2017 年の製材品輸入量は 3,789 万 8,000 ㎥である。この
量は、国内生産量 9,959 万 2,000 ㎥と輸入量を合計した供給量１億 3,749 万㎥の 28％、供
給量から輸出量を差し引いた名目消費量１億 2,903 万㎥の 29％にあたる。米国では輸入製
材品のほとんどが針葉樹製材品で、2017 年では製材品輸入量の内、針葉樹製材品が 98％
（3,706 万 1,000 ㎥）を占めている。製材品輸入量も経済不況の影響を受けて、2000 年の
4,774 万 4,000 ㎥から 2009 年には 3,789 万 8,000 ㎥に 54％もの減少をみせ、2017 年の輸
入量は 2000 年対比 21％減にとどまっている。 
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（３）木質パネル
①生産

米国ではエンジニアドウッド製品を単板、ウエファー24、木質繊維またはディメンジョン
ランバーを接着剤を使用して接着して製造された製材品また板の形状の木材製品と定義し
ている 25。エンジニアドウッド製品の内、主要な木質パネル製品としては針葉樹合板及び
OSB（Oriented Strand Board）がある。

2017 年の針葉樹合板生産量は、798 万 8,000 ㎥である。2000 年には 1,546 万 5,000 ㎥あ
った同生産量は、2007 年末からの経済不況の影響を受けて 2009 年には 761 万 8,000 ㎥ま
で落ち込んだ後にやや回復するが、800 万㎥をいくらか下回る水準で低迷している。2017
年の生産量は、2000 年の生産量から 48％減少している。 

針葉樹合板と強い競合関係にある OSB の 2017 年の生産量は、1,292 万 9,000 ㎥である。
この生産量は 2000 年以降のピークである 1,326 万 2,000 ㎥（2005 年）よりも３％少ない
量であるが、不況期の 2009 年の 849 万 4,000 ㎥から 52％増加し、回復している（表５.26）。 

切削板の内、OSB を除く普通切削板は、2017 年に２億 949 ㎡生産されている。普通切削

24 ウエファーとは、繊維方向の長さが最短で 1.25 インチ（10.8cm）で、厚さをコントロールして生産された木片をい
う。

25 Random Lengths, “Terms of the Trade”, Fourth Edition, 2000, p119． 

表５.26 針葉樹合板、OSB 需給量 
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板の生産量は減少しており、2017 年の生産量は 2000 年の４億 4,629 万 2,000 ㎡から 53％
減少している。普通切削板の生産量は、2009 年に２億 382 万 3,000 ㎡まで低下しその後や
や回復するものの、２億 1,000 万㎡を前後の水準で推移している（表５.27）。 

②輸入
針葉樹合板については、生産量が減少傾向で推移する中で、輸入量は 2017 年に 174 万

9,000 ㎥と 2000 年の 36 万 1,000 ㎥の５倍弱に達している。名目消費量に占める輸入量の割
合は 2000 年の２％から 2017 年には 19％と 17 ポイントの増加となり、輸入製品への依存
度が高まる傾向にある（表５.26）。 

米国の 2019 年の合板輸入額は、20 億 6,041 万 1,000 ドルであった。輸入合板の用途は、
針葉樹合板については建築用が主であるが、熱帯材合板及び広葉樹合板は、主に住宅、モー
ビルホーム、キャンピングカー及び船舶の内装下地、化粧貼合板の下地、家具及び建具の下
地並びにこん包用材として使用されている。 

2019 年の輸入相手国別合板輸入額は、合板全体ではベトナム（輸入額シェア 16％）を筆
頭に中国（同 13％）、インドネシア（同 12％）、ブラジル（同 12％）、カナダ（同 11％）か
らの輸入量が多く、輸入相手国数は 61 か国である。輸入合板の針葉樹熱帯材広葉樹別割合
は、針葉樹合板が 28％、熱帯材合板は 16％、広葉樹合板は 56％である。 

2019 年の合板輸入額の 28％を占めている針葉樹合板の主要輸入相手国は、ブラジル（輸

表５.27 切削板需給量 
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入額シェア 32％）、チリ（同 30％）及びカナダ（20％）で、これら３か国の合計の輸入額
シェアは 82％に達している。2019 年の針葉樹合板輸入輸入相手国数は、26 か国である。

合板輸入額の 16％を占めている
熱帯材合板の相手国別輸入額は、イ
ンドネシアからの輸入額が大きく、
一国で同合板の輸入額シェアの
54％を占め、さらに第２位のマレ
ーシアも同じく 14％のシェアを占
めており、両国のシェアは 68％に
達している。2019 年の熱帯材合板
輸入相手国数は、13 か国である。

合板輸入額の 56％を占めている
広葉樹合板の主要輸入相手国は、ベ
トナム（輸入額シェア 26％）、中国
（同 16％）及びロシア（14％）で
ある。ベトナムからの合板輸入額の
93％、中国からの合板輸入額の
69％は広葉樹合板で占められてい
る。2019 年の広葉樹合板輸入相手
国数は 52 か国である（表５.28）。

合板の州別輸入額は、大都市を抱
える州またはそれに隣接する港湾
が所在する州で大きい。 

州別合板輸入額が最も大きかった
州はカリフォルニア州（輸入額シェ
ア 16％）であり、次いでフロリダ州
（同 11％）、メリーランド州（同
11％）、テキサス州（９％）、ジョージア州（９％）の順になっている。2019 年の合板輸入
は、米国のほとんどの州で実績が記録されている（表５.29）。

表５.28 相手国別合板輸入額（2019 年） 
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OSB の輸入量は、2017 年は 565 万 1,000 ㎥で、経済不況期のボトムである 243 万 9,000
㎥（2009 年）からは回復したものの、2000 年の 678 万 1,000 ㎥に対して 17％低い水準に
とどまっている。OSB については、名目消費量に占める輸入量の割合が 2000 年の 40％か
ら 2017 年には 30％に縮小しており、針葉樹合板とは対照的に輸入製品への依存度が低下
する傾向にある。 

しかし、OSB を含む切削板全体の輸入量は、普通切削板の輸入量増加を反映して増加傾
向で推移している。2017 年の輸入量は２億 7,842 万 1,000 ㎡で、2000 年の１億 7,242 万
2,000 ㎡から 61％増加している。切削板の名目消費量に占める輸入量の割合は、2000 年の
23％から 46％に拡大している（表５.26）。 

2019 年の切削板の輸入額は 14 億 902 万 8,000 ドルで、切削板の主要輸入商品は OSB で
ある。切削板輸入額の内、OSB は 76％、普通切削板は 23％、ウエファーボードは１％のシ
ェアを占めている。 

表５.29 州別合板輸入額（2019 年） 
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切削板の主要輸入相手国は
カナダである。2019 年の国別
切削板輸入額において、カナダ
からの輸入額は 13 億 1,993 万
9,000 ドルと切削板輸入額の
94％を占めている。カナダは
普通切削板、OSB、ウエファー
ボードともに独占的な輸入額
シェアを獲得している。カナダ
の輸入額切削板のシェアは普
通切削板では 77％、OSB では
99％、ウエファーボードでは
83％である。カナダ以外の輸
入相手国の輸入額シェアは小
さく、少額で分散的な輸入が南
米、欧州、オセアニアの国々を
相手国として行われている。
2019 年の輸入相手国数は、切
削板全体では 43 か国である
が、品目別には普通切削板が
38 か国であるのに対し、OSB
は 12 か国、ウエファーボード
は 16 か国と限られている（表
５.30）。

2019 年の切削板の輸入は、50 の州の他、米領のバージン諸島及びプエルトリコまでの広
い範囲で行われている。切削板の中でも輸入額が大きく、カナダ産からの輸入がほとんどを
占めている OSB については、船舶輸送が容易な太平洋沿岸州である西部のカリフォルニア
州（輸入額シェア 13％）、ワシントン州（同 10％）、オレゴン州（同８％）が輸入額の上位
３州を占めている。普通切削板及びウエファーボードの州別輸入額は、これら３州を除くと
カナダ国境に近い州で大きい（表５.31）。

表５.30 相手国別切削板輸入額（2019 年） 
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（４）パルプ
①生産

米国の 2017 年のパルプ生産量は、5,270 万 1,000ｔである。パルプ生産量は 2000 年以
降、増減を繰返しながらも減少傾向にあり、2017 年の生産量は 2000 年の生産量に対して
16％減少している。2000 年から 2017 年までの期間に、パルプの輸入量は 722 万 7,000ｔ
から 602 万 6,000ｔに 17％減、名目消費量は 6,357 万 6,000ｔから 5,036 万ｔに 21％減少
した。 

パルプの自給率は、2000 年は 99％であったが、2007 年に生産量（5,563 万 6,000ｔ）が
名目消費量（5,559 万 8,000ｔ）を上回り、2017 年には 105％になっている。 

パルプの輸出量は 2000 年の 640 万 9,000 ㎥から 2017 年には 836 万 7,000 ㎥に 30％増加
している（表５.32）。 

表５.31 州別切削板輸入額（2019 年） 
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②輸入
2017 年のパルプ輸入量は、602 万 6,000

ｔである。パルプ輸入量は、2009 年に 504
万 4,000ｔに落ち込むものの、翌年には回
復して 600 万ｔを超え、その後は 600 万ｔ
の水準をはさんで増減しながら推移して
いる。2017 年の輸入量は、2000 年の 722
万 7,000ｔに対して 17％少ない（表５.32）。 

パルプの主要輸入相手国は、カナダとブ
ラジルである。2019 年のパルプ輸入額 33
億 1,739 万 2,000 ドルに占める輸入相手国
別シェアは、カナダが 54％、ブラジルは
40％であった。2019 年のパルプ輸入相手
国数は、18 か国である。

2019 年の州別パルプ輸入額の上位の州
は、南部及び北部の州で占められている。
州別輸入額シェアは、第１位のフロリダ州
が 20％、ウィスコンシン州及びニューヨー
ク州が９％であった。同年のパルプ輸入は、
39 の州及び米領プエルトリコでなされて
いる（表５.33）。

表５.32 パルプ需給量 

表５.33 パルプ輸入実績 
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（５）紙及び板紙
2017 年の紙の出

荷量は 2,746 万 6,000
ｔであった。紙の出
荷量は減少傾向で推
移し、2017 年の出荷
量は 2000 年の 4,551
万 9,000ｔから 40％
減少している。紙に
ついては 2000 年から
2017 年の間に輸入量
が 49％減とほぼ半減
した。2017 年の紙の
自給率は、パルプ及
び板紙が名目消費量
を上回る生産量を記
録しているのに対し
て 86％との水準にと
どまっている。 

2017 年の板紙の生産量は
7,844 万 5,000ｔで、2000 年の
9,449 万 1,000ｔから 17％減少
している。板紙の輸入量につい
ては、2000 年から 2017 年の
間に 40％もの減少となってい
るが、輸出量は増加傾向で、同
期間に 41％増加している。こ
のため板紙の自給率は、2000
年の 92％から 2017 年の 102％
に向上している（表５.34）。 

2019 年の紙及び板紙の輸入
額は、55 億 1,299 万 6,000 ド
ルであった。主要相手国は中
国（輸入額シェア 38％）及びカナダ（同 23％）であり、この２か国で輸入額シェアの
61％を占めている。紙の輸入相手国は多様で、2019 年の輸入相手国は 129 か国である。

表５.34 紙、板紙需給量 

表５.35 紙、板紙輸入額（2019 年） 
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2019 年の紙の輸入は特別区、全ての州並びに米領プエルトリコ及びバージン諸島でなさ
れている。州別輸入量が多い州は、順にカリフォルニア州（13％）、ニューヨーク州
（９％）、イリノイ州（８％）である（表５.35）。 

5-2-2 木材加工
商務省センサス局の雇用賃金統計データベース 26によると、2020 年第 1四半期において、

米国には林業・伐採に係る事業体が 9,001 件、木材製品製造に係る事業体が１万 4,944 件、
紙製品製造に係る事業体は 5,356 件存在している。 

林業・伐採業の事業体件数については、伐採業が 8,066 件（林業・伐採業の 90％）と多
く、その他は木材搬出業及び種苗生産、造林請負業その他の伐採業及び木材搬出業以外の林
業に関連する事業体である。伐採作業及び木材搬出作業は、林産企業の部署や子会社が担当
している場合もあるが、私有林所有者の森林で素材を生産する独立した素材生産業者が担
っている場合も多い。独立した素材生産業者は、林産企業と納入する丸太の量を年間または
四半期単位で契約して私有林で素材を生産し、林産企業に納材する。素材生産業者は日常的

26 Quarterly Census of Employment and Wages Data Base, U.S. Census Bureau。2020 年 12 月の時点の公表数値。 

表５.36 林産業事業体数 
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に私有林所有者とのつながりを保ち、小規模森林所有者に造林育林のコンサルタントサー
ビスを提供しながら素材生産を行っているケースがみられる。 

2020 年第 1 四半期において、主要林産物製品の製造業の事業所は、製材工場が 3,086 件、
合単板工場及びエンジニアドウッド工場が 1,655 件、その他木材加工事業所が１万 203 件
存在している。 

なお、合単板工場及びエンジニアドウッド工場の中で事業所数が多いトラス製造工場と
は、木造住宅の小屋組やフレームをはじめとする構造部を組み立てて出荷する工場である。 

さらに同じく、紙製品製造業の事業体数は 5,356 件で、これには 796 件の紙・パルプ・板
紙工場が含まれている。 

2016 年第１四半期から 2020 年第１四半期までの事業体件数の推移に大きな変化はない
が、林業・伐採業は３％減、木材製品製造業では４％増、紙製品製造業では２％減と若干の
動きがある。主要林産業の内、同期間に増加した業態は、林産物の中でも加工の水準が高い
エンジニアドウッド工場（５％増）、トラス製造工場（９％増）及び紙・パルプ・板紙工場
（３％増）であった。一方で、同期間中に伝統的な業態である伐採業（４％減）、製材工場
（３％減）及び合板工場（４％減）の事業体件数は、わずかに減少している（表５.36）。 
 

５－２－３ 木材需要 
米国は木材消費大国である。FAO（国連食糧農業機関）が発表した 2017 年の統計数値 27

によれば、産業用丸太の生産量及び名目消費量は世界第１位で、それぞれ 17％と 18％の世
界シェアを占め、さらに製材品の生産量及び名目消費は中国に次ぐ世界第２位であり、それ
ぞれ 17％と 21％の世界シェアを占めている。さらに、紙及び板紙の生産量と名目消費量も
多く、生産量はドイツに次いで第２位、名目消費量は第 1 位（それぞれ世界シェアの 17％）
である。 
 
（１）国内需要 

米国の木材需要は、住宅建築に大きく支えられている。住宅着工戸数の約７割を占める一
戸建て住宅の９割以上は木造住宅といわれており、木材需要は住宅着工の動向に大きく左
右される。 

2000 年以降の新設住宅着工戸数の推移には、大きな増減がある。新設住宅着工戸数は、
2000 年には 156 万 9,000 戸であったが、2009 年には 55 万 4,000 戸と 63％も減少し、その
後ゆるやかに回復し、2019 年には 129 万戸の着工を記録している。 

2006 年まで米国の新設住宅着工戸数は、サブプライムローンを利用した低所得者の住宅
購入により高水準を維持してきた。しかし、2006 年頃からサブプライムローン契約が定め
る一定期間経過後のローン金利の上昇による済額の増加を負担しきれない消費者が続出し 

27 Food and Agriculture Organization of the United Nations, “Forest Products 2017”, 2019, pp77-79. 
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た。その結果、サブプライムローンを取扱って
いた金融機関は債権の回収が困難になり、ロー
ンの担保にしていた住宅の売却その他の債権
回収措置をとったものの、同様の状態にある金
融機関が多く、中古住宅が住宅市場にあふれか
える状況になった。この突発的な供給過剰は、
売却にかけられた担保物件の価格を押し下げ
るだけでなく、売却そのものができない状態を
生んだ。その結果、事業の継続ができずに、市
場から姿を消す金融機関が相次いだ。 

サブプライムローンの破綻による不況は
2007 年末から顕著となり、さらに翌 2008 年に
は、大手投資銀行グループのリーマンブラザー
ス社が破綻したため、経済危機がより深刻さを
増すとともに、米国の経済不況が世界各国に波
及して大きな影響をもたらした。 

住宅市場への中古住宅の突然の大量流入に
よる住宅ストックの急増と経済危機の影響は 
長きにわたり、住宅着工戸数が 100 万戸を超えるのは７年後の 2014 年、長期的な適正規模
といわれている 120 万戸に達するまで回復するのは 10 年後の 2017 年である（表５.37）。 

林産業も主要な需要分野である建築需要の低迷と世界規模に波及した不況により大きな
打撃を受け、とりわけ 2008 年から 2010 年代初めまでは林産物需給が低迷した。 

2009 年に米国連邦準備委員会（FRB：Federal Reserve Board）は、経済危機に対応するた
めに「ゼロ金利政策」を採用した。同委員会は新型コロナウイルスによる経済的な影響を緩
和するためにも、この政策を当面継続する見込みである。2021 年１月８日の同委員会副議
長の発表では、ゼロ金利政策を転換する指標である４％を下回る失業率及び２％を超える
インフレ率が達成されるのは 2023 年末と見通している 28。 

ゼロ金利政策による経済活性化は、都市部の住宅賃貸料の上昇を生み、これらは主に都市
郊外の戸建住宅需要を高め、戸建住宅需要の増加は都市郊外の森林を宅地に用途転換する
動きを促している。この需要増加は、林産業及び住宅産業にとって久しぶりの明るい材料と
なっている一方で、住宅資材の高騰とカナダ産林産物輸入量の増加をもたらしている。さら
に、森林から宅地に用途転換する土地における伐採に関しては、州法が義務づけている伐採
後の再造林義務の適用が除外されるため、森林所有者または立木所有者に再造林コストを
考慮しなくても良い木材の取引を可能にしている。 

28 Richard H. Clarida, Vice President, “U.S. Economic Outlook and Monetary Policy”, FRB, January 8, 2021.  

表５.37 新設住宅着工戸数 
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さらに統計は、2007 年末から始まった経済危機を契機とした針葉樹合板から OSB への
需要代替の本格化を示唆している。 

2000 年を 100 とした製材品と構造用パネルの名目消費量の指数（図５.２）は、針葉樹合
板については 2009 年に 51.0 とほぼ半減する数値を示した。その後、針葉樹合板の回復は
鈍く、2016 年まで若干上昇しつつもほぼ横ばいで推移し、2017 年の指数は 60.3 にとどま
っている。一方で、OSB の指数は 2009 年に 62.8 に低下した。しかし 2012 年以降の回復
は急速で、2017 年の指数は 107.3 と 2000 年の水準を超える数値を示している。さらに針
葉樹合板と OSB の合計を構造用パネルと位置付けて、これと製材品の名目消費量の指数を
比較すると、年によって両者の間に多少の差異がみられるものの近似し、指数の推移を示す
グラフの線は両者が絡み合うように推移している。 

米国の木質パネル産業においては、大径の原木資源が減少したこと及び保護林の拡大に
ともない天然林材の入手がいよいよ困難になったことから、合板製造業においては径が小
さい原木に対応するための技術開発を行い、その一方で、合板に代わる構造用木質パネルと
して主にポプラ、アスペンその他の天然更新が可能で成長が早い低質原木を砕いて生産し
たウエファーの繊維方向を揃えて接着して生産する OSB が商品化された。OSB は、安価で
調達が容易な原料を利用できるというメリットを持っている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

OSB は、使用する接着剤の改良により製品の膨潤率が低下して耐水性能が向上したため、
施行現場からは針葉樹合板と比較して膨潤の程度が均一であること、雨水などで濡れても
表面に波立ちが生じないことから、「合板よりも扱いやすい」との評価を得ながら需要を伸

図５.２ 製材品及び構造用パネルの名目消費量指数の推移 
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ばし続けている。 

（２）輸出
米国の 2019 年の林産物輸出額は、木材・木材製品が 82 億 8,026 万 9,000 ドル、パルプ

は 85 億 1,812 万ドル、紙製品は 150 億 6,661 万 9,000 ドルであった。米国の林産物輸出の
特徴は、特定の輸出相手国への集中度が高いこと及び輸出相手国が多いことである。 

2019 年の品目別主要輸出相手国及びその輸出額シェアは、次のとおりである。 
2019 年の木材・木材製品の主要輸出相手国は、カナダ（輸出額シェア 25％）及び中国（同

19％）であり、日本は第５位の輸出相手国で８％のシェアを占めている。2019 年の木材・
木材製品の輸出は、179 か国を相手に行われた。 

2019 年のパルプの主要輸出相手国は、中国（輸出額シェア 27％）であり、日本は第５位
の輸出相手国で輸出額シェアの６％を占めている。2019 年のパルプ輸出は、123 か国を相
手に行われた。 

2019 年の紙製品の主要相手国は、カナダ（輸出額シェア 33％）及びメキシコ（同 27％）
である。日本は第４位の輸出相手国であり、輸出額シェアは３％であった。2019 年の紙製
品の輸出は、199 か国を相手に行われた（表５.38）。 

2019 年の木材・木材製品の対日輸出額は６億 6,146 万 5,000 ドルで、ワシントン州（輸
出額シェア 51％）及びオレゴン州（同 26％）からの輸出額が大きい。 

2019 年のパルプの対日輸出額は４億 9,300 万 8,000 ドルで、ジョージア州（輸出額シェ
ア 24％）、ノースカロライナ州（同 19％）及びフロリダ州（同 14％）の輸出額が大きい。
さらに紙の対日輸出額は４億 8,582 万 7,000 ドルで、ワシントン州（同 25％）、ジョージア
州（同 10％）及びアイダホ州（同８％）の輸出額が大きい（表５.39）。

表５.38 品目別相手国別林産物輸出額（2019 年） 
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①丸太
2017 年の米国の丸太輸出量は、1,113 万 7,000 ㎥である。丸太の輸出量は、2000 年の

1,195 万㎥から 2008 年には 887 万 3,000 ㎥に 27％減少するが、2017 年の輸出量は 2000 年
に対し７％低い水準にまで回復している。輸出用丸太の針葉樹の割合は、2000 年は 78％で
あったが、2017 年には 81％とわずかに拡大している（表５.８）。 

2019 年の丸太の輸出額は、16 億
7,469 万 8,000 ドルである。丸太の
主要輸出相手国は、中国（輸入額シ
ェア 43％）、日本（同 20％）及びカ
ナダ（同 17％）である。2019 年の
丸太輸出は、102 か国を相手に行わ
れた（表５.40）。

2019 年の丸太輸出額は、同年の
木材・木材製品輸出額の 20％を占
めている。2019 年の丸太の州別対
日輸出額については、ワシントン州
が主要輸出州で輸出額の 76％と大
きなシェアを占めている。丸太の対
日輸出額の上位第３位までは太平
洋沿岸州であり、第４位以下の州は 
輸出額が小さくなるものの、イリノイ州、オハイオ州、ペンシルバニア州その他の遠隔地か
らの輸出が記録されている。2019年には24の州が丸太の対日輸出を行っている（表５.40）。 

表５.40 丸太製材品別相手国別輸出額 
（2019 年） 

表５.39 州別対日輸出額（2019 年） 
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②製材品
2017 年の米国の製材品輸出量は、845 万 9,000 ㎥である。製材品の輸出量も 2009 年には

421 万㎥まで減少するが、その後増加を続けた。2017 年の輸出量は、2000 年の 637 万 2,000
㎥に対して 33％増加している（表５.19）。 

2019 年の製材品輸出額は、29
億 6,716 万 6,000 ドルである。
2019 年の製材品輸出額は、同年の
木材・木材製品輸出額の 36％を占
めている。製材品の主要相手国は、
中国（輸出額シェア 28％）、カナ
ダ（同 20％）及びメキシコ（同
11％）で、日本はベトナム（同８％）
に次ぐ上位第 5 位（同５％）であ
る。2019 年の製材品輸出は、130
か国を相手に行われた（表５.40）。 

製材品の州別対日輸出額につ
いては、丸太同様、主要輸出州は 
ワシントン州で輸出額の 50％を占め、第２位のオレゴン州（輸出額シェア 12％）と合わせ
ると両州で 62％のシェアを占めている。これら以外の州の輸出額は小さいが、2019 年に製
材品の対日輸出実績がある州は 39 州に及んでいる（表５.41）。

③パルプ
2017 年のパルプの輸出量は、836 万 7,000ｔである。パルプ輸出量は、多少の増減をとも

ないながら 2000 年以降増加して推移し、2017 年の輸出量は 2000 年の 640 万 9,000 ㎥と比
較して 31％増加している。パルプの名目消費量は 2000 年から 2017 年の間に 21％減少し
たが、同期間に生産量 16％の減少、輸入量は 17％の減少にとどまった。2007 年からはパル
プの生産量が名目消費量を上回る状態が続いている（表５.32）。 

④紙
2017 年の紙の輸出量は 335 万ｔで、この量は 2000 年の 376 万 7,000ｔから 11％減少し

た数値である。不況期に入った 2008 年からは紙の出荷量が 400 万ｔを割り込む水準となっ
た一方で、輸出量は 2010 年から 2014 年までの間は 400 万ｔ台後半を記録し、2015 年から
再び 400 万ｔを下回る水準で推移している（表５.34）。 

紙の名目消費量は大きく減少しており、2000 年の 5,712 万 5,000ｔから 2017 年の 3,197
万 4,000ｔに 44％減少している。 

表５.41 州別丸太製材品対日出荷額（2019 年） 
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⑤板紙
2017 年の板紙の輸出量は 1,227 万 4,000ｔで、2000 年の 870 万 1,000ｔから 41％もの増

加をみせている。板紙の名目消費量は、2000 年から 2007 年までの期間は 1,000 万ｔ前後
で推移していたが、2008 年からの不況期以降はなだらかな減少傾向で推移している。2000
年から 2017 年までの期間に、生産量が 17％、輸入量が 40％それぞれ減少しているので、
不況期以降は輸出依存度が高まっているといえる。なお 2014 年からは、板紙の生産量が名
目消費量を上回るようになっている（表５.34）。 
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5-3 森林認証の普及状況
米国では、FSC（Forest Stewardship Council）並びに SFI（Sustainable Forestry Initiative）

及び ATFS（American Tree Farm System）による森林認証が行われている。SFI 及び ATFS
は米国発祥の認証システムである。 

ATFS と SFI はともに 2001 年６月に PEFC（Programme for the Endorsement of Forest 
Certification）に参加した。その後、SFI は 2005 年 12 月に、ATFS は 2008 年８月に PEFC
の承認を受けて現在に至っている。 

認証団体が発表している直
近の数値によると、FSC は
1,419 万 5,000ha（認証件数 92
件 ） 29 、 PEFC は 3,351 万
1,000ha（同 90 件）30の米国の
森林を認証している。PEFC の
認証林の内訳は、ATFS による
認証が 690 万 4,000ha、SFI に
よる認証は 2,660 万 7,000ha で
ある。FSC と PEFC が共同発
表している FSC と PEFC の両
方の認証を取得している米国
の認証面積（重複認証面積）は、
2019 年中頃の数値で 907 万
1,000ha である。各数値とも集
計時点が異なるが、FSC と 
PEFC の認証面積の合計から、この重複面積を差し引くと、米国の実質的な認証林面積は
3,863 万 5,000ha となり、この面積は米国の森林面積３億 3,341 万 8,000ha の 12％に該当
する（表５.42）。 

米国の森林管理認証面積は、FSC では世界の FSC 認証面積の６％にあたり、ロシア、カ
ナダ、スウェーデンに次いで第４位、PEFC では世界の PEFC 認証面積の 10％にあたりカ
ナダに次いで第２位である。

米国では、13 の州といくつかの地方自治体が森林管理認証を取得している。州有林で FSC
と PEFC 両方の認証を取得しているのは、ペンシルバニア州とワシントン州である。これ
ら二つの州以外では、FSC の認証をインディアナ州、メリーランド州、ミネソタ州、ミシガ
ン州、ニューヨーク州、オハイオ州及びウィスコンシン州が取得し、PEFC の認証はルイジ

29 2021 年１月の時点で FSC がウェブサイト（https://fsc.org/）で公表している数値。 
30 本項の PEFC 認証に係る数値は、PEFC, "Global Statistics", Data: September 2020。 

表５.42 森林経営管理認証面積、CoC認証面積
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アナ州、ミズーリ州、テネシー州及びバージニア州が取得している。さらに地方自治体につ
いては、郡や市による森林認証取得の事例が数件ある。

米国において CoC 認証を取得した事業所数は、FSC が 2,310 件、PEFC は 228 件、合計
2,538 件である。 

輸出市場を重視している林産物企業は、特に森林認証の取得に積極的で、FSC の認証ま
たは SFI の森林管理認証を取得し、自社山林から生産した木材及び木材製品を認証製品と
して輸出している。これらの企業を含めて、林産物取扱企業は、CoC 認証を顧客の信頼を
得るための重要なツールとして位置付けているだけでなく、サプライチェーン管理のツー
ルの一つとして活用している。2008 年のレイシー法改正以降は、サプライチェーンの管理
がより一層重要視されている。

（１）ATFS（American Tree Farm System）
ATFS は、家族経営の森林への適正な管理の導入を目的として 1941 年６月に設立された。

ATFS は 1943 年４月にアラバマ州の非商業用林に最初の森林認証を発行した最も古い認証
組織であり、1955 年の時点で、41 州の約 3,800 万エーカー（1,655 万 3,000ha）の森林を
経営する 7,500 件を超える林家が ATFS のツリーファームプログラムに参加している 31。 

ATFS は、1970 年から米国の家族経営林、とりわけ小規模な個人所有の非産業林におけ
る水質保全、生物多様性保護、持続可能な木材供給その他の責任ある森林管理を促進するた
めの組織である AFF（American Forest Foundation: 米国森林基金）に参加している。AFF
は米国の中小規模森林所有者の多くが加入している協会である。 

AFF は、ATFS 認証制度のスタンダードの基準と指標が曖昧であるとの批判が社会的に
高まってきたため、ATFS が 2000 年から開始した商業用林を含む生産林所有者の施業を認
証するための第三者認証システムの導入、2001 年から開始した PEFC との活動、2002 年か
ら始めた ATFS のスタンダードの内容を FSC や SFI と同等に引き上げるスタンダード改正
への取組みを直接的間接的に支援してきた。その結果、ATFS は 2008 年８月に PEFC の承
認を得ている。 

なお、ATFS のスタンダードは、家族経営の私有林の認証を目的に策定されたものなので、
連邦有林、州有林その他の公有林には適用できない 32。 

（２）SFI（Sustainable Forestry Initiative）
SFI は、1994 年に米国の林業及び林産業の全国組織である AF&PA（American Forest &

Paper Association：全米森林製紙協会）が野生生物、植物、土壌及び水質の保全を確保しな
がら木材の継続的な成長と収穫を図るための総合的な森林経営プログラムとして採択した。

31 American Tree Farm System, “History of ATFS” （https://www.treefarmsystem.org/） 
32 Congressional Research Service, “Forest Certification Programs”, September 8, 2011, p4 
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SFI は、AF&PA が米国産林産物の市場優位性を保つために、「FSC のプログラムに対抗す
る」33目的で開発してきたツールである。AF&PA は 1993 年に FSC が森林認証を開始した
ため、SFI を遅滞なく実行に移す必要があった。 

ただし、発足当時の SFI には信頼性を担保する第三者機関による審査機能が備えられて
いなかった。このため AF&PA は、これらを大きな課題と位置付けて取組み、2000 年９月
に SFB（Sustainable Forestry Board：持続可能な森林理事会）を発足し、SFI スタンダードの
設定、確認手続及び SFI スタンダードの遵守に係る業務を SFB に移管した 34。この数年後、
SFB は AF&PA から完全に独立し、SFI の全ての運営は SFB が担っている。 

AF&PA は、SFI が 2005 年 12 月に PEFC からの承認を受ける以前に、FSC、PEFC、
ATFS、CSA（Canadian Standard Association）、フィンランド認証システム（Finland System）、
スウェーデン認証規格（Swedish Standard）、UKWAS（The UK Woodland Assurance Standard）
その他の世界各国で実施されている森林認証スタンダードと SFI との両立を重要視し、こ
れらの認証管理団体と協力して相互認証の枠組策定作業を行っていた。北米においては、北
米の森林及び林産物市場を SFI のシステムで包含する目的で CSA 及び ATFS と相互承認を
締結していた。

現在では FSC を除くこれらの認証システムが PEFC の承認を得ているので、認証製品の
取引は PEFC の CoC が利用されている。 

33 Congressional Research Service, “Forest Certification Programs”, September 8, 2011, p3. 
34 発足当時の SFB は 15 人の理事で構成し、理事構成は９人が環境保護団体、学術研究団体、財団、素材生産業界、

私有林所有者団体その他の AF&PA 以外の外部関係者、６人は AF&PA の理事会で任命を受けた AF&PA 会員企業
の代表であった。現在の理事会は 17 人の理事で構成され、その内訳は分野別理事数は経済部門（林産業界）が６
人、社会部門（行政、大学、私有林団体、先住民コミュニティー）が６人、環境部門（環境保護団体）は５人であ
る。
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5-4 木材・木材製品の生産・流通等に関する法令等とその運用状況
5-4-1 森林資源管理及び原木生産に係る法令等
（１）連邦有林

１億 361 万 2,000ha の連邦有林を管理している主な連邦機関は、農務省山林局及び内務
省土地管理局である。連邦有林の 61％は山林局、16％が土地管理局により管理されている。
これら以外の連邦有林は、内務省国立公園局（National Park Service）、内務省野生生物局（Fish 
and Wildlife Service）、防衛省（Department of Defence）などの連邦機関が管理している。 

この内、丸太の生産を通常の業務として継続的に行っている連邦機関は、山林局と土地管
理局である。連邦議会は、山林局及び土地管理局に連邦有地から木材を生産する権限を与え、
これらの機関は連邦議会で許可された数量の木材を販売している。山林局及び土地管理局
以外の連邦機関が管理している連邦有林では、風害、火災、病害虫その他の被害木の整理、
施設整備その他の産業用木材生産目的以外の伐採により生じた限られた量の木材生産があ
る。 

連邦有林における森林管理及び木材生産の法的根拠は、山林局にあっては 1976 年国有林
管理法（the National Forest Management Act of 1976）、土地管理局にあっては 1976 年連邦有
地政策管理法（the Federal Land Policy and Management Act of 1976）にある。これらの法律
の規定により山林局及び土地管理局には、複合的な森林利用のバランスを考慮した長期的
な木材生産を確保しながら連邦有林を管理する義務が課せられている 35。 

山林局及び土地管理局の伐採量の統計数値は、一般的に公表されている農務省の統計か
らは見いだせない。しかし、合衆国政府会計検査局の報告書によれば、山林局の 2017 年の
伐採量は 1,175 万 2,000 ㎥、土地管理局の 2016 年の伐採量は 82 万 3,000 ㎥であった。連
邦有林の伐採量が多かった 1973 年には山林局が 5,604 万 8,000 ㎥、土地管理局は 678 万㎥
の伐採を行っていたので 36、1973 年の伐採量に対して、2017 年の山林局の伐採量は 79％、
2016 年の土地管理局の伐採量は 88％減少している。 

連邦有林の伐採量減少には、連邦有林の木材生産の中心地である西部での野生生物保護
が大きく影響している。1990 年６月に 1973 年絶滅危惧種法（the Endangered Species Act of 
1973）の絶滅の危機に瀕している種のリストにノーザンマダラフクロウ 37が加えられたの
を皮切りに、ウミスズメ科のマーブルマレット 38やサケ類の保護がそれに続けて強化され
ため、連邦有林の許容伐採量が大幅に引き下げられ、連邦有林の伐採量は 1988 年から 1996

35 “Federal Timber Sale, Forest Service and BLM Should Review Their Regulation and Polices Related to Timber 
Export and Substitution”, United States Government Accountability Office, August, 2018. p 1.  

36 “Federal Timber Sale, Forest Service and BLM Should Review Their Regulation and Policies Related to Timber 
Export and Substitution”, United States Government Accountability Office, August, 2018, p 11.

37 Northern Spotted Owl: Strix occidentalis caurina. 
38 Marbled Murrelet: Brachyramphus marmoratus. 
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年までの期間に 87％減少している 39。 

①農務省山林局の土地利用資源管理計画と木材販売
Ａ．土地利用資源管理計画

森林管理と木材生産のために、山林局と土地管理局は、それぞれが森林管理及び木材生産
を執行するための根拠法に基づいて多目的利用持続伐採モデルを作成し、このモデルを基
礎データとして土地利用資源管理計画を策定する。 

山林局が作成する土地利用資源管理計画の根拠となる「多目的利用・持続伐採モデル」は、
1960 年複合利用持続伐採法（the Multiple Use-Sustained Yield Act of 1960）により開発され
たモデルが原型である。同法の目的には、それまで連邦有林管理を規定してきた有機管理法
（the Organic Administration Act）が定めていた資源としての森林の改善及び保護並びに合
衆国市民の利用と必要性のための木材の継続的供給に、魚類及び野生生物生息地、リクレー
ション、エネルギー及び鉱物開発並びに放牧に係る事項が加えられている。

連邦議会は、山林局に 15 年を一期とする土地利用資源管理計画の作成を命じている。山
林局は土地利用資源管理計画の策定をするときに、土地利用資源管理計画を開発、修正また
は改正するための手順を確立する計画規則（Planning Rule）を施行する。最初の計画規則は
1979 年に施行され、現行の土地利用資源管理計画には 2012 年に施行したものが用いられ
ている。 

1960 年複合利用持続伐採法に基づく土地利用資源管理計画に必要な構成要素は、計画範
囲、野外リクレーション、野生生物、魚類及び木材であり、計画で区分した地域別に資源管
理と活動のための目標、基準及びガイドラインを作成する。 

土地利用資源管理計画の構成要素の内、木材について法令が要求している一般的な事項
は、木材生産地の特定及び販売許容量の設定である。山林局は、この特定を行うために木材
生産に適していない土地を特定し、その他の地域を木材生産適地として定めて土地利用資
源管理計画に用いている。ただし、資源状態または野生生物生息地の維持または改善、火災
リスクの低減その他の木材生産以外の目的で木材生産を考慮しなければならない地域につ
いては、場所を特定して土地利用資源管理計画に記載している。

木材生産適地として特定された森林のデータは、山林局が管理する国有林システム（the 
National Forest System： NFS）のデータベースで管理し、山林局の業務用基礎データや一般
に公開されている国有林の状況を示す統計や文書に活用されている。 

木材販売には、土地利用資源管理計画の中で 10 年を一期として設定した販売許容量を用
いる。販売許容量は、将来の伐採量を減少させないように設定する。 

なお、連邦議会の使命に「公共の福祉を維持するために重要と考えられている健全に機能
する森林生態系の維持」が加えられたため、2012 年計画規則の策定プロセスには、新たに

39 Jean M. Daniels, “The Rise and Fall of the Pacific Northwest Log Export Market”, USDA, February, 2005, pp 39-40. 
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市民による政府機関のパフォーマンス測定及び計画への関与が追加されている。このため、
土地利用資源管理計画を策定するときは、これまでの国家環境政策法（ the National 
Environmental Policy Act）その他の環境法及び行政法の遵守に加え、パブリックコメントの
募集、公聴会その他の市民の参加機会の設定が必要になっている 40。 

B．商業用木材販売 
山林局の『木材管理マニュアル』の商業用木材販売の章 41では、商業用木材販売の全般的

な目的を「政府及び国民双方の利益を守る方法で、政府が責任ある者との取引に限定して行
う」と規定するとともに、次の目的を掲げている 42。 

i. コスト効率が良い方法により森林計画に基づき管理される木材販売のための整然
としたプログラムの提供。

ii. 土地利用資源管理計画で指定する販売の種類による販売許容数量を販売。
iii. 木材販売プログラムの計画作成及び管理並びに他の国有林資源の利用との調整。
iv. 地域の林産業への継続的な木材供給サービスの提供。

山林局は商業用木材を販売するために、木材販売スケジュール及び木材販売事業計画を
確定する。 

山林局の通常の商業用木材の販売は、主に立木競争入札により行われているが、南部及び
北部を除く地域ではセリによる販売もできる 43。 

商業用木材販売の種類には「伐区販売」及び「金額販売」があり、土地利用資源管理計画
では伐区別に販売方法を指定する。 

「伐区販売」とは、伐採可能見積量を示した特定の伐区の販売である。伐区販売の契約で
は、販売時に提示される山林局の伐採可能量はあくまでも見積であり、購入者は購入した伐
区の全ての立木を伐採できるが、山林局は立木の実測結果が山林局の伐採可能見積量を下
回ったとしても伐採可能見積材積と実測材積との差を補償する義務を持たないと定めてい
る。 

「金額販売」は、伐区で伐採する木材の量を明確に指定する販売方法である 44。 
実施する個別の販売については、土地利用資源管理計画を逸脱しない限り木材の量また

は販売額の規模による規制はないが、山林局のマニュアルはコスト効率が高い施業を提供

40 “Timber Harvesting on Federal Lands”, Congressional Research Service, Updated April 10, 2020, pp 4-6. 
41 “FS Manual 2431.04, Management of Timber Sale Program”, Effective June 2, 2014,USFS.  
42 2402. “FS Manual 2431.04, Management of Timber Sale Program”, USFS. 
43 2431.4. “FS Manual 2431.04, Management of Timber Sale Program”, USFS. 
44 “11- Types of Commercial Sales, Chapter 10 –Sale Program Development – Gate System, FSH 2409.18 Timber sale 

Preparation Handbook”, Amendment 2409.18-2002-1, USFS
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しながら入札者のニーズに販売規模を一致させるよう規定している 45。 
木材販売スケジュールは、提案する全ての木材販売、販売材積、伐採方法及び５会計年度

先までの期間における関連道路 46整備事業の一覧を内容としている 47。木材販売スケジュ
ールの策定と維持には、承認された森林計画、許可された森林計画を伴わない木材販売行動
計画、事業決定記録、木材情報管理データベース及び道路管理目標を使用して作成する 48。
山林局は、各年の販売予定を一覧表により公表している。 

入札の予定価格は、山林局が設定する地域別地区別評定ゾーン別の標準価格を適用する。
標準価格は、伐区と隣接する市場圏または評価ゾーンでの価格と調整した額とし、標準価格
の最低額を最低価格とする 49。この最低価格は、国家森林基金 50のための伐採料及び森林再
生にその資金を利用できるクヌートンバンデンバーグ基金 51への資金を含めた額とし、山
林局が決定する 52。クヌートンバンデンバーグ基金への最低額は、販売対象立木を高位、中
位及び低位の三つの等級に分類し、このクラス別に全米一律で 100ft3 あたりそれぞれ１ド
ル、３ドルまたは５ドルを課している。ただし、商業用木材用立木以外の木材の小規模販売
価格に含めるこの基金への取引一件あたりの最低預託金は、個人使用目的のクリスマスツ
リー及び薪については５ドル、これら以外は 20 ドルである 53。

山林局の販売事業には、６段階を経て実施する「ゲートシステム」と称する手順があり、
６段階目で落札者と山林局が木材販売契約を締結する。第１段階から第５段階までの各段
階の要件が土地利用資源利用計画の要件に適合しない販売事業計画は、実施に至らない。木
材販売事業実施手順の各段階の概要は、次のとおりである。 

45 2431.13, “FS Manual 2431.04, Management of Timber Sale Program”, Effective June 2, 2014, USFS. 
46 ここでいう「道路」とは、林道または作業道をいう。 
47 2431.21, “FS Manual 2431.04, Management of Timber Sale Program”, Effective June 2, 2014, USFS. 
48 2431.21a, “FS Manual 2431.04, Management of Timber Sale Program”, Effective June 2, 2014, USFS. 
49 2431.31a, “FS Manual 2431.04, Management of Timber Sale Program” , Effective June 2, 2014, USFS. 
50 National Forest Fund。この基金は、連邦議会が主導し、国有林システム（National Forest System）の健全性と森林

利用の市民への活用促進をコミュニティーを基盤として全国的に行う国有林財団（National Forest Foundation）に
よって運用されている。 

51 The Knutson-Vandenberg Deposit。米国では国や公共機関の収益事業に係る独立採算制会計の確保及び特定の使途
のために徴収した資金を管理するために、多くの基金が設定され運用されている。山林局の木材販売の歳入基金は
クヌートンバンデンバーグ基金の外に林地残材を処分する施業に利用できる林地残材処理基金（Brush Disposal）、
立木購入者が建設した林道の恒久的維持に利用できる購入者設置林道基金（Credits for Purchaser-Built Road）及び
サルベージ販売経費に利用できるサルベージ販売基金（Salvage Sale Fund）がある(“Timber Harvesting on Federal
Lands”, Congressional Research Service, Updated April 10, 2020, p 17)。

52 2431.31, “FS Manual 2431.04, Management of Timber Sale Program” , Effective June 2, 2014, USFS. 
53 2431.31b, “FS Manual 2431.04, Management of Timber Sale Program” , Effective June 2, 2014, USFS. 
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a. 第１段階 木材販売事業の初期計画 54

第１段階では、木材販売事業計画の開発が行われる。市況その他の売却可能性の分析
及び土地利用資源管理計画の目的達成のための最も高い費用対効果の見通しを考慮して、
木材販売の実現可能性を検討する。具体的な検討事項は、造林分野の試験、伐採及び輸
送の分析、財務的経済的分析、予算編成、タイムスケジュール並びに担当職員の配置が
主なものである。 

b. 第２段階 事業分析、設計及び決定通知 55

第２段階では、木材販売事業のデザイン設計が行われる。販売事業予定区域内及び周
辺地の現地調査とともに、学際的手順を用いた国家環境政策法の規定に基づく環境に優
れ、コスト効率が高い事業の開発、現場レイアウトの設計並びに伐採及び輸送のシステ
ムを検討する。さらに、資源分析及び財務的経済的効果の見通しを統合して、販売事業
実施の決定権者に提案する。この段階では必要に応じて、環境分析、財務的経済的分析、
資源状況の確認、輸送または伐採の分析及び事業活動計画の準備が行われる。

c. 第３段階 木材販売の準備 56

第３段階では、木材の評価に必要な全てのデータの確認、現地調査、データの収集を
完了し、木材販売のための計画を実施するための準備作業として、個別の販売林区の識
別作業、現場レイアウト作業の完了及び契約準備が行われる。販売林区の識別作業は、
販売対象立木に蛍光塗料でマーキングを施し立木評価を行った後に、物理的マーキング、
伐採対象を特定した説明書または伐採契約満了後の伐区の望ましい林分の特徴を説明し
た文書のいずれかにより行う。 

d. 第４段階 木材販売の宣伝 57

第４段階では、木材販売を行うための文書パッケージの整備作業及び広告が行われる。
文書パッケージに含まれる鑑定書、契約書のサンプル、入札様式、目論見書、評価報告
書、入札様式、入札候補者への通知文、クヌートンバンデンバーグ計画、サルベージ販
売資金計画及び林地残材処分計画の各文書を整える。木材販売広告をするときは文書パ
ッケージも公開され、同パッケージ内の文書には入札のスタートプライスが提示されて
いる。 

54 2432.1, “FS Manual 2431.04, Management of Timber Sale Program” , Effective June 2, 2014, USFS. 
55 2432.2, “FS Manual 2431.04, Management of Timber Sale Program” , Effective June 2, 2014, USFS. 
56 2431.3, “FS Manual 2431.04, Management of Timber Sale Program” , Effective June 2, 2014, USFS. 
57 2431.4, “FS Manual 2431.04, Management of Timber Sale Program” , Effective June 2, 2014, USFS. 
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e. 第５段階 入札実施 58

第５段階では、入札を実施する。入札を実施した後は、全ての応札額を確認し、応札
の中から通常とはかけ離れた高値の札があればそれを特定し、合理的、かつ、最高値で
応札をした者を落札者とする。 

f. 第６段階 木材販売契約の締結 59

第６段階では、落札者と山林局が木材販売契約を締結する。落札者は、タイムライン、
伐採方法、道路建設その他の契約書に記載されている条件に基づき伐採を行う。一般的
な伐採有効期限は、契約締結後 3 年である。 

②内務省土地管理局の土地利用資源管理計画と木材販売
内務省土地管理局は、1946 年に公有地を管理するために設立された比較的新しい連邦機

関である。設立当初、同局は木材を処分する権限を持っていなかったが、連邦議会は同局に
1947 年資材法（the Material Act of 1947）に基づく「森林資材」の処分を許可した。 

1976 年以降、土地管理局は、同局の土地管理責任を明示した 1976 年連邦土地政策管理
法に基づく公有地管理と木材販売を実施している。1976 年連邦土地政策管理法は、同局に
米国市民のニーズを満たす利用の組合せを考慮した調和がとれ協調した複数の利用のため
の土地管理を要求している 60。 

ただし、土地管理局の木材販売量の 93％は、オレゴン州西部のオレゴン州とカリフォル
ニア州を結ぶ鉄道を再建するために確保されたオレゴン・カリフォルニア鉄道（O&C）用地
で行われている 61。この土地における木材生産については、1976 年連邦土地政策管理法で
はなく、この土地のために独自に制定された 1937 年オレゴン・カリフォルニア土地法（the
Oregon and California Land Act of 1937）を根拠に行われている。同法は、オレゴン・カリフ
ォルニア鉄道用地は持続的な伐採、リクレーション並びに地域のコミュニティー及び産業
の経済的安定への貢献のために管理されなくてはならないと規定している 62。

Ａ．資源管理計画 
連邦議会は、土地管理局に 1976 年連邦土地政策管理法に基づく公有地管理計画の策定、

維持及び改正作業を指示している。同計画は、土地の管理、利用及び保全の枠組を設定する。
土地管理局の公有地計画に含まれる資源管理計画には、計画の期限が設定されていない。こ

58 2431.5, “FS Manual 2431.04, Management of Timber Sale Program” , Effective June 2, 2014, USFS. 
59 2431.6, “FS Manual 2431.04, Management of Timber Sale Program” , Effective June 2, 2014, USFS. 
60 1976 年連邦土地政策管理法第 1702e 条 h 項。 
61 “Timber Harvesting on Federal Lands”, Congressional Research Service, Updated April 10, 2020, p 14. 
62 “Timber Harvesting on Federal Lands”, Congressional Research Service, Updated April 10, 2020, p 11. 
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のため、土地管理局が法令に基づく監視並びに森林の状態を示す指標の設定及び評価を行
い、天然更新の不調、病虫害または自然災害の発生その他の予測できなかった要因により計
画上想定していた状況に変化があったときは計画を改正して対応している。 

土地管理局の資源管理計画の策定においては、連邦議会が学際的プロセスを経た土地の
管理、利用及び保全の枠組を提供する。資源管理計画には伐採が発生する可能性がある場所
の特定及び持続可能な伐採のためのスケールを含む記述が盛り込まれる 63。 

B．商業用木材販売 
土地管理局では、資源管理計画の成果を得るために、長期的伐採を担保できる持続的伐採

地域の特定その他の管理措置を設定し、永続的な障害を発生させずに維持できる地域を対
象とした 10 年間を一期とする許容木材販売量を決定し、許容木材販売量に基づく年間販売
計画を作成する。年間販売計画には、年別の販売量及び伐採面積とともに許可できる伐採方
法が含まれている 64。 

土地管理局は販売を行う前に、立木へのマーキングまたは伐区を識別できる方法で囲む
物理的識別をした後、立木評価を行うとともに、伐採目録及び販売契約書を準備し、木材販
売の公告をする。 

木材の販売は山林局と同様の方法による競争入札方式であり、利害関係者で入札参加資
格がある者が入札に参加できる。入札の結果、最も高い価格で入札した者が土地管理局と伐
採契約を締結し、落札者は契約条件に基づく伐採を行える。土地管理局の伐採契約による一
般的な伐採期限は、山林局同様、契約締結日から３年である。 

木材の販売収入は、土地管理局の基金に繰り入れられる。西部の 17 州における木材収益
にあっては水基盤整備に基金を利用できる埋立基金 65に繰り入れられるが、オレゴン・カリ
フォルニア鉄道用地で行われた木材販売による収益は、サルベージ販売の準備と管理に基
金を利用できる森林生態系回復基金 66に繰り入れられる 67。

（２）ワシントン州、オレゴン州の林業施業法令
連邦有林を除く森林に係る資源及び林産業を含む事業所の管理は、州の個別事案として

原則として州政府が州の法令により規定している。 
州の法令については、日本と林産物貿易のつながりが強いワシントン州及びオレゴン州

を調査対象として報告する。 

63 “Timber Harvesting on Federal Lands”, Congressional Research Service, Updated April 10, 2020, p 11. 
64 “Timber Harvesting on Federal Lands”, Congressional Research Service, Updated April 10, 2020, pp 11-12.。 
65 Reclamation Fund. 
66 Forest Ecosystem Health and Recovery Fund. 
67 “Timber Harvesting on Federal Lands”, Congressional Research Service, Updated April 10, 2020, p 14. 
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①ワシントン州
Ａ．森林及び林産業の概要
ワシントン州は、米国本土北西部の太平洋沿岸にカナダと接して位置している。州の面積

は 18 万 5,270 ㎢と日本の国土面積のほぼ半分、森林面積は 965 万 9,000ha で州面積の 52％
を占めている（表５.３）。 

ワシントン州における森林所有形態の特徴は、森林面積に対する公有林面積の割合が
57％（553 万 4,000ha）と高い点である（全米の同割合は 42％）。 

連邦有林面積（427 万 ha）は、州の森林面積の 44％を占め、連邦有林の 85％（362 万
9,000ha）は農務省山林局が管理している。内務省土地管理局は、全米レベルでは山林局に
次いで広い 16％の連邦有林を管理しているが、ワシントン州で同局が管理している連邦有
林面積（２万 4,000ha）は、連邦有林面積の１％にすぎない。さらに州有林面積は、州森林
面積の 11％（106 万 7,000ha）である。 

州の森林面積の 43％（412 万 6,000ha）を占める私有林は、会社有林（207 万 6,000ha）
と個人所有林（204 万 9,000ha）が半分ずつの割合を占めている（表５.４）。 

ワシントン州には南北に走るカスケード山脈があり、山脈を挟んで西側と東側では気候
と森林植生が異なっている。カスケード山脈の西側の地域は、太平洋からの湿った空気が同
山脈に当たり多くの雨をもたらす湿潤な気候で、米国屈指の森林地帯が展開している。一方
でカスケード山脈の東側の地域は、カスケード山脈が太平洋の湿った空気を遮るため乾燥
した気候である。カスケード山脈の東側の地域には、乾燥に強いマツ類を主体とした森林、
草地または乾燥地が広がっている。 

ワシントン州天然資源省（Department of Natural Resources）が 2016 年に実施した調査結
果 68から、ワシントン州の林産業の状況をとりまとめると、次のようである。 

2016 年に州内の木材加工工場で加工された丸太及び州内の港湾から出荷された丸太の合
計材積は 1,401 万 2,000 ㎥であった。この内、12％（約 168 万 1,000 ㎥）はオレゴン州産丸
太で、オレゴン州からワシントン州南部のロングビュー港に輸出のために回送された丸太
である。一方で米国の他の州からの流入材及びカナダのブリティッシュコロンビア州から
の輸入材が３％弱（約 40 万㎥）あったので、オレゴン州からの輸出用丸太を除くと、2016
年には 1,273 万 1,000 ㎥の丸太がワシントン州内で流通していた計算になる。 

なお、ワシントン州天然資源省によれば、2016 年の州内の丸太生産量の 54％は会社有林、
16％は小規模林家によるもので、丸太生産量の７割は私有林が担っている。さらに丸太生産
量に占める州有林の割合は 16％であり、州森林面積の 77％を占める連邦有林による丸太生
産量は３％未満である。 

ワシントン州の主要林産業は製材業とパルプ製造業で、2016 年には製材工場が 88 件、パ

68 “2016 Washington Mill Survey”, Washington State Department of Natural Resources, December 2017. この調査はワ
シントン州天然資源局が州内の製材工場、パルプ工場その他の一次木材加工業を対象に 1968 年から実施している
任意調査で、数値を引用した 2016 年調査（調査時点で最新の公表データ）の回答率は 88％であった。
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ルプ工場は 12 件が操業している。
2016 年の製材工場数は 2016 年の 137 件から 38％減少し、製材品生産量も 2006 年の

1,167 万 6,000 ㎥から 2016 年の 821 万 3,000 ㎥に 30％減少している。工場数と製材品生産
量は減少しているものの、現存の工場では新しい技術と製造規格を導入して操業している
ため、１工場あたりの生産量は 2006 年の約８万 5,000 ㎥から 2016 年には約９万 3,000 ㎥
に増加している 69。2016 年の製材工場の樹種別原木消費量の割合は、ベイマツが 59％、ベ
イツガが 20％であった。

2006 年以降のパルプ製造量については、インターネット販売に使用するパッケージの需
要の高まりにより堅調に推移してきた。パルプ製造量は 2006 年の 388 万 8,000ｔから 2016
年には 442 万 8,000ｔに 14％増加した。 

ワシントン州では豊かな森林資源がカスケード山脈の西側の地域に展開しているため、
林産物製造業もこの地域に多く立地している。製材工場は 88 件中 84 件、パルプ工場も 12
件中 10 件がカスケード山脈の西側で操業している。 

Ｂ，林業施業法令 
ワシントン州の森林管理及び木材生産に係る主要法令は、州法 RCW76.0970章の中に定め

る林業施業法（Forest Practices）及び州規則 WAC222-0871章の中に定める林業施業規則
（Practices and Procedures）である 72。さらに、林業施業規則が定める林業施業、道路建設
その他の技術的な要件を達成するための法令文書として、林業施業理事会（Forest Practices 
Board）が定めた林業施業マニュアル（Forest Practices Board Manual）が制定されている。 

これらの法令を適用する林業施業とは、林地または林地に直接関係する育林、伐採及び枝

69 2006 年の製材品生産量の資料は、“2006 Washington Mill Survey”, Washington State Department of Natural 
Resources, December 2008。 

70 RCW は Revise Code of Washington の略称で、ワシントン州で現在施行されている全ての恒久法に付与された識別
コードである。RCW に続く上２桁の数字は章番号、次の２桁は節番号であり、林業関係の法令については 76 番代
の番号が付され、森林保護法には 76.04、森林病虫害防止法には 76.06、林業施業法は 76.09 のように区分されてい
る。これらに続く下３桁の番号は、条番号である。 

条項番号が判っている条文の内容をウェブサイトで確認するときは、検索エンジンに RCW から始まる法令番号
だけを入力すれば州政府が管理するウェブサイト上の該当法令を表示できる。

71 WAC は Washington Administrative Code の略称で、ワシントン州で現在施行されている全ての恒久規則に RCW
と同様の構成で法令番号を付与している。

72 法令の英文の題名は本文表記のとおりであるが、法令の上位下位の区別がつきにくい題名であるため、ワシントン
州天然資源省及び林産業界のウェブサイトや文書でも Forest Practice にあっては「Forest Practice Act」、Practices 
and Procedures にあっては「Forest Practice Rule」の通称を使用している。さらに、日本式の法令構成では、
Forest Practice Rule は「法」である Forest Practice Act に次ぐ「令」に該当するが、一般的に米国の州規則の法令
は、具体的、かつ、詳細に記述され、その内容は英文正式の題名のとおり行政手続その他の詳細な内容を含んでお
り、日本の「令」と「規則」を併せた内容になっている。このため、本報告書における法令の和名の題名には、
Forest Practice Act については「林業施業法」を用いたが、Practices and Procedures については翻訳と実務者の便
宜も考慮して、あえて「林業施業令」の名称は用いずに「林業施業規則」とした。 
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払い並びに玉切その他の造材に係る活動をいい、林道及び作業道の建設、主伐、除間伐、衛
生伐その他の伐採、再造林、受粉作業、病虫害防止作業、サルベージ並びに除草の施業が含
まれる。一方で、立木へのマーキング、測量、道路標識の設置その他の林業施業の準備作業、
ベリー、シダ、ヤドリギ、ハーブ、キノコその他の林地から偶発的に生ずる植生の除去及び
収穫並びに森林の土壌及び立木または公共資源への損害復旧作業は、林業施業に含めてい
ない 73。 

林業施業法令の制定及び改廃は、林業施業法にあっては州議会、林業施業法にあっては林
業施業理事会の議決事項である 74 

林業施業理事会とは、林業施業法の規定に基づき林業施業規則の採択及び改廃を行う州
政府機関をいう。同理事会の理事の任期は４年で、理事長は公有地のコミッショナーまたは
コミッショナーが指名した者が勤め、理事は州の商務省（Department of Commerce）、農務
省（Department of Agriculture）、エコロジー省（Department of Ecology）及び野生生物省
（Department of Fish and Wildlife）の各長官または各長官が指名した者並びに郡の立法当局
から選出され知事が任命した者、州全域規模の労働組合に所属する木材労働者連合が推薦
した州内の三つの主要木材加工組合の中の一団体から知事が任命した者及び一般市民６名
（保有地を積極的に管理する小規模森林所有者及び独立した素材生産業者からの選出者各
１名を含む）で構成している 75。

現行の林業施業法は、1993 年５月に発効している。林業施業法の立法宣言条項では、林
業施業法を立法する重要な背景として、次の４項目を掲げている。 

i. 森林資源が州内の全ての資源の中で最も価値があるものの一つであること。
ii. 林産業が州の経済にとって最も重要であること。
iii. 健全な政策の一環としての商業用の公有林及私有林における天然資源保護の管理

は、公共の利益であること。
iv. 林業の維持とともに、森林の土壌、漁業、野生生物、水の量と質、大気、リクレー

ション、景観の保全の保護は重要であること。

さらに州議会は、林業施業規則の採択を通じて、包括的な法体系と林業施業規則の制定及
びその維持は州の公益であると確認し、次の目的及び政策の達成を宣言している 76。 

【目的】 
i. 地球規模の環境保護の潮流とそれから生じる森林所有者への影響を軽減するための

是正措置実施を推奨する。

73 林業施業法 RCW 76.09.020 (17)。 
74 林業施業法 RCW 76.09.040 (1)(a)。 
75 林業施業法 RCW 76.09.030。 
76 林業施業法 RCW 76.09.010。 
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ii. 林業施業許可の申請者による環境保護に必要な審査費用の支払い及び同申請者への
許可申請への支援を行う。

【政策】 

i. 木材の成長を維持または促進し、伐採後の土壌の木材生産能力を合理的に利用す
る生産林での商業用樹種の再造林を要求する。

ii. 林業施業を実施するときは、全ての合理的技術手法を利用し、森林の土壌及び公共
資源の保護を行う。

iii. 木材の成長と伐採による公的利益または私的利益は、ともに有益であると認識す
る。

iv. 本法の目的と政策に一致する最大の施業を許可し、効率を高める。
v. 不必要な規定の重複を避けるために、林業施業規則を提供する。
vi. 州の省庁間及び州政府機関と部族間の調整及び協力を行う。
vii. 林業施業により生ずる水質汚濁については、連邦法及び州法が定める全ての要件

を充足する。
viii. 地域総合計画及びゾーニング規制に含む合理的土地利用計画の目標及び概念の検

討を行う。
ix. 公的資源管理者、森林所有者、インディアン部族及び州民の相互の協力の促進。
x. 林業施業の累積的な影響に対応する流域分析システムを開発し、少なくとも公共

資源である魚類、水及び公共資本の改善に適応させる。
xi. 森林所有者が公共資源の保護の結果として得る生態系サービスの時価総額及び資

金調達を支援する。

Ａ．森林管理計画 
ワシントン州では造林と伐採を目的に使用している５エーカー（2.2ha）以上の連続した

土地を生産林 77と定義し 78、固定資産税法 79の規定により、生産林所有者に森林管理計画の
作成を義務付けている。同法は、生産林の所有者が土地の登記をするときに、郡が固定資産
税率を算定するための森林管理計画を含む木材管理計画の提出を求めている 80。 

木材管理計画とは、訓練を受けた森林管理者または造林と伐採のための土地の使用に係
る管理施業の十分な知識を持っている第三者により作成された計画をいい 81、同計画は所

77 Forestland 
78 林業施業法 RCW 76.09.020 及び固定資産税法 RCW 84.33.035 (５)。 
79 州法第 84 章（RCW 84）Property Taxes。 
80 固定資産税法 RCW 84.33.041。 
81 固定資産税法 RCW 84.33.035 (21) 
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有地が森林である事実の法的説明、５エーカー（2.2ha）以上の連続した土地を造林と伐採
に使用している旨のステートメント、森林資源概要、森林管理計画（過去３年以内に伐採が
行われた場合または非商業用樹種造林を行っている場合は、所有者による再造林計画を含
む）、家畜放牧の有無のステートメントで構成されている 82。 

歳入省（Department of Revenue）及び天然資源省は、生産林所有者の森林管理計画作成を
支援するために『森林管理計画ガイドライン』を提供している。同ガイドラインによれば、
生産林所有者に必要とされる訓練を受けた専門家または第三者が開発する森林管理計画の
作成のために有効なプログラムとして、天然資源省と連邦農務省山林局が共同で実施して
いるフォレストスチュワードシッププログラム 83、連邦農務省天然資源保護局（USDA 
Natural Resources Conservation Service）が実施している連邦農務省農業法保護プログラム 84

もしくは本報告書の森林認証の項で報告した ATFS85に加入しているワシントンツリーファ
ームプログラムが実施している認証人工林プログラム 86または歳入省と郡の課税評価事務
所が実施し生産林所有者が現在使用している森林固定資産税プログラムの活用を推奨して
いる 87。 

森林管理計画は、申請者及び計画作成に係る情報を記した鑑及び計画内容で構成されて
いる。 

森林管理計画の申請書の鑑に記載する事項は、次のとおりである。 
i. 土地所有者の情報。
ii. 森林面積及び森林の位置情報及びフォレスターまたは資源専門家の連絡先その

他の計画作成者の情報。
iii. 土地所有者自身が作成した計画である場合は作成を支援した専門家の情報。
iv. 生産林全体の所有目的。
v. 生産林の一般的説明。
vi. 生産林資源の説明。
vii. 20 年またはそれ以上の期間に見込まれる管理活動のタイムテーブル。
viii. 土地所有者及び計画承認担当官の署名欄。

鑑に続く森林管理計画の主な内容は次のとおりであり、林地の状況及び対応する施業計

82 固定資産税法 RCW 84.33.035 (21)及び林業施業法 RCW 84.34.041。. 
83 Forest Stewardship Program. 
84 USDA Farm Bill Conservation Programs． 
85 American Tree Farm System. 
86 Certified Tree Farm Program. 
87 “Washington State Integrated Forest management Plan Guidelines & Template”, Washington State Department of 

Revenue, Revised and Updated March, 2017, p2. 
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画を具体的に記載する 88。 
a. 森林の健全性

i. 資源状況及び管理施業。
ii. 森林火災のリスク及びリスク削減措置。
iii. 外来動植物種の状況及び対応措置。

b. 土壌
i. 土壌の状態及び性質並びに林業管理活動に影響する懸念事項。
ii. 土壌関連問題の防止措置（懸念事項がある場合）。

c. 水質、魚類生息地及び湿地
i. 小川、湿地、水質及び魚類その他の水性生物の状態並びに既知の水性生物の特定。 
ii. 懸念事項並びに河岸、魚道、魚類生息地及び水質の保護、改善または復元のため

の管理手法（懸念事項がある場合）。
d. 森林資源、立木及び木材製品

i. 樹種、樹齢、胸高直径、立木密度、立木の品質及び下層植生並びに材積（オプシ
ョン）の林班別説明。州東部の生産林については、植物群の説明。

ii. 生産量を含む丸太その他の木材製品の現在及び将来の量、品質及び価格を維持
または改善するための管理施業の説明し、該当する場合は再造林計画または造
林計画。

e. 現場へのアクセス、林道及び作業道
i. 路面、河川横断の有無、橋、暗渠その他の既存の林道及び作業道路の状況。
ii. 道路地権者、道路使用許可または通行制限の内容。
iii. 林道及び作業道の維持または廃止の計画。

f. 野生生物
i. 出現が知られているまたは一般的に出現が見込まれる野生生物種のリスト及び

野生生物生息地の倒木、餌となる植物その他の構成要素の状態。
ii. 懸念される資源の特定。

g. 特定または重要な資産及び生物多様性の保護
i. 保護に値する固有、重要もしくは特別な場所の特定及びその場所を保護、強化、

または復元するための施業。
ii. 生産林内に生息している州または連邦により絶滅の危機に瀕している種、絶滅

危惧種及び絶滅懸念種に指定されている動植物及びこれらの種及び生息地の問
題を特定し、これらの資源を保護、強化または復元するための施業。

h. 文化的資産及び史跡

88 “Washington State Integrated Forest management Plan Guidelines & Template”, Washington State Department of 
Revenue, Revised and Updated March, 2017, p4.
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i. 既知の文化的資産または史跡を特定し、その決定理由を提示。
ii. 文化的資産または史跡を保護するための施業を特定。

なお、ワシントン州及びオレゴン州で林業施業法令の遵守状況を確認するときに注意し
なければならないのは、すでに承認を受けた森林管理計画の施業または法令で定められた
施業の方法、手順または内容と異なる施業の実施が合理的であると生産林所有者が判断し
たときは、ワシントン州にあっては代替計画、オレゴン州にあっては代替施業の実施を州の
担当機関に申請し、州の担当機関が申請を承認したときは申請した施業を実行できる点で
ある 89。現地の木材生産者の法令遵守状況を確認するときに現地企業の施業が法令で定め
る手順や方法と異なっている場合は、ワシントン州にあっては天然資源省が承認した代替
計画に基づく施業、オレゴン州にあっては林業省の森林官が承認した代替施業が行われて
いる可能性が高いので注意する必要がある。 

ワシントン州で代替計画 90の対象となるのは、次の事項である。
i. 公的文化的資源及び複数の林業施業による魚類生息地の保護または回復を行うため

の流域分析 91。
ii. 土地所有者の任意登録により林業施業理事会が指定した河川区域及び生産林内の重

要な野生生物の生息地の保護を目的に購入または寄付により取得する地役権を設定
するための「河川及び生息地オープンスペースプログラム」92。

iii. 林道の建設及び維持管理、伐採、再造林並びに森林化学物質の使用に係る計画。

ワシントン州で代替計画を実施するためには、次を内容とした書類を含めた申請書を天
然資源省に提出し、同省の承認を受ける必要がある。 

i. 林業施業の影響が出る河川、海域、湿地、不安定な斜面及び既存の道路を表示した地
図。

ii. 承認基準を満たす公的資源の保護を達成するための代替施業の方法とその説明。
iii. 代替計画に置き換えられる施業の一覧。
iv. モニタリング及び管理方針の説明（該当する場合）並びに実施スケジュール（該当す

る場合）。

森林管理計画または代替計画の申請書を受理した天然資源省は、学際的チームを組織し、

89 ワシントン州林業施業規則 WAC 222-12-041 及びオレゴン州林業施業計画規則 ORS 629-605-0173。 
90 ワシントン州林業施業規則で Alternate Plan と記されている名称を代替計画と訳したが、正確な意味合いは「代

替」計画よりも「差替」計画に近い。
91 林業施業規則 WAC 222-22。 
92 林業施業規則 WAC 222-23。Rivers and Habitat open Space Program。旧称は「河岸オープンスペースプログラム

（Riparian Open Space Program）」。 
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同チームの作業完了期限を設定する。学際的チームは、代替計画の評価に必要な資格を持つ
者、土地所有者及びインディアン部族の代表者並びにエコロジー省、野生生物省及び天然資
源省の森林官により構成し、天然資源省職員が率いる。学際的チームは現地調査を行い、推
奨事項を検討した上でそれを省に提出する。学際的チームから推奨事項を受け取った天然
資源省は、省の承認基準に基づいて申請の承認、不承認または条件付承認を決定する 93。 

天然資源省には、承認した代替計画のモニタリング及び監査の実施が義務づけられ、実施
報告書の確認とともに現場検証を含むより広範な監査を実施する場合がある。さらに天然
資源省小規模森林所有者事務所には、河川また流域単位で重要な河川機能への小規模森林
所有者による施業の累積的な影響評価の実施が義務づけられており、天然資源省は評価報
告書を林業施業委員会に提出しなければならない 94。 

天然資源省が承認した森林管理計画は、承認後の施業や災害の影響により森林の状態が変
化したときに随時更新する 95。ただし小規模森林所有者 96の森林管理計画の更新について
は、小規模森林所有者の林業施業実施時期に柔軟性を確保する必要があるため、土地所有者
の裁量により有効期限を４年から 15 年までとする長期森林管理計画が設定できる 97。 

天然資源省は林業施業規則の規定 98に基づき、同省内に設置した小規模森林所有者事務所
（Small Forest Landowner Office）による家族所有の小規模森林の所有者への森林管理計画
開発を含む森林管理支援及び林業施業申請手続、林道及び作業道の橋または暗渠の架け替
えのための財政支援その他の支援プログラムを提供している 99。 

Ｂ．施業許可 
生産林の施業は、特定の条件を満たすものを除き、原則として許可制である。土地所有者

が生産林で施業を行うときは、規制機関である天然資源省また地方自治体に施業許可申請
をし、同省から許可がおりた後に林業施業規則を遵守しながら実施する。 

施業許可を要さないで実施できる施業は、次のとおりである 100。 
i. 規制当局が天然資源省である公共資源に、損害を与える可能性がない最小限の特定

の施業。ただし、このような施業であっても規制当局が郡その他の地方自治体であ

93 林業施業規則 WAC 222-12-041 (4)-(7)。 
94 林業施業規則 WAC 222-12-0405(1)。 
95 “Washington State Integrated Forest management Plan Guidelines & Template”, Washington State Department of 

Revenue, Revised and Updated March, 2017, p3.
96 小規模森林所有者とは、平均年間伐採量が 200 万 BF（9,040 ㎥）以下の森林を所有する者をいう（RCW 

76.09.450）。
97 林業施業法 WRC 222-12-035。 
98 林業施業規則 WAC 222-12-041。 
99 https://www.dnr.wa.gov/sflo 
100 林業施業法 RCW 76.09.050 及び林業施業規則 WAC 222-12-020。 
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るものについては、地方自治体の規則により施業許可を要する場合がある。 
ii. 天然資源省の承認を受けた森林管理計画または同省に土地所有者が提出した将来

10 年間に渡り森林を商業用林産物生産以外の用途に供さない旨の覚書が対象とす
る森林で、森林以外の土地用途に指定されている土地に所在する森林での施業、天
然資源省が土地用途は森林であるものの都市建設への転換が将来可能であると認め
た造林されていない土地での施業及び都市拡大地域内の森林での伐採及び道路建設。 

天然資源省その他の規制当局が施業申請を受理してから許可するまでの日数は、施業区
分別に定められている。公共資源に損害を与える可能性が概して小さい施業については、５
日後に施業開始が認められる。野生生物省の審査対象となる施業については原則 30 日以内
であるが、審査のための現地調査を必要としない施業は 14 日以内、複数年に渡る施業の申
請は 45 日以内に申請許可の諾否を決定する。これら以外の施業許可が必要な施業は 30 日
以内に申請許可の諾否を決定するが、例外規定として小規模森林所有者による長期申請に
ついては資源と道路の評価及び資源保護方針のレビューを経てから決定するとの規定が、
野生生物省のレビューを要する申請にあっては 60 日以内に申請の諾否を決定する規定が、
環境ステートメントが必要な施業については追加の時間を要するとの規定がある 101。 

これらの施業に係る申請手続及び許可は、文書により行われる。 

Ｃ．施業手続きと検査 
天然資源省は、施業活動が州の天然資源に重大な損害を与えないようにするため、施業現

場の検査を実施している。同省による検査は、施業の実施前、実施中及び実施後に行い、伐
採及び再造林については全ての施業を対象に、その他の施業については必要に応じて行わ
れている 102。 

土地所有者が伐採施業を行うためには、伐採計画を作成し、天然資源省に施業申請をしな
ければならない。林業施業規則が対象としている伐採施業は、偶発的な植生または個人消費
用の薪材採取のための伐採を除く全ての伐採である。伐採施業に係るワシントン州の林業
施業規則は、河岸及び水質の保護に重点がおかれており、伐採施業には野生生物及び水生生
物資源、これらに関連する生息地並びに河岸機能の保護を目的とした規制がなされている
103。このため伐採システムは、貯木及びスキッディングを経済的に行い、かつ、生態学的目
標を達成できるように地形、土壌及び樹種に適したものでなければならないと規定してい
る。林業施業規則の規定は、伐採計画を天然資源省に申請する前に、天然資源省及び野生生

101 林業施業規則 WAC 222-12-030。
102 林業施業法 RCW 76.09.150。 
103 林業施業規則 WAC 222-30-010。 
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物省に事前の相談をするよう勧めている 104。 
林業施業法は、天然資源省に同法の遵守を確保するための伐採跡地の検査 105及び再造林

を視野に入れながら伐採地の土地が木材生産以外の他の用途としてどれだけの価値がある
のかを確認するための土地調査の実施を要求している 106。 

なお、林業施業法はエコロジー省に、水質保全及び廃棄物処理規定遵守の状況確認のため
の生産林への立入りを認めている 107。 

伐採後に行う再造林は、林業施業法の立法目的 108にも謳われている政策上最も重要な施
業の一つであり、十分な再造林は土地所有者の義務である。 

土地所有者は、義務である再造林を実施するために、天然資源省に再造林計画を作成して
同計画の承認を求めなければならない。天然資源省は、林業施業規則の規定に基づく許容蓄
積量が達成できると判断したときは、再造林計画の申請を承認する 109。 

林業施業規則が定める再造林が必要な箇所は次のとおりである 110。 
i. 土地が森林以外の用途に転換されている伐採跡地及び土地が都市利用に転換される

可能性があると天然資源省が特定している地域を除く地域での皆伐跡地。
ii. 立木材積の 50％以上が５年以内に除去される部分的な伐採跡地で、残存立木が土壌

の木材生産能力を理論的に保持できないと判断できる場所。

一方で、次に掲げる木材の除去または伐採については、再造林が不要とされている 111。 
i. 単体の枯死木及び倒木またはサルベージされた倒木。
ii. 商品に値しない単体の立木及び農地または放牧地における特定の立木の伐採。
iii. 間伐。
iv. カスケード山脈西側の地域では、１エーカー（0.4ha）あたり平均 190 本（生産能力

が高い地域では 150 本）の健全で損傷がない商業用樹種で十分な分布がなされるよ
うに播種施業が完了している場所または十分な分布がなされている健全で損傷がな
い稚樹もしくは商品化できる立木が残存している伐採跡地。

v. カスケード山脈東側の地域では、１エーカー（0.4ha）あたり平均 150 本の健全で損
傷がない商業用樹種で十分な分布がなされるように播種施業が完了している場所ま

104 林業施業規則 WAC 222-30-020。 
105 林業施業法 RCW 76.09.150。 
106 林業施業法 RCW 76.09.290。 
107 林業施業法 RCW 76.09.160。 
108 林業施業法 RCW 76.09.010(2)(a)。 
109 林業施業規則 WAC 222-34-030(1)。 
110 林業施業規則 WAC 222-34-010(1)(a)及び WAC 222-34-020(1)(a)。 
111 林業施業規則 WAC 222-34-010(1)(b)及び WAC 222-34-020(1)(b)。 
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たは１エーカーあたり 100 本以上の健全で損傷していない立木が十分に分布し、優
勢な樹種、苗木もしくは商業用樹種が残存している伐採跡地。 

再造林規格は、カスケード山脈の西側と東側で区分して設定されている。原則として再造
林が達成したとみなせるのは、少なくとも一回の伐採のために成育させる健全で損傷がな
い商業用樹種の稚樹が１エーカー（0.4ha）あたりカスケード山脈の西側にあっては 190 本
以上、同じく東側にあっては 150 本以上十分に分布していると認められる状態であり、競
合する植生は、商業用樹種の定着、生存及び成長を可能にするために必要な範囲で除去され
ていなければならない。ただし、再造林地の木材生産能力を理論的に活用する場合は、カス
ケード山脈西側にあっては 1 エーカーあたり 150 本未満、同じく東側にあっては 120 本未
満の稚樹定着により再造林が許容される場合がある 112。

なお、天然更新による再造林については、この再造林規格に次の条件を加えて達成評価を
している 113。 

i. 商業用樹種で形質が良い樹木を供給源とした種子の生産が可能であること。
ii. 母樹の所有者は、計画で指定された期間または再造林達成検査報告書が発行される

までの期間に種子の採取を行わないこと。
iii. カスケード山脈の西側では１エーカー（0.4ha）あたり少なくとも８本の相互の距離

が 400ft（122ｍ）以上を保ち、かつ、十分に分布している損傷がなく、強風に耐え
うる健全な母樹がマーキングにより識別できること。

iv. カスケード山脈の東側では、天然資源省に承認された計画に示された場所で保存さ
れている強風に耐えうる母樹群が 40 エーカー（17.4ha）の林区またはその一部で林
区面積の少なくとも５％の面積を占め、かつ、１エーカー（約 0.4ha）あたり少なく
とも４本の損傷がない母樹が 40 エーカー（17.4ha）の林区またはその一部に十分に
分布していること。

林業施業規則では、再造林完了期限を人工更新は３年 114、天然更新は天然資源省の天然
更新計画に基づく同省の決定に基づき１年から 10 年以内に定めるとしている 115。ただし、
次に掲げる場合は、再造林完了期限の延長が認めらていれる 116。 

i. 種子または苗木が入手できない場合（再造林完了期限を延長）。
ii. 天然更新計画が天然資源省により承認された場合（最長５年間）。

112 林業施業規則 WAC 222-34-010 (2)・(3)及び WAC 222-34-020(2)・(3)。 
113 林業施業規則 WAC 222-34-010 (5)及び WAC 222-34-020(5)。 
114 林業施業規則 WAC 222-34-010(3)。 
115 林業施業規則 WAC 222-34-010(5)。 
116 林業施業法 RCW 76.09.070(1)。 
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iii. 天然資源省が天然更新の生産性が低いと指定した土地での天然更新（最長 10 年
間）。

土地所有者、立木所有者またはこれらが指名した者 117は、再造林施業が完了したときま
たは造林シーズンが終わったときに天然資源省に再造林報告書を提出しなければならない
118。再造林報告書では、少なくとも林業施業通知書又は通知書の原本の文書番号、植林また
は播種をした樹種、苗木の樹齢または播種に使用した種子の母樹が所在する地域及び植林
または播種を実施した場所の説明が求められる 119。 

天然資源省は、この報告書を受理してから 12 か月以内に再造林地の検査を行う。天然資
源省は、検査により補植もしくは再度造林が必要であると判断したときは、検査完了後 30
日以内に再造林報告書提出者に通知を発するとともに再造林規格に適合するための指導を
行わなくてはならない。この天然資源省の通知及び指導により補植またはさらなる再造林
を行った者は、施業を完了した後に補植報告書または再造林報告書を同省に提出し、同省は
報告書を受理してから 12 か月以内に再度検査を実施する。補植に係る規定では、公共資源
を保護するために森林蓄積の改善が必要であり、かつ、施業実施が可能である場合を除き、
天然資源省は二回に渡り補植を適切に実施した後に許容できる立木蓄積水準に達しない場
合は、さらなる補植を要求しないと定めている 120。 

Ｄ．森林または立木の所有権移転時の伝達事項 
再造林義務は、土地または立木を売却または譲渡するときも譲渡人から譲受人に引き継

がれる。所有権を移転するときは、譲渡人から譲受人に再造林義務と再造林の内容を天然資
源省が定める様式を用いた通知書により知らせ、譲受人は再造林に係る全ての義務を承諾
したときは通知書に署名しなければならない。譲受人が署名した通知書の写しは、譲渡人に
より天然資源省に送付される 121。 

さらに、土地用途が森林以外の用途に転換されている地域の森林の所有権を移転すると
きは、譲渡人が譲受人にこの旨の通知を天然資源省指定の様式を用いた通知書により行わ
なければならない。土地所有者は、森林以外の土地用途に所在している森林で商業的造林及
び伐採を行う場合は、その森林の利用目的を 10 年間変更しない旨の宣誓書を州政府に提出

117 再造林の実施主体には、土地所有者の他に立木販売により獲得した立木の所有者または土地所有者もしくは立木所
有者から伐採及び再造林を請け負った素材生産者があり、林業施業規則では天然資源省に再造林報告書を提出する
者として、これらの再造林実施主体をあげている。 

118 林業施業規則 WAC 222-34-030(2)。 
119 林業施業規則 WAC 222-34-030(3) 
120 林業施業規則 WAC 222-34-030(4) 
121 林業施業法 RCW 76.09.070(2)-(4)。 
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している 122ので、譲受人がこの森林を引続き生産林として管理するのであれば、この宣誓
をし、その森林を生産林として登記しなければならない。 

Ｅ．土地用途区分の変更に係る規定 
林業施業法令は、土地用途が森林以外の用途に転換された土地に所在する森林で、生産林

の登記をしていないものについては、伐採後の再造林義務を課していない。ただし、このよ
うな森林を伐採したときは、伐採後３年以内に森林以外の土地用途への実質的な転換が義
務づけられている。さらに将来用途が転用される可能性がある土地の全ての森林またはそ
の一部については、再造林の要件から免除する必要があるため、林業施業規則では、このよ
うな森林の土地所有者に再造林の代替計画を提案するよう推奨している 123。 

②オレゴン州
Ａ．森林及び林産業の概要
オレゴン州は、北はワシントン州、南はカリフォルニア州に接した太平洋沿岸に位置して

いる。州の面積は 26 万 7,600 ㎢、森林面積は 1,291 万 7,000ha で州面積の 48％にあたる
（表５.３）。 

オレゴン州の所有形態別森林面積については、オレゴン州もワシントン州同様、森林面積
に占める公有林面積（827 万 ha）の割合が 64％と高い。州森林面積の 60％は連邦有林（777
万 8,000ha）であり、連邦有林の 79％（613 万 8,000ha）は農務省山林局が、同じく 19％
（155 万 6,000ha）は内務省土地管理局が管理している。私有林面積は州森林面積の 36％
（464 万 7,000ha）を占めておりで、その 61％（282 万 6,000ha）は、会社有林である（表
５.４）。私有林面積は少ないが、オレゴン州で生産されている丸太の約 76％は、私有林で生
産されたものである 124。 

オレゴン州は林産業が盛んな州で、長年に渡り、針葉樹製材品生産量及び合板製造量が全
米第１位を記録している。2019 年の針葉樹製材品生産量は 1,320 万 6,000 ㎥で全米の生産
量 8,298 万 5,000 ㎥の 16％を占め、同じく合板製造量は 212 万㎥と全米の製造量 757 万
3,000 ㎥の 28％を占めている 125。 

Ｂ，林業施業法令 
オレゴン州の森林管理及び木材生産に係る法律は、州法第 527 章に含まれるオレゴン林

122 林業施業法 RCW 76.09.240(1)(a)(i)。 
123 林業施業規則 WAC 222-34-050。 
124 “Oregon Forest Facts, 2021-22 Edition”, Oregon Forest Resources Institute, 2021, p 4. 
125 “Oregon Forest Facts, 2021-22 Edition”, Oregon Forest Resources Institute, 2021, p 8. 
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業施業法 126（Oregon Forest Practice Act）（以下、「林業施業法」という。）である。 
林業施業法は、同法の方針として、森林は雇用、林産物、課税基盤その他の社会的経済的

利益の提供により、樹木、土壌、大気及び水資源の維持により、さらに野生生物及び水生生
物の生息地の提供によりオレゴン州に重要な貢献をしているため、オレゴン州の公共政策
は森林の樹木の継続的な育成及び伐採並びに私有地の主要な利用目的のための森林の維持
を確実にする経済効率が高い林業施業を奨励すると宣言している 127。さらに同法では、林
業施業規則は森林の樹木の継続的な育成及び伐採を確実とするために、大気の質、家庭用飲
料水その他の用水の水源、土壌の生産性並びに魚類及び野生生物の資源の全体的な維持を
はかるとともに、情報を収集分析した上で、次の保護が必要な資源現場の確保を確立すると
定めている 128。 

i. 州の魚類野生生物委員会が指定した魚類及び野生生物。
ii. 1973 年絶滅危惧種法に基づき連邦政府が作成したリストに絶滅の危機にある種

（Threatened Species）または絶滅の危機に瀕している種（Endangered Species）とし
て掲げられている魚類及び野生生物。

iii. 敏感な鳥 129の巣、ねぐら及び生息地の水辺。
iv. 重要な湿地。

オレゴン州では、林業施業法の下位法令である規則を単一の規則として制定していない。
しかし法令の本文には、林業施業規則（Forest Practice Rules）という用語が随所にみられる。
オレゴン州林業省が林業施業法令集としてとりまとめた出版物 130では、林業施業規則とい
う名称を、州行政規則第 629 章（林業省規則）に含まれる 22 の節の規則の総称として用い
ている。この慣例にしたがって、本項ではこれら 22 の節の規則の総称を林業施業規則と表
記する。

林業施業規則に該当する 22 の節の規則は次のとおりである。 
� 第 600 節 定義（Definitions）

� 第 605 節 林業施業計画規則（Planning Forest Operations）

� 第 610 節 再造林施業規則（Forest Practices Reforestation Rule）

126 ORS 527.610 の規定は、ORS 527.610（法令の略称）から ORS 527.770（水質基準に違反しない最善の管理施業の
誠実な遵守）までの条並びに ORS 527.900（刑事罰）及び ORS 527.992（民意罰）はオレゴン林業施業法というと
規定。 

127 林業施業法 ORS 527.630(1)。 
128 林業施業法 ORS 527.710(2)・(3)。 
129 「敏感な鳥」とは、指定資源保護規則 OAR629-665-100 が指定している種で、ミサゴ（Osprey: Pandion 

haliaetu）、オオアオサギ（Great Blue Herons: Ardea herodias）及びハクトウワシ（Bald Eagle: Haliaeetus 
leucocephalus）をいう。 

130 “Forest Practice Administrative Rules and Forest Practices Act”, Oregon Department of Forestry, February 2018. 
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� 第 611 節 再造林インセンティブ施業規則（Forest Practice Reforestation Rules）
� 第 615 節 スラッシュ 131処理規則（Treatment of Slash）

� 第 620 節 化学製品及び石油製品取扱規則（Chemical and Other Petroleum Product Rules）

� 第 623 節 急激な地表地滑安全規則（Shallow, Rapidly Moving Landslides and Public Safety）

� 第 625 節 林道建設維持規則（Forest Road Construction and Maintenance）

� 第 630 節 伐採規則（Harvesting）

� 第 635 節 水資源保護規則（目的、目標、分類及び河岸管理区域）
（Water Protection Rules; Purpose, Foals, Classification and Riparian Management Area） 

� 第 642 節 水資源保護規則（小川周辺植生の維持）
（Water Protection Rules; Vegetation Retention Along Streams） 

� 第 645 節 水資源保護規則;（水辺の管理地域及び重要な湿地の保護措置）
（Water Protection Rules; Riparian Management Areas and Protection Measures for 

Significant Wetlands） 
� 第 650 節 水資源保護規則（河岸管理区域及び湖保護基準）

（Water Protection Rules; Riparian Management Area and Protection Measures for 

Lakes） 
� 第 665 節 水資源保護規則（「その他の湿地」、氾濫原及び泉の保護）

（Water Protection Rules: Protection Measures for “Other Wetlands,” Seeps and 

Springs） 

� 第 660 節 水資源保護規則（州水域周辺の操業に係る特別規則）
（Water Protection Rules; Specific Rules for Operations Near Water of the State） 

� 第 665 節 特定資源現場保護規則（Specified Resources site Protection Rules）

� 第 670 節 森林施業管理規則（執行及び民事罰）
（Forest Practices Administration – Enforcement and Penalties） 

� 第 672 節 林業施業管理規則（Forest Practices Administration）

� 第 674 節 林業施業管理規則（通知及び書面による計画の取得）
（Forest Practices Administation – Access to Notification and Written Plans） 

� 第 676 節 林業施業管理規則（地域林業施業委員会）
（Forest Practices Administation – Regional Forest Practice Committees） 

� 第 680節 資源地域の登録及び保護手順規則（Resources Site Inentory and Protection Rules） 
� 第 21 節  スチュワードシップ契約規則（Stewardship Agreements）

林業施業法の主務官庁は、林業省（Department of Forestry）であり、林業施業規則は州政
府機関である林業理事会（Board of Forestry）が規則の策定及び改廃並びに執行を行ってい

131 伐採施業により生ずる木屑その他の小さな木質廃棄物。 
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る。 
林業理事会は、州全体及び地域の林業施業規則を策定及び執行するために設置された機

関で、州知事が任命し、州議会上院が承認した７名の理事で構成されている 132。理事会は
その権限により、州の関係機関及び地方政府機関との調整を行うとともに 133、地域の森林
の条件に適した規則の策定を支援するための規則を検討する地域林業施業委員会（Regional 
Forest Practices Committees）を森林地域別（北西部、南西部及び東部）に設けている 134。 

それぞれの地域林業施業委員会は、９人の委員により構成している。委員は、天然資源管
理の教育または経験により資格を有する者であり、各委員会の委員総数の三分の二以上が
民間の土地所有者もしくは立木所有者または合法的に操業者と定期的に契約している土地
所有者もしくは立木所有者の代理人で構成しなければならない 135。 

オレゴン州の林業施業法令の特徴的事項の一つは、州森林官（State Forester）が法令執行
業務の中心的な役割を担っている点である。州森林官には、森林管理計画及び代替管理計画
の承認 136、林業理事会が指定した林業施業実施通知の受付 137、再造林地の再造林基準達成
評価 138、絶滅危惧種生息地の指定 139、他の州政府機関と開催する森林環境会合の結果を参
考にした林業施業規則の見直し、林業理事会への同規則の改廃及び追加のための推奨事項
の報告 140など法令により多くの権限が与えられている。 

なお、林業施業法及び林業施業規則は、後述の伐採施業の項目に掲げた伐採施業区分及び
平均年間成長量区分により生産林を区分し、必要に応じてこれらの区分別の規定または特
定の区分に適用する規定を設けている。 

Ａ．森林管理計画 
州政府への生産林 141の森林管理計画の提出は、木材生産林課税法（Timber and Forestland 

132 林業施業法 ORS 526.009。理事の任期は４年。ORS とは Oregon Revised Statutes の略称で、州法の条番号であ
る。Oregon Revised Statutes の Revised とは、1940 年に州議会が州法を整理したときに新たに設定した条番号と
いう意味であり、Revised Statutes とは改正法令という意味ではない。

133 林業施業法 ORS 527.630(3)。 
134 林業施業計画規則 OAR 629-605-0160。OAR とは Oregon Administrative Rules の略称。 
135 林業施業法 ORS 527..650(1)。委員の任期は３年。 
136 林業施業計画規則 OAR 629-605-0100(1)・(2)。 
137 林業施業法 ORS 527.670(6)及び OAR 629-605-0140。 
138 再造林施業規則規則 OAR 629-610-0020。 
139 林業施業計画規則 OAR 629-605-0190(1)。絶滅危惧種生息地の場所の指定は、林業理事会だけでなく森林官が行

う場合がある。 
140 林業施業計画規則 OAR 629-605-0110。 
141 Forestland． 
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Taxation）142が定める登記の要件である。 
オレゴン州では生産林を「市場性がある樹種の育成及び伐採を主目的として保有または

利用しているオレゴン州西部の土地」と定義している 143。「オレゴン州西部の土地」とは州
内を南北に走っているカスケード山脈の西側の地域をいい、この地域の気候は湿潤で、ベイ
マツを主要樹種とした豊かな森林が展開している。

木材生産林課税法では、生産林の指定を希望する土地所有者は、生産林としての課税評価
を最初に希望する年の４月１日までに郡の課税額査定官に生産林指定の申請をすると定め
ている 144。森林管理計画書 145は、生産林を指定する申請書の必要書類の一つである 146。同
法の規定では、生産林指定申請書には次のものを含むと定めている。 

i 生産林としての指定を希望する全ての土地の説明。
ii 土地取得日。
iii 土地所有の証明並びに市場性がある樹種の育成及び伐採が土地利用の主目的であ

ることを説明した文書。
iv 森林管理計画書。
v 森林管理計画の実施範囲及び内容。
vi 放牧利用の有無。
vii 州法第 92 章（土地区画）の規定に基づく土地区画の状態。
viii 州法第 477 章（森林及び草木の火災予防）の規定による指定の有無。
i 申請対象地における育林及び伐採の経緯の概要。

申請対象地における育林及び伐採に係る現在の状況並びに継続的に実施している
事業の概要。

i 申請書内容が真実であるステートメント。

Ｂ．施業許可 
林業施業は、後述の州森林官による代替施業の承認がある場合を除き、森林施業法令に則

って行われる 147。ただし、林業施業規則が指定している特定の施業については、施業を実
施する前に、土地所有者、立木所有者または施業を請負い施業を操業する者（以下、「操業
者」という。）は、州森林官が定める様式により詳細な施業内容を記載し、測量図または航
空写真を添付した施業計画を州森林官に提出して承認を求め、州森林官が施業計画を承認

142 州法第 321 章。 
143 林業施業法 ORS 321.347。 
144 木材及び生産林課税法 ORS 321.358(1)。 
145 Forest Management Plan。 
146 木材及び生産林課税法 ORS 321.358(3)。 
147 再造林施業規則 OAR 629-625-0100(1)-(3)。 
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した後に実施しなくてはならない 148。 
林業施業規則により、実施前に州森林官に申請が義務づけられている施業は、次のとおり

である 149。 
i. 伐採、玉切、貯木及び椪積み並びに丸太その他の林産物の積載及び運搬。
ii. 河川の横断または構造物の再建もしくは交換を含む道路の建設、再建または改良。
iii. 重機の使用を伴う皆伐または再造林のための現場での準備作業。
iv. 化学物質の使用。
v. 森林以外の用途に転換するための林地の皆伐。
vi. 林地残材の処分または廃棄。
vii. 除間伐。
viii. 薪の販売または物々交換のための薪割。
ix. 露天掘り。

なお、林業施業の申請は、郡が所管している税務が関係しているので、施業対象林区が郡
の境をまたいでいる場合は、郡別に行う必要がある 150。 

一方で林業施業規則は、次に掲げる活動については施業の有無に係わらず州森林官への
施業計画の提出は不要であると定めている 151。 

i. クリスマスツリーの生産だけに使用される土地におけるクリスマスツリーの植林、
管理またはは伐採。

ii. 排水溝または暗渠の清掃及び小川のクロスドレインの設置。
iii. 種子の殺鼠剤処理を除く、播種または植林。
iv. 販売または物々交換に供さない薪の薪割り。
v. 枝、松かさ、ねじれた広葉樹その他の主要ではない林産物の採取または収集。
vi. 通知手順に要する時間の経過により、施業よりも大きな資源の損害が生じる可能性

がある緊急の道路再建 152。
vii. 次の条件のいずれかに該当するハイブリッドコットンウッドその他の広葉樹の設置、

管理又は伐採。
� 集約的栽培方法により準備され、植林後、少なくとも３年間、競合する植生を

除去した土地で生産されているもの。

148 林業施業法 ORS 527.670(1)及び再造林施業規則 OAR 629-615-0150(7)。 
149 再造林施業規則 OAR 629-625-0140(1)。 
150 林業施業法 ORS 629.605.0150(7)。 
151 再造林施業規則 OAR 629-625-0140(2)。 
152 操業者は、緊急の道路再建施業を開始してから 48 時間以内に州森林官に連絡し、州森林官から要求があったとき

は、緊急事態が存在した事実を証明しなければならない。 
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� 紙製品製造のための繊維として販売できる樹種。
� 施肥、栽培、灌漑、昆虫防除、病害防止、その他の集中的な農業施業。

viii. ナッツ、果物、種子、苗床その他の農業用樹木作物の生産のために、積極的に栽培し
ている樹木の設置、管理または伐採。

ix. 都市化されている地域での鑑賞用、街路用または公園用の樹木の設置、管理または伐
採。

x. 単一の所有権内において、120 エーカー（52.3ha）未満の単位で行われるウェスタン
レッドしダーその他のジュニパー種 153の管理及び伐採。

xi. 防風林、河岸林または積極的に耕作された土地に隣接する日除け用の樹木の設置ま
た管理。

xii. 伐採作業が完了し、土地用途転換作業が開始された後の承認済みの土地用途転換の
ための開発。

操業者は、法令が規定する保護基準または方法と異なる代替施業 154の利用が合理的であ
ると判断できるときは、代替施業計画を州森林官に申請し、州森林官が同計画を承認した後
に代替施業を実施できる。 

州森林官は、林業施業法の規定及び林業施業規則と一致する結果をもたらすと評価した
場合に代替施業計画を承認するので、代替施業計画には州森林官が評価できるための十分
な情報が盛り込まれなくてはならない 155。 

操業者は、州森林官が申請した代替計画を承認したときは、代替計画に掲げている全ての
規定に従わなくてはならない 156。 

オレゴン州の代替施業の対象は、林業施業規則の中で個別具体的に特定されている 157。
代替施業計画の申請及び州森林官の承認が必ず必要な施業また活動は、次のとおりである
158。 

� 連邦または州の機関、単科大学もしくは総合大学または民間の土地所有者によっ
て実施されていた誠実な研究プロジェクトに係る規則または法令の適用除外また
は変更。

� 特定の施業の放棄または変更による環境へのダメージの削減。
� 特定の施業の放棄または変更による土壌、水質または魚もしくは野生生物の生息

153 Juniperus。 
154 Alternate Practices. 
155 再造林施業規則 OAR 629-615-0173(1)。 
156 再造林施業規則 OAR 629-615-0173(4)。 
157 代替施業対象は改正される頻度が高いので、法令遵守を確認するときは現行の規定を確認する必要がある。 
158 再造林施業規則 OAR 629-615-0173(5)。 
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地の改善。 
� 公共安全の提供または土地利用の変更を達成するための規則の放棄または変更 159。 
� 郡が土地保全開発省（Land Conservation and Development Department）規則の

OAR660-016-0005（土地用途の評価分析）及び OAR660-016-0010（目標達成プロ
グラム開発）の規定に基づいて資源の現場を評価したプログラムを採用したとき
の資源の現場に係る規則の適用除外または変更。

� 法令で指定されている保護基準とは異なる保護基準または方法を利用した森林施
業の実施。

� 単一の所有権の連続する 120 エーカー（52.3ha）の制限を超える単一の伐採タイ
プ３160の林区内での施業または複数の伐採タイプ３の林区の組み合わせにより行
う施業の実施。

� 林業施業法 ORS 527.740 第４項の規定に掲げる樹種転換に係る適用除外規定また
は災害に係る伐採タイプ３の造林面積規制の除外 161。

� 森林の健全性確保または公共の安全もしくは公共財産への危険回避のための小川、
湖、湿地及び河岸管理地域の保護要件の変更。

� 残存林分により長期的な樹木の成長を促進する林分改良施業を実施した後の再造
林要件の適用除外または変更。

� 再造林規則の目的 162を達成するときのまたは公的機関もしくは教育機関が実施す
る研究プロジェクトのための再造林資源蓄積基準の変更または廃止。

� 施業により再造林が必要なときに利用する天然造林。
� 天然再造林の完了期限の延長。
� 施業の結果が再造林を要するときの、資源蓄積量に占める広葉樹の割合を 20％以

上とする基準を満たす目的を持つ測樹。
� 施業の結果が再造林を要するときの、資源蓄積量基準を満たす目的を持つ非在来

159 再造林施業規則 OAR 629-605-0100(2)(d)。 
160 「伐採タイプ３」とは、再造林施業規則 OAR 629-605-0175 が規定する伐採時に営巣木を残し、伐採後に再造林

が必要な伐採施業またはその施業が必要な林地をいう。タイプ３の林区は、原則として面積が 120 エーカー
（52.3ha）以内に制限されている。 

161 州森林官の承認により低木地もしくは藪、州森林官が火災、病虫害、風害、その他の天災もしくはその他の不測の
出来事により森林管理者の土地管理能力が及ばなくなり林区の生産性及び安全性を大幅に損なうもしくは近隣の森
林を危険にさらす状態にあると判断した林区または１エーカー（0.4ha）あたり胸高直径 11 インチ（27.9 ㎝）以
上の立木の胸高断面積が 80 平方フィート（7.4 平方メートル）未満の広葉樹で構成されている林区を管理された
針葉樹林または広葉樹林に転換するときは、伐採タイプ３の施業面積の上限を 120 エーカー（52.3ha）以下に制
限する規定の適用を除外する規定。 

162 再造林施業規則 OAR 629-610-0000(3)。この規定が定める再造林規則の目的は。再造林施業後の立木の自然成長
を確実にし、オレゴンの林地の樹木成長能力を活用したより高い蓄積を確実にするための規格を設定することにあ
る。
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種の測樹。 
� 森林インセンティブプログラム参加期間における低価値林分のサルベージまたは

樹種転換に係る再造林規定の一時停止。
� 森林被覆の維持と互換性がない森林開発を目的とした再造林要件の適用除外。
� 野生生物の食物区域を設定する目的による再造林要件の適用除外または変更。
� 野焼の必要性が維持しなければならないコンポーネントを保護する利点を上回る

場合の河岸地域、水生地域または湿地の保護要件の変更。
� 殺菌剤または非生物科学殺虫剤の空中散布に係る保護要件の変更。
� 広い氾濫原を道路が横切る場所における暗渠のサイズの要件変更を伴う盛土高の

削減。
� タイプ F の小川 163に沿った河岸管理区域の植生保護要件の変更を伴う安全上問題

がある道沿いの立木の除去。
� タイプ SSBT の小川 164に沿った河岸管理区域の植生保護要件の変更を伴う安全上

問題がある道沿いの立木の除去。
� タイプ D165またはタイプ N166の小川に沿った河岸管理区域の植生保護要件の変更

を伴う安全上問題がある道沿いの立木の除去。
� 小川及び河岸管理区域のための現地固有の植生維持方法の利用。
� 重要な湿地のための現地固有の植生維持方法の利用。
� 森林の健全性を理由とした植生保護要件の変更。
� 申請した林業施業が資源の現場に適合しない場合の構造的時間的例外措置。
� ミサゴ 167生息地の構造的変更。
� ミサゴ生息地付近での一時的な例外。
� オオアオサギ 168生息地の構造上の例外。
� オオアオサギ生息地付近での一時的例外。

州森林官は、土地所有者、立木所有者または操業者が指定資源保護規則により保護が要求
されている資源の近くでの施業を申請したときは、申請者及び野生生物省担当官とともに

163 タイプ F の小川とは、魚類が生息している小川または魚類が生息し人間が水を利用している小川をいう。 
164 タイプ SSBT の小川とは、州森林官が中小規模のタイプ F の小川でサーモン、スチールヘッドまたはブルトラウト

が生息するものまたは年間を通してこれらの魚が生息する小川として認めたものをいう。
165 タイプ D の小川とは、魚類の保護を行わない水利目的のものをいう。 
166 タイプ N の小川とは、魚類の保護及び水利用を行わないものをいう。 
167 Osprey: Pandion Pandionidae. 
168 Great Blue Heron: Ardia Ardeodae. 
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現地調査を実施する 169。指定資源保護規則が指定している保護が必要な資源とは、本項の
冒頭に保護が必要な資源現場として掲げた四つの資源である。 

指定資源保護規則では、保護が必要な資源の保護目標を、林業施業が資源が所在する場所
の破壊、放棄または生産性の低下を引き起こさないようにするよう定めている。州森林官は
申請された施業が行われる林区内の資源を現地で特定し、申請された林業施業と保護目標
の達成が矛盾しないかを検討し、保護目標の設定が必要であると判断したときは、その資源
を林区内の保護対象に指定する。この指定が行われないときは林業施業規則に則った施業
を行えば良いが、指定があったときは土地所有者、立木所有者または操業者は資源保護計画
書を州森林官に提出して承認を得なければならない。さらに、土地所有者、立木所有者また
は操業者が操業中に資源を発見したときは、資源から 300ft（91.4ｍ）以内に残存している
立木を直ちに保護するとともに州森林官に直ちに連絡し、資源保護計画を提出しなければ
ならない 170。さらに 1984 年林業理事会及び魚類野生生物委員会との協力協定で指定した
種または絶滅危惧種に分類されている種の生息地として州森林官が指定した場所の中また
はその付近での施業については、施業を行う前に州森林官に書面による計画書を提出しな
ければならない 171。 

Ｃ．伐採施業 
森林の伐採は、人間が使用する木材を獲得し、森林を確立し維持する森林管理に欠かせな

い一部分として位置付けられている。オレゴン州の伐採規則は、その目的として森林の生産
性維持、州の土壌の保全及び伐採残材の水への混入の最小化並びに野生生物及び魚類の生
息地保護を確保する林業施業規格の設定を謳っている 172。 

林業施業法では、伐採施業を表５.43 の伐採施業区分の欄に掲げた三つのタイプに分類し、
基本的な伐採方法を定めている 173。 

169 指定資源保護規則 OAR 629-665-0020。 
170 指定資源保護規則 OAR 629-665-0010。 
171 林業施業管理規則 OAR 629-605-109。 
172 伐採規則 OAR 629-630-0000。 
173 林業施業法 RCW 76.09.050 及び定義規定 OAR 629-600-100。 
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タイプ１及びタイプ３の伐採施業には、再造林が義務づけられ、さらにタイプ３の伐採施
業は、野生生物のための営巣木を残す伐採施業を行わなくてはならない。タイプ２の林区の

表５.43 伐採施業区分及び年間平均成長量区分 
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伐採は、野生生物のための営巣木は残さなくてはならないが、十分な資源蓄積量を残す施業
なので再造林は必要とされていない 174。ただし、再造林が必要とされないタイプ２の林区
には、伐採施業後 12 か月以内に土壌の生産力に継続した安定性をもたらすための十分な植
生の回復を確保する義務が課せられている 175。さらに 25 エーカー（10.9ha）以上の伐区で
行うタイプ 1 からタイプ３までの伐採施業には、年間平均成長量区分別の残存木の基準を
適用している 176。 

なお、タイプ３の伐採の伐区の面積は、原則として最大 120 エーカー（52.3ha）までと規
定しているが 177、伐区の面積を代替施業計画により最大 240 エーカー（104.5ha）まで拡大
できる例外規定がある 178。 

生産林の年間平均成長量区分への分類は、操業地域全体の立木成長量と資源量の測定に
より直接決定する方法または連邦農務省天然資源保護局（Natural Resources Service）の土壌
調査情報、連邦農務省山林局の植物ガイド及びオレゴン州歳入省（Department of Revenue）
のオレゴン西部サイトクラスマップを使用して間接的に決定する方法により行っている 179。 

伐採の具体的な施業に係る規則は、「林業施業規則」に含まれる伐採施業規則で規定され
ている。伐採規則では、スキッディング及び集材、急傾斜地及びエロージョンが発生しやす
い斜面での伐採、椪積、排水システム、廃棄物処理、地滑り危険地での伐採、林地残材の除
去、水域付近での架線機器の取扱い並びに水域近くの地表施設を規定している 180。 

なお、オレゴン州では林業施業規則に含まれる水資源保護に係る規則 181により河川及び
河岸並びに水質を保護するための規定が設定され、河川や河岸の状況に応じて施業に制約
が課されている。 

Ｄ．再造林施業 
林業施業規則に含まれる再造林規則では、適時に行う再造林を立木の森林資源管理上、不

可欠な事項と位置付け、再造林規則の目的として、森林の樹木の自由な成長を確実にするこ
と、林地の立木成長能力を活用したより高い蓄積を確実にするための規格（再造林規格）を
制定することの二点を掲げている 182。 

174 林業施業法 RCW 76.09.050 及び定義規定 OAR 629-600-100。 
175 再造林規則 OAR 629-610-0080。 
176 ”Planning a Timber Harvest”, Oregon Forest Research Institute, pp 16-17（2021 年１月にオレゴン州森林調査研究

所ウェブサイトからダウンロードした木材伐採計画の解説書であるが、出版年月不明）。
177 林業施業法 ORS 527.740(1)。 
178 林業施業管理規則 OAR 629-605-0175。 
179 再造林規則 OAR 629-610-0010(2)。 
180 伐採規則 OAR 629-630-0100 から OAR 629-300-800 までの条項。 
181 州行政規則第 629 章（林業省規則）の第 635 節、第 642 節、第 650 節及び第 660 節。 
182 再造林規格 OAR 629-610-0000(1)及び(3)。 
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再造林規則では、再造林適地を年間平均成長量が 1 エーカー（0.4ha）あたり 20ft3（1.4
㎥）以上の森林とし、同規則の適用対象としている 183（表５.43 下部の年間平均成長量区分
のクラスⅥの最低蓄積量）。 

再造林規格の達成は、次の a 項から c 項までの年間平均成長量区分クラス別に掲げた要
件のいずれかを少なくとも満たしたときに認められる 184。 

a. 年間平均成長量区分クラスⅠ、クラスⅡ及びクラスⅢの林地
i. エーカー（0.4ha）あたり 200 本の播種による稚樹。
ii. エーカーあたり 120 本の商業用樹種の稚樹または小径木。
iii. 胸高直径 11 インチ（27.9 ㎝）以上に成長した立木の胸高断面積がエーカーあたり

80ft2（7.4 ㎡）以上。
iv. 異なる樹齢で構成されている林区については、エーカーあたり 100 本の播種による

稚樹及び 60 本の商業用樹種の稚樹または小径木は、胸高直径 11 インチ以上の成木
のエーカーあたり胸高断面積 40 ft2（3.7 ㎡）と換算し、a のｉ項から iii 項までのい
ずれかの要件を充足。

b. 年間平均成長量区分クラスⅣ及びクラスⅤの林地
i. エーカーあたり 125 本の播種による稚樹。
ii. エーカーあたり 75 本の商業用樹種の稚樹または小径木。
iii. 胸高直径 11 インチ以上に成長した立木の胸高断面積がエーカーあたり 50ft2（4.6

㎡）以上。
iv. a のⅳ項に同じ。

c. 年間平均成長量区分クラスⅤの林地
i. エーカーあたり 125 本の播種による稚樹。
ii. エーカーあたり 75 本の商業用樹種の稚樹または小径木。
iii. 胸高直径 11 インチ以上に成長した立木の胸高断面積がエーカーあたり 40ft2（3.7

㎡）以上。
iv. a のⅳ項に同じ。

再造林方法は、原則として在来種を用いた植林または播種である。天然更新による再造林
は、土地所有者が州森林官に発芽に成功する根拠を添えて代替施業計画を申請する 185。 

非在来種による再造林を行うときは、伐採施業を開始する 12 か月前までに、土地所有者
が州森林官に非在来種による再造林の必要性を説明し、再造林に使用する樹種及びその樹
種が再造林に適している証拠書類、その樹種が商業的林産物を生産できる証拠書類並びに

183 再造林規格 OAR 629-610-0010(1)。 
184 再造林規格 OAR 629-610-0010。 
185 再造林規則 OAR 629-610-0040(5)。 

76



その樹種が施業地区と同様の再造林現場で正常に利用されたことを示す利用可能な研究ま
たはフィールドテストの所見を添えた代替施業計画を提出しなければならない 186。 

植林または播種による再造林の完了期限は、施業開始または伐採施業が始まったときの
どちらか早いときから起算して、植林にあっては 12 か月以内、播種にあっては５年以内と
定められているが、地拵えが必要なときは地拵えのための期間が 12 か月許容されているの
で 187、一般的には伐採開始後、植林による再造林にあっては２年、播種による造林にあっ
ては６年とされている 188。 

なお、天然更新による再造林の完了期限は、承認された代替施業計画に定められたものと
する 189。 

さらに、苗圃における苗木生産の失敗、サルベージ伐採後の播種不適合、極端な干ばつ、
虫害、火災その他の災害及び予測できなかったまたは制御できなかった深刻な野生生物に
よる被害その他の土地所有者のコントロールが及ばない事情があったときは、州森林官は
事情を審査した上で、再造林完了期限の延長を認めることができる 190。 

林業施業規則に含まれる再造林規則の規定は、再造林施業区域の内、伐採施業後、適切な
成木資源量が残存している場所または再造林規格を満たせない土壌もしくは現場について
は再造林を要さないと定めている 191。このような伐採現場及び再造林の必要がないタイプ
２の伐区では、伐採施業後、12 か月以内に継続的な土壌の生産性または安定性の確保ため
に十分な下層植生を確保しなければならない。下層植生の確保は、植林または自然による回
復により行う 192。 

ここまでで報告した事項は再造林に係る規定の一般的な内容であるが、林業施業法及び
林業施業規則では、一般的な規定を除外する規定が含まれているので、主要な適用除外規定
を以下に列挙する。 

林業施業委員会は、連邦機関、教育機関、司法立法機関、地方自治、特別な政府機関によ
り、または私有地で行われる誠実な研究事業のために、さらにスチュワードシップ契約の対
象林地における再造林並びにハイブリッドコットンウッドを含む広葉樹の植林、育林、管理
また伐採のための集約的栽培、法制林及び集約的農業利用のために、一部の林業施業法規定
の制限及び要件を変更または除外することがある 193。 

186 伐採規則 OAR 629-610-0400。 
187 伐採規則 OAR 629-610-0400(1)・(2)。 
188 ”Oregon’s Forest Protection Laws”, Revised Third Edition, Oregon Forest Research Institute, 2018, p 17． 
189 伐採規則 OAR 629-610-0400(5)。 
190 伐採規則 OAR 629-610-0400(6)。 
191 伐採規則 OAR 629-610-0020(2)。。 
192 伐採規則 OAR 629-610-0080。 
193 林業施業法 ORS 527.736(3)－(5)。対象となる規定は、伐採タイプ２または伐採タイプ３の林区に枯死木及び丸太
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土地所有者が林地を開発し樹冠被覆を不要とする土地利用に変更したいときは、州森林
官に代替施業計画を提出する。その計画を受理した州森林官は、土地所有者が意図した土地
利用のための最小限の土地に対する再造林義務を免除する。土地所有者は土地利用変更の
ための施業を伐採施業完了後 12 か月以内に開始し、同じく 24 か月以内に完了した後、少
なくとも歴年で６か年、変更後の土地利用を継続的に維持しなければならない 194。 

林業施業法では、森林の用途区分を他の用途区分に転換する行為を制限していないが、用
途転換はゾーイングの変更をともなう 195。土地用途ゾーイングに係る法令に基づき森林以
外の用途に転換された土地については、伐採施業後の再造林義務が免除される 196。 

なお、再造林義務は、林地の所有権を移譲するときに譲渡人は譲受人に再造林の要件を書
面により通知する必要がある。この通知がなかった場合でも林地の取引は成立するが、譲受
人は譲渡人に対して再造林要件を遵守するための費用を回収する適切な措置を請求できる
197。 

Ｅ．法令遵守の監督及び執行措置 
オレゴン州の林業施業法令の法令遵守の監督は、森林管理計画並びに施業計画及び施業

申請の審査と承認を基軸としているが、保護対象となっている水資源、野生生物、史跡その
他の公共資産に影響が及ぶ可能性がある施業については、州森林官が施業申請の審査プロ
セスの一環として、または施業の適正な完了の確認のために現地を確認している。

法令上、州森林官が現地を確認する義務を負っている対象の第一は、指定資源保護規則が
指定している保護が必要な資源がある場所またはその付近の林区である。林業施業規則の
中の林業施業管理規則は、これらの場所での施業の申請があったとき、州森林官は土地所有
者または土地所有者の代理人とともに、可能であれば操業者または野生生物省担当官とと
もに現場を調査すると定めている 198。第二の対象は、野生生物のための営巣木を残し、再
造林基準資源量を下回る少数の稚樹または小径木を残した皆伐を行うタイプ３の伐区であ
る。タイプ３の伐採に係る施業は、州有林を含む州内の全ての事業に適用される基準として
州森林官が管理している 199。 

林業施業規則に含まれる林業施業管理規則では、「考えられる全ての状況に対応できる規

を残す規定（林業施業法 ORS 527.676）、伐採タイプ３の制限規定（林業施業法 ORS 527.740）、伐採タイプ３の規

模制限規定（林業施業法 ORS 527.750）及び沿道林規定（林業施業法 ORS 527.755）。 
194 伐採規則 OAR 629-610-0090。 
195 林業施業法 ORS 527.730。 
196 林業施業法 ORS 527.760。 
197 林業施業法 ORS 527.665。 
198 林業施業管理規則 OAR 629-665-0020(1)。 
199 林業施業法 ORS 527.736。 
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則の作成は困難であり、州森林官がオレゴン州全ての林業活動を監視できる可能性は低い」
200と現実的な状況を規定本文に記している。この状況を補完しているのが、オレゴン州林業
省が監査と調査を通じて林業施業法令の有効性を継続的に見直す目的で実施している林業
施業監視プログラムである。このプログラムの目標の一つには林業施業法令の遵守及び自
主的措置の実施状況の評価が含まれ、法令遵守のモニタリングと調査が実施されている 201。 

なお、法令に違反する行為の通報があったときは、州森林官が林業施業規則または代替施
業計画への準拠を評価するための検査が行われている 202。 

５－４－２ 原木の輸送に係る法令 
原木の管理に焦点をおいて執行されている原木の輸送に関する制限は、連邦有林丸太の

輸出及び代替の禁止に関連して行われている。 
農務省山林局及び内務省土地管理局には、契約書が指定した伐区での伐採の実施、契約書

で指定したルートでの丸太の搬出その他の落札者の施業が契約書を遵守しているかをモニ
タリングする義務が課せられている 203。

山林局は、詳細については輸出規制の項で述べる森林資源保護不足緩和法が定める西経
100 度以西の隣接した州の連邦有林からの丸太の輸出禁止及び製造業者に私有林丸太を輸
出しながらその私有林丸太生産地と同じ地域で生産された連邦有林丸太を購入する「代替」
を禁止する規定の運用の一環として、落札者に丸太を木材販売契約エリアから搬出する前
に生産した丸太の両木口を道路の路面標識に使用する塗料の耐久性に匹敵する黄色の塗料
で着色するとともに「ハンマーブランド」と称される連邦有林材の刻印を施す連邦有林材識
別作業を要求している 204。ただし、山林局職員が輸出または代替のリスクが低いと判断し
たしたときはこの表示作業を省略できることになっており、太平洋沿岸南西部（カリフォル
ニア州）の連邦有林では直径 10 インチ（25.4 ㎝）以下の丸太にはこの表示作業の省略が認
められている 205。

土地管理局が管理する連邦有林材にも森林資源保護不足緩和法が定める西経 100 度以西
の隣接した州の連邦有林からの丸太の輸出禁止及び輸出できる私有林丸太の代替として連
邦有林丸太を用いる「代替」を禁止する規定が適用されている。土地管理局の規定は、購買
者に直径 10 インチ（25.4 ㎝）以上の丸太を対象として、丸太を木材販売契約エリアから搬

200 林業施業管理規則 OAR 629-670-0015。 
201 オレゴン州林業局ウェブサイト（https://www.oregon.gov/odf/working/Pages/fpa.aspx）。 
202 林業施業管理規則 OAR 629-670-0100(1)及び(3)。 
203 “Federal Timber Sale , Forest Service and BLM Should Review Their Regulation and Polices Related to Timber 

Export and Substitution”, U. S. Government Accountability Office, August, 2018. p 7. 
204 “Chapter 2450- Timber Sale Contract Administration, Forest Service Manual 2400”, USFS, March 9, 2004. 
205 “Chapter 20- Measuring and Accounting for Included Timber, Forest Service Manual 2409”, USFS, March 9-, 2004 
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出する前に生産した丸太の一方の木口に黄色の塗料で着色するとともに連邦有林材の刻印
を施す連邦有林材識別のための作業の実施を定めている。ただし土地管理局では、10 本以
下の丸太をトラックに積載するときにあっては直径に係わらず全ての丸太に、11 本以上の
丸太をトラックに積載するときにあっては 10 本の丸太の一方の木口に黄色の着色と刻印に
よる表示を施すこととしている。土地管理局の規則では、販売担当官は購買者に丸太全数に
表示を施すよう厳しい措置の要求はできるが、輸出の可能性の大小に係わらず表示の省略
はできないと定めている 206。 

5-4-3 輸出入に係る法令
（１）輸出に係る法令

米国の林産物に係る輸出制限措置には、次のものがある。
i. 1973 年絶滅危惧種法（the Endangersd Species Act of 1973）
ii. 1990 年森林資源保護不足緩和法（the Forest Resources Conservation and Shortage

Relief Act of 1990）並びに 1993 年及び 1997 年の同法改正法。
iii. 1897 年有機管理法（the Organic Administration Act of 1897）

①1973 年絶滅危惧種法（the Endangersd Species Act of 1973）
1973 年絶滅危惧種法は、絶滅の危機に瀕している種 207及び絶滅危惧種 208が依存してい

る生態系を保護する手段及びプログラム提供し、これらの種に該当する野生動植物の保護
を目的とする連邦法 209である。この法律では、絶滅の危機に瀕している種及び絶滅危惧種
に該当する種を決定してリストを作成し 210、それらの種に係る次の行為を禁じている 211。 

i. 米国への輸入または米国からの輸出。
ii. 米国内または米国領海内での採取または捕獲。
iii. 公海への輸送。
iv. ｉ項及び ii 項に違反して捕獲した種の所有、販売、配達、運搬、輸送または出荷。
v. 州間もしくは外国間の商取引または商業活動における配達、受領、運搬、輸送ま

たは出荷。
vi. 州間もしくは外国間の商取引での販売または販売依頼。

206 “Handbook- 5420-1, Preparation for Sale, BLM Oregon Forest Product Sale Procedure Handbook”, December 1, 
2016, Bureau of Land Management. 

207 Endangerd Species. 
208 Thritened Species 
209 絶滅危惧種法第２条(b)。 
210 絶滅危惧種法第４条。国際条約で保護が必要とされている種を含む。 
211 絶滅危惧種法第９条。 
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表５.44 1973年絶滅危惧種法登録種数 
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さらにこの法律では、ワシントン条約その他の米国が批准している国際条約が指定して
いる保護種に対する上記箇条書きの行為も禁止している。 

1973 年絶滅危惧種法の主務官庁である内務省野生生物局（Fish and Wildlife Service）は、
同局のウェブサイトで米国内の絶滅危惧種を検索できるシステムを設置している 212。この
システムから抽出したデータによれば、2020 年 12 月現在、絶滅の危機に瀕している種は
1,224 種、絶滅危惧種は 342 種、絶滅の危機に瀕している種または絶滅危惧種の存続に必要
な関連保護種が 70 種、合計 1,636 種が登録されている。登録されている 1,636 種の内の
54％にあたる 890 種は顕花植物で、区分別の登録種数としては最も多くなっている。

野生生物局の管区別に絶滅危惧種法による登録された種を集計すると、西部のワシント
ン州、オレゴン州及びアイダホ州並びにカリフォルニア州及びネバダ州に登録されている
種の数が 876 種と、登録されている種全体の 54％を占めている。特にワシントン州、オレ
ゴン州及びアイダホ州における登録種数の数が 585 種（登録種の 36％）と多くなっている。

樹木では、４種が絶滅危惧種法のリストに掲載されている。絶滅危惧種として登録されて
いる樹木は、フロリダ北部からジョージア南西部に分布するイチイ科のフロリダトレーヤ
（Torreya taxifolia）、カリフォルニアに分布するヒノキ科のサンタクルーズサイプレス
（Cupressus abramsiana）及びガウェンサイプレス（Cupressus goveniana ssp. goveniana）で
あり、絶滅の危機に瀕している種として登録されている樹木は、グアム島に分布するソテツ
科のファダン（Cycas micronesica）である。 

林業施業を監督する連邦及び州の林業施業に係る法令には、これら数多くの登録された
動植物の種の他、州によっては州の固有種を保護する規定が設けられており、これらの種に
影響を与えるまたは与える可能性がある施業を行うときは、これらの種の保護措置をはか
らなくてはならない。 

②森林資源保護不足緩和法（the Forest Resources Conservation and Shortage Relief Act）
米国では、公有林で生産された未加工木材の輸出が禁止されている。公有林からの未加工

木材輸出禁止の法的根拠は、アラスカ州を除く州にあっては森林資源保護不足緩和法（the 
Forest Resources Conservation and Shortage Relief Act）、アラスカ州にあっては後述の 1897
年有機管理法（the Organic Administration Act of 1897）である。 

現在の森林資源資源保護不足緩和法は、1990 年に制定された法律に対して行われた 1993
年及び 1997 年の改正法を適用して執行されている 213。 

森林資源保護不足緩和法の主要な内容は、次の二つの事項である。 

212 https://ecos.fws.gov/。このウェブサイトでは、絶滅危惧種に登録されている種を州別に検索できる。 
213 1993 年及び 1997 年の改正法は、それぞれ 1990 年法の一部を改正する独立した法律で、改正条項だけで構成され

ている。 
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その第一は、西経 100 度以西の隣接する州 214の公有地を産地とする未加工木材の取得、
販売、取引もしくは交換または輸送をする者による輸出を原則として禁止していること、第
二は、この輸出規制を確実にするために、輸出が可能な私有林丸太の代替として連邦有林丸
太を使用する「代替」を禁じていることである。 

これら二つの手法を一組にして国内向け木材供給量を確保する政策コンセプトは、1968
年の「モース改正」から継続して現在まで継続されている。 

森林資源不足緩和法成立までの背景を概略的に整理すると、次のようである。 
オレゴン州選出のウエニー・モース上院議員は、日米の木材需要増加の状況を受けて 1962

年４月に発表された米国内加工用木材の持続的確保のためにワシントン州及びオレゴン州
の西部の連邦有地で生産された未加工材の輸出量を 160 万㎥に制限する農務長官及び内務
長官の共同決定（Joint Determinations by the Secretaries of Agriculture and the Interior）の内
容が輸出制限の手順を示すにとどまったため、さらに規制内容を強化してその手順を法制
化する規定を 1926 年外国支援法（the Foreign Assistance Act of 1926）に加える改正法案を
連邦議会に提出し、同法案は 1968 年 10 月に可決した。 

連邦有地から生産された未加工木材の輸出制限の適用地域を西経 100 度以西とすること
及び代替を禁止することを要点として外国支援法に加えられたこの追加条項は、1968 年外
国支援法モース改正（Morse Amendment to the Foreign Assistance Act of 1968）と称された。
このモース改正には 1971 年末までの時限があったため、1972 年からは 1970 年住宅都市開
発法（the Housing and Urban Development Act of 1970）の中の条項として組み込まれ、翌
1973 年に同法が時限を迎えるまで法的効力が継続した。 

第一次オイルショックが起きる 1973 年までは、日本も米国も高水準の木材需要が続いて
いた。米国内では、この需要はすでに米国の木材供給能力を超える水準にあるとして、製材
品を含めたさらなる木材の輸出強化を図る提案が連邦議会に多く提出された。その結果と
して、1973 年内務省関係機関歳出法（the Department of Interior and Related Agencies 
Appropriations Acts of 1973）に条項を加える改正がなされ、米国本土の全ての連邦有林を対
象に同年 10 月には輸出用連邦有林材の輸出手続に使用する予算の執行停止措置がとられ
た。同法に加えられた条項では、連邦有林材の輸出禁止対象地域を西経 100 度以西の隣接
する 48 州に所在する米国の連邦有地とし、それまで輸出禁止の対象であったアラスカ州は
同法の適用対象外となった 215。 

1970 年代から 1980 年代初めまでの期間に、丸太の輸出需要が大幅に増加したため、大
企業及び日本の投資家と対峙する小規模工場からは、私有林材の確保及び州有林材の競争
的入札での落札が困難であるとの主張が、環境保護論者からは伐採の拡大により野生生物

214 カナダを挟んで位置するアラスカ州及び太平洋上のハワイ州は対象外。 
215 Christine L. Lane, “Log Export and Import of the U. S. Pacific Northwest and British Columbis: Past and Presrnt”, 

USDA Forest Service, August 1998 年, p 10.
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の生息地が脅かされているとの主張がなされるようになった。この解決策として登場した
のが森林資源不足緩和法である 216。 

森林資源保護不足緩和法は、1990 年関税貿易法（the Customs and Trade Act of 1990）の
７番目の法律 217として 1990 年に制定、1991 年１月発効し、その後、1993 年と 1997 年に
改正法案が議会で可決されて現在に至っている。同法の主務官庁は、商務省である。 

1990 年森林資源保護不足緩和法は、連邦議会での審議の結果、主に次の事項を議会が認
めるに至り成立している 218。 

i. 米国にとって木材は不可欠であること。
ii. 森林、森林資源及び森林の環境は、効果的な保護を必要とする枯渇する可能性がある

天然資源であること。
iii. 西部の未加工木材の供給不足については証明できる証拠があること。
iv. 行動をとらない限り、すでに存在する（資源の）不足が悪化する可能性があること。 

さらに、1990 年森林資源保護不足緩和法は、同法の目的として次の事項を掲げている 219。 
i. 森林資源の利用に影響を与える州及び連邦の資源管理計画並びに資源管理計画以外

の活動または決定と連携して森林資源の保全を促進する。
ii. 米国西部における森林資源または製品の供給不足に必要な活動を行う。
iii. 米国に不可欠な特定の森林資源または製品の十分な供給を確保するため、1994 年の

GATT 条約の Article XI 2.(a)（ウルグアイラウンド協定法第２条（１）（B）に規定）
に必要な活動を行う。

iv. 米国西部の連邦地からの未加工木材の輸出を再び厳格化する連邦政策を継続し、改
正するとともに、

v. WTO 協定及び多国間貿易協定に基づく米国の義務に従い、目的を達成する措置を実
施する。

Ａ．輸出禁止の対象 
現在、森林資源保護不足緩和法が輸出禁止措置の適応範囲は、米国本土の隣接する 48 州

の内の西経 100 度以西の全ての公有地で生産した未加工木材である。 
公有地で生産した未加工材の輸出が禁止されている州は、図５.１に赤色の線で示した西

経 100 度線がかかる州より西のアラスカ州及びハワイ州を除く西部の 11 州、グレートプレ

216 Christine L. Lane, “Log Export and Import of the U. S. Pacific Northwest and British Columbis: Past and Presrnt”, 
USDA Forest Service, August 1998 年, p 15. 

217 1990 年関税貿易は七つの法律で構成されている。 
218 1990 年関税貿易法第 488 条(1)から抜粋。 
219 1997 年関税貿易法第 488 条(2)。 
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ーリーの４州及び南部のオクラホマ州とテキサス州の計 17 州である。 
この法律でいう公有地とは、私有地を除く連邦、州、地方自治体その他の公的機関が管理

する土地をいう。この法律では、私有地について、「隣接した 48 州の内の西経 100 度以西
の土地であり、かつ、個人により所有されているものをいう」と定義し、米国によって信託
されているインディアンの部族及び個人の土地またはアラスカ先住民請求解決法（the 
Alaska Native Claims Settlement Act）に基づき先住民法人が保有する土地は、公有地とはみ
なさないと定義している。 

さらに、森林資源不足緩和法では、輸出禁止対象となる未加工木材を、ウェスタンレッド
シダーを除く 220樹種で加工した次に掲げる物品に該当しないものと定義している 221。

i. 製材品及び建築用材 222で、四面を製材した米国製材品規格（American Lumber
Standards）適合品または太平洋製材品検査局（Pacific Lumber Inspection Bureau）の
輸出用の R 等級品または N 等級品で、再加工を要さないもの。

ii. 製材品、建築用材及び再加工用のキャンツで、四面が製材してあり、米国製材品規
格適合品または太平洋製材品検査局の輸出用の R または N のリストに掲載されて
いるクリアグレードで、厚さ 12 インチ（30.5 ㎝）を超えないもの。

iii. 前項に該当しない四面を製材した製材品、建築用材及び再加工用キャンツ並びにウ
ェニーで厚さ 8.75 インチ（22.2 ㎝）を超えないもの。

iv. チップ、パルプ及びパルプ製品。
v. 合単板。
vi. ポール及び丸棒で、杭用に先端を加工したものまたは保存処理用のもの。
vii. こけら板。
viii. アスペンその他の輸出用パルプ用材で、材長が 100 インチ（2.54ｍ）を超えないも

の。
ix. 損傷木 223を含むパルプ用材で、国内のパルプ工場またはチップ工場向けのもの。

農務省山林局は、輸出禁止措置遵守を確認するための定期的な検査を港湾で行っている
224。 

220 連邦有地及び州有地で生産されたウェスタンレッドシダーの未加工材の輸出は、1979 年輸出管理法（the Export 
Administration Act of 1979）により禁止されているため、森林資源不足緩和法の本文ではこのような記載がなさ
れている。 

221 ここまでの森林資源保護不足緩和法の定義については、2002 年連邦恒久規則第 36 隷第 11 章第 222.185 条の該当
部分を要約した。 

222 Construction Timber. 
223 Cull Logs. 
224 “Forest Service and BLM Should Review Thier Regulations and Policies Related to Timber Export and 

Subsititution”, United States Government Accoountabilitu Office, August 2018, p 19.
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米国では未加工木材の輸出を制限する法律は、1831 年不法侵入防止法（the Antitrespass 
Law of 1831）以来、継続的に執行されてきていたが、輸出制限の適用範囲は連邦有地で生
産されたものであった。1990 年森林資源保護不足緩和法は、このような長い輸出規制政策
の歴史の中で、初めて州有地を含む公有地で生産された未加工木材の輸出を制限した法律
である。 

同法の公有地からの未加工木材の輸出禁止措置規定は、輸出規制対象州の公有林の年間
販売量が 4 億 BF（180 万㎥）以下の州とそれを超える州で区分している。1991 年当時、州
有地からの未加工木材の年間販売量が４億 BF を超えていた州はワシントン州のみであり、
同州を除く輸出規制対象州については、商務長官の命令により 1991 年 1 月の 1990 年森林
資源不足緩和法施行日から公有地で生産された未加工材の輸出が禁止された 225。一方で、
ワシントン州については、公有地からの未加工木材販売量の内、25％までの輸出を認められ
ていた 226。

しかしながら、輸出用州有林丸太販売による歳入額が大きかったワシントン州では、森林
資源保護不足緩和法の規制による輸出制限が大きな問題になっていた。このため、ワシント
ン州の州教育天然資源委員会 227及び複数の郡は、連邦法である同法の「州有林及びその他
の公有林からの未加工木材の輸出禁止」の条の中の「連邦プログラムに代わる州プログラム」
の項の規定に、「各州の知事また知事が指名する州の職員は、本条の目的を実施するための
規則プログラムを施行する必要がある」228と州の権限に属する州有林の運営に言及する規
定があったため、この規定が合衆国憲法修正条項第 10 条の「合衆国憲法が委任していない
権限または州に対して禁止していない権限は、それぞれの州または国民に留保されている」
という規定に違反しているとの司法宣言を得るための訴えを連邦地方裁判所に行った。連
邦地方裁判所はワシントン州州有林地からの未加工木材の輸出規制を支持する判決を下し
たため、ワシントン州は連邦巡回裁判所に控訴した。1993 年５月にサンフランシスコの連
邦第９巡回裁判所は連邦地方裁判所の判決を覆し、1990 年森林資源不足緩和法の州有林及
びその他の公有林からの未加工木材の輸出禁止の規定は、合衆国憲法修正条項第 10 条の規
定に違反しているため違憲であるとの判決を全会一致で下し、違憲判決が確定した。

この違憲判決により、1990 年森林資源保護不足緩和法の州有地で生産された未加工材の
輸出制限措置の執行は停止されるとみられていたが、判決が出た翌月、連邦議会では森林資
源保護不足緩和法を改正した 1993 年森林資源保護不足緩和改正法（Forest Resources 
Conservation and Shortage Relief Amndment Act of 1993）の法案が上院を全会一致で通過

225 1990 年関税貿易法第 491 条(a)(1)：USC 620c。
226 Christine L. Lane, “Log Export and Import of the U. S. Pacific Northwest and British Columbis: Past and Presrnt”, 

USDA Forest Service, August 1998 年, p 16.
227 州のトラスト林を管理している州委員会。
228 1990年関税貿易法第491条(d)(2)(B)：USC 620c。 
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し、６月 18 日に大統領は６月１日に遡及して発効する法案に署名をした。 
この改正法では、裁判所から違憲判決を受けた 1990 年森林資源保護不足緩和法の公有地

からの未加工木材の輸出禁止に係る連邦政府が州知事に強制的に行う規定を州知事に裁量
権を与えて輸出禁止ができるよう改めるとともに、州知事が輸出禁止を履行しなかったと
きは、連邦議会に輸出禁止を制定できる権限を与える規定を加えた。さらに、州有地で生産
された全ての未加工木材の輸出を禁止する規定が加えられたため、それまで未加工材の輸
出が可能であったワシントン州でも、公有地で生産された未加工木材の輸出が全面的に禁
止された 229。 

なお、1997 年にも 1990 年森林資源不足緩和法への改正が行われ、1998 年に施行された。
この改正内容は、ワシントン州に係る代替禁止措置を緩和し、間違え、不注意または誤りを
含む全ての罰則緩和要因を考慮して、代替禁止措置に違反したときに課せられる罰則の軽
減を可能にするとともに、農務省山林局の 1995 年の規則を停止し、1998 年６月までに本
改正法に則った新規の一貫性がある規則を発効するよう指示するものであった 230。 

Ｂ．代替の禁止 
森林資源保護不足緩和法では、公有林で生産された未加工木材の輸出禁止を確実にする

ために、輸出が可能な私有林丸太の代わりに連邦有林丸太を使用する「代替」を禁じている。
1997 年森林資源保護不足緩和法の規定では、「隣接する 48 州の西経 100 度以西にある連邦
の土地に由来する未加工の木材を取得する者は、そのような木材を米国から輸出したり、輸
出の目的で他の人に販売、取引、交換、またはその他の方法で輸送したりすることはできな
い」231と規定している。同法では代替の概念に直接代替と間接代替を導入している。 

ⅰ．直接代替 
森林資源保護不足緩和法の規定では、「直接代替は西経 100 度以西の連邦有地を産地

とする未加工木材が、私有林を産地とする未加工木材の輸出の代替として用いられる
場合、または、同じく連邦有地を産地とする未加工木材を購入した者が 24 か月以内に
私有地を産地とする未加工木材を輸出した場合に生じる」232と記されている。 

ii．間接代替 
森林資源保護不足緩和法の規定では、「西経 100 度以西の連邦有地を産地とする未加

229 Christine L. Lane, “Log Export and Import of the U.S. Pacific Northwest and British Columbis： Past and 
Presetnt”, USDA Forest Serveice, August, 1998, p 19.

230 “Forest Service and BLM Should Review Thier Regulations and Policies Related to Timber Export and 
Subsititution”, United States Government Accoountabilitu Office, August 2018, p 11.

231 16 U.S.C. 620a。 
232 1990 年関税貿易法第 491 条(a)(1) ：USC 620b。 
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工木材は、他人から購入できない」と定めている 233。すなわち、連邦有地で生産され
た未加工材の購入者には購入した未加工材の加工を義務づけ、その購入者による未加
工材の販売、譲渡または交換を禁じている。 

さらに 1997 年森林資源保護不足緩和法では、木材加工業者に同一の調達地域の中で、私
有林材を輸出しながら連邦有林材を購入する業務を禁じている。ただし、この規定では、調
達地域以外の私有林から生産された材の輸出を代替とみなしていない 234。例えば、一つの
企業が、ワシントン州で同州の私有林から生産された丸太を輸出し、オレゴン州東部で連邦
有林材だけを原料として加工を行っている場合は、オレゴン州東部からワシントン州に丸
太を輸送する経済的合理性がないので代替とはみなされない 235。 

調達地域は市場圏及び経済圏を考慮して農務省山林局及び内務省土地管理局が設定する
ことになっているが、その設定状況の詳細については今回の調査調査では明らかにできな
かった。森林資源保護不足緩和法の規定で特定している調達地域は一つだけあり、それは同
法で「北西部私有林オープンマーケット」と規定しているワシントン州である。 

2018 年に連邦会計検査局（United States Government Accoountability Office）が連邦議会
に提出した農務省山林局及び内務省土地管理局による連邦有地で生産された未加工木材の
輸出禁止措置及び代替の禁止措置の履行状況を検査した報告書では、ワシントン州以外の
調達地域については山林局または土地管理局が承認し、５年ごとに見直しを行うことにな
っているが、調達地域のリストが存在せず、調達地域の見直しも 20 年間なされていない不
備を指摘している 236。 

代替の禁止措置を確実にするための手段として行われているが、連邦有林の木材販売の
入札者の資格審査における木材輸出実績の調査である。当該連邦有地と同一の調達地域内
の私有林で生産された未加工材を過去 24 か月以内に輸出した者には、入札資格が与えられ
ない。 

なお、山林局と土地管理局は、木材の購買者に代替禁止措置を改めて認識させるために、
木材販売契約に連邦有林材の輸出と代替禁止の認識を確認するための宣言を含めている。 

前掲の連邦会計検査局の報告書では、連邦有林から生産された未加工材の輸出禁止措置
及び代替禁止措置の遵守については問題が検出されなかったが、山林局、土地管理局とも内
部規定及び使用している事務手続用の様式の一部を新しく施行した法令に合わせて改訂す

233 1990 年関税貿易法第 491 条(b)(1)：USC 620b。 
234 “Forest Service and BLM Should Review Thier Regulations and Policies Related to Timber Export and 

Subsititution”, United States Government Accoountability Office, August 2018, p 24.
235 “Forest Service and BLM Should Review Thier Regulations and Policies Related to Timber Export and 

Subsititution”, United States Government Accoountability Office, August 2018, p 16.
236 “Forest Service and BLM Should Review Thier Regulations and Policies Related to Timber Export and 

Subsititution”, United States Government Accoountabilitu Office, August 2018, p 25.
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る必要性があると指摘している。 

③1897 年有機管理法（the Organic Administration Act of 1897）
1897 年有機管理法は、1897 年雑貨歳出法（the Sundry Civil Expenses Appropriation Act

of 1897）に含まれる法律である。1897 年有機管理法は、国有林材（連邦有林材）が生産さ
れた州または領土で使用する目的での国有林材販売を承認する一方で、州間輸出を禁止し
ている 237。 

この法律は、木材の輸出を禁止しているため、木材輸出を可能にする規定が 1905 年年間
歳出法（the Annual Appropriation Act of 1905）に加えられ、1926 年まで農務長官の裁量に
より国有林で生産された木材の輸出割当がなされていた。その後、1973 年までの間に、木
材輸出をコントロールするいくつかの法律が施行されてきたが、1973 年に内務省関連機関
歳出法に基づく輸出用未加工材の輸出手続への歳出停止がなされたときに、アラスカ州は
輸出制限の対象に含まれなかった。このためアラスカ州については、内務省機関関連歳出法
が施行されからは、1990 年森林資源保護不足緩和法及びその改正法においても、アラスカ
州を輸出制限の対象としなかったため、アラスカ州の連邦有林から生産された木材につい
ては、1897 年有機管理法の国有林材の州間輸出を禁止する規定に基づく規制が適用されて
いる。 

④ワシントン州の丸太輸出規制
ワシントン州では、1990 年森林資源保護不足緩和法により知事に公布が義務づけられた

ため、知事が作成した規則が丸太輸出規則（Log Export Regulations）として運用されている。
ただし、この規則は、1990 年当時のブースガードナー知事が行政法典に掲載するように提
出した規則で、行政手続法（Administrative Procedure Act）の規定による採択がなされてい
ない 238。 

このワシントン州の丸太輸出規則の施行日は、1990 年森林資源保護不足緩和法と同じ
1991 年１月である。この規則は、ワシントン州政府が最新の州規則を掲載しているウェブ
サイト 239から取得できる。しかし、行政手続法を経ていない規則であるためか、規則を構
成する七つの条項は全て 1992 年までの発効であり、1993 年と 1997 年の森林資源保護不足
緩和改正法の改正内容が同規則の規定に反映されていない箇所がある。ただし、連邦農務省
山林局の報告書によれば、輸出割当に係る部分を除けば、ウェブサイトに掲載されている情
報は、連邦商務省により承認されている規則とのことである 240。

237 16.U. S. C. 477. 
238 WAC 240-15. 
239 https://apps.leg.wa.gov/. 
240 Christine L. Lane, “Log Export and Import of the U.S. Pacific Northwest and British Columbis： Past and 
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ワシントン州の丸太輸出規則も、主要な目的は丸太の輸出と代替の禁止である。
この規制の対象となる丸太は、米国から輸出が禁止されている丸太の輸出、販売、取引、

交換または他人への譲渡であり 241、広葉樹及びウェスタンレッドシダーは適用を除外して
いる 242。すなわち、森林資源保護不足緩和法が規制する公有林で生産された未加工木材は、
米国から輸出が禁止されているものに該当する。 

丸太の代替の禁止については、ワシントン州も直接代替と間接代替を禁じている。ただし、
コロンビア河から東の地域については、地理的条件により私有林材の輸出が実質的に困難
であるとして、代替に係る規則の適用を除外している 243。

州有林材の販売入札者の資格に係る規定は、丸太輸出規定の中に設定されていないが、不
適格者の入札受入れは禁止され、さらに公有地から輸出が制限されている木材の販売を契
約する州機関は、州歳入省（Department of Revenue）が発行した不的確者の写しを契約書に
添付することとなっている 244。州歳入省は代替を防止するために、ウェブサイトで不適格
者及び丸太輸出規則違反による不適格者を公表している。2021 年２月現在、このウェブサ
イトは、前者については私有林丸太を輸出している企業及びその関連会社を一件の対象と
して具体的な名称を、後者については「該当なし」と表示している 245。

⑤オレゴン州の輸出規制
オレゴン州では州法により、オレゴン州の公有地に由来する未加工木材の輸出を禁止し

ている 246。 
前述のように、州による州有地を含む公有地で生産した未加工木材の輸出を禁止する規

則の制定は、1990 年森林資源保護不足緩和法の要求事項であるが、オレゴン州では、それ
以前の 1961 年から公有地で生産した未加工材の輸出を制限している。 

オレゴン州の 1961 年の緊急法（Emargency Act）は、公有林で生産した丸太について、州
間貿易に制限は設けなかったものの、米国内での一次加工を要求した。しかし、1963 年２
月にコロンブスデーストームと称された嵐により大量の被害木が発生したときに、州内の
加工工場にはこの嵐による大量の被害木を処理できる能力がなかったため、1963 年に州議
会は州林業省が外国への輸出許可を与えた丸太については輸出できるように緊急法を改正
した。その後、この輸出制限は、1982 年に行われた輸出制限の憲法違反を焦点とした裁判

Presetnt”, USDA Forest Serveice, August, 1998, p 29.
241 WAC 240-15-015(1)。 
242 WAC 240-15-015(4)(a)。 
243 WAC 240-15-015(4)(b)。 
244 WAC 240-15-020(5)・(6)。 
245 https://dor.wa.gov/taxes-rates/other-taxes/forest-tax/log-export-regulations 
246 ORS 526.806｡ 
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闘争により強制力を持たない規制となり、その結果、1987 年までに州の丸太の約 40％が丸
太を輸出する企業に購入されるような状況が 1990 年森林資源保護不足緩和法が施行される
まで続いた 247。 

現在州法として執行されている丸太の輸出規制は、1990 年森林資源保護不足緩和法の規
定に基づき制定されたものであるため、その内容は 1990 年森林資源保護不足緩和法の規定
に準じている。 

オレゴン州州法による輸出規制の主要な点は、公有地に由来する未加工木材の輸出並び
に直接代替及び間接代替の禁止である。さらに、公有地の木材販売に参加する入札者の資格
要件として、過去 24 か月以内にオレゴン州の私有地から未加工木材を輸出していないこと
を定めている 248。 

この州法の未加工材に該当しない製品の定義は、1990 年森林資源保護不足緩和法で定義
するものに薪材を加えている。州法の定義では、薪材の材長を 48 インチ（1.2ｍ）以下と定
めている。 

(２)輸入に係る法令
合法性の確認に関係する林産物の輸入に係る法令の主なものは、1973 年絶滅危惧手法、

植物検疫に係る法令及びレイシー法である。 
1973 年絶滅危惧種法については、前述のように特定の種の輸入を制限または禁止してい

る。同法は、米国内の絶滅危惧種だけでなく米国が締結している国際条約で指定している種
も制限の対象としているので、注意が必要である。ワシントン条約（絶滅のおそれのある野
生 動 植物 の種 の 国際 取引 に 関す る条 約 ） （ The Convention on International Trade in 
Endangered Spacies of Wild Flora and Fauna: CITES）には 2019 年現在 73 の樹種がリストア
ップされており、これらの樹種は許可がないと取引ができない。 

米国の動植物防疫を担当している機関は、農務省動植物防疫局（Animal and Plant Health 
Inspection Service: APHIS）である。動植物防疫局は、欧州人が北米に入植して以降、北米
では 300 件を超える害虫と病気が偶発的に持ち込まれ、樹木だけでなく農作物や家畜にも
被害を及ぼしてきたため、農務省が行ってきた動植物防疫業務を専門に行う機関として
1972 年に設立された 249。 

設立当初、動植物検疫局は、農務省山林局と共同で、ニュージーランド産のラジアータパ
インとダグラスファーの丸太を対象に害虫リスク評価を行った。その結果、これらの樹種に
ついては、剥皮及び伐採後 45 日以内の臭化メチルによる燻蒸消毒処理を要求し、後にチリ

247 Christine L. Lane, “Log Export and Import of the U.S. Pacific Northwest and British Columbis： Past and 
Presetnt”, USDA Forest Serveice, August, 1998, pp 30-31.

248 ORS 526.816. 
249 Christine L. Lane, “Log Export and Import of the U. S. pacific Northwest and British Columbia: Past and Present”, 

USDA Forest Service, August, 1998, p45. 
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産丸太の輸入が開始されたため、この規制はチリ産のラジアータパインとダグラスファー
の丸太にも適用できるよう改正された。1995 年に動植物防疫局は木材の植物防疫措置を大
幅に改正し、輸入される全ての未加工木材を消毒処理の規制対象に加えた 250。このため現
在では、米国に輸入される丸太には、剥皮、熱処理、燻蒸、ガンマ線照射その他の同局が指
定する消毒処理を施さなければならない 251。 

輸入が禁止または制限されている物品及び防疫措置が必要な物品については、農務省動
植物検疫局のウェブサイト 252で情報が公開されており、このウェブサイトでは防疫措置の
詳細な情報については直接同局に問い合わせるよう呼びかけている。 

レイシー法の内容については、次項で報告する。

250 『前掲書』p46 
251. APHIS, "Universal Import Option, Kiln Dried or Heat Treated Logs or Lumber"， APHIS, "Tropical Hardwood

Logs and Lumber(Greater Than 15 Pieces; Not Debarked)" 及び APHIS, "Temperate Hardwood logs and Lumber
(With or Without Bark)。

252 https://www.aphis.usda.gov/ 

表５.45 輸入丸太に係る防疫規制の概要 
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5-5 リスク低減への取組み
5-5-1 違法伐採対策に係る法令及びその運用状況

2019 年２月に発表された連邦議会調査局の報告書によれば、米国の違法伐採対策に対応
する法令は、1973 年絶滅危惧種法、熱帯林保護法及びレイシー法である 253。 

1973 年絶滅危惧種法については、すでにこれまでの項で概略を報告しているので、本項
では熱帯林保護法の概要とレイシー法について報告する。 

（１）熱帯林保護法（the Tropical Forest Conservation Act）254

熱帯林保護法は、違法伐採の削減を目的として、違法伐採対策が必要な熱帯林が分布する
国と債務取引を行い、債務取引により生み出された資金を、債務国の伐採活動の監視、違法
伐採対策要員の訓練その他の熱帯林保護事業の支援に利用するための法律である。 

このような自然保護債権取引は、1990 年代初めからラテンアメリカ諸国を対象とした南
北アメリカイニシアティブの EIA（The Enterprise for the American Initiative）として開始さ
れていた。 

1998 年以降、EIA は熱帯林保護法のプログラムに組み入れられ、同法による自然保護債
権取引のプログラムはラテンアメリカを含む世界各地の適格国で実施された。14 か国 255が
参加した熱帯林保護法のプログラムによる 20 件の協定により、米国からの債務額が少なく
とも 9,000 万ドル削減され、熱帯林保護事業のための資金が現地通貨で３億 3,940 万ドル以
上生み出されている。 

熱帯林保護法のプログラムでは、既存の債務契約を取消した上で、債務スワップ、債務再
編または債務買い戻しを行う新たな債務契約を締結し、ローン元本の利息を現地通貨によ
り新たに設置した管理団体が監督する熱帯林基金に元本として繰り入れ、熱帯林基金の主
残高及び元本からの利息を地元の保護団体また債務者である政府に熱帯林保護活動を行う
ための助成金として提供している。 

熱帯林保護法のプログラムが実施できる債務国については、政治的基準及びマクロ経済
的基準を満たす必要がある。この内、政治的基準としては、次の事項が設定されている。 

i. 民主的に選ばれた政府であること。
ii. テロを支援しない政府であること。
iii. 薬物管理に関する米国との協定を怠らない政府であること。
iv. 重大な人権侵害を行わない政府であること。

253 “International Illegal Logging: Background and Issues”, Congressional Research Service, February 26, 2019. 
254 熱帯林保護法については、Percaze A. Sheikh, “Debt for Nature Initiatives and the Tropical Forest Conservation 

Act (TFCA): Stats and Implementation”, Congressional Research Service, July 24, 2018 の内容を要約して報告す
る。 

255 参加国は、バングラデシュ、ベリーズ、エルサルバドル、ペルー、フィリピン、パナマ、コロンビア、ジャマイ
カ、パラグアイ、ガテマラ、ボツワナ、コスタリカ、インドネシア及びブラジル。 
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さらに、マクロ経済的基準としては、次の事項が設定されている。 
i. 国際復興開発銀行（IBRD：International Bank for Reconstruction and Development）

もしくは国際開発機関（IDA：International Development Association）または部門別
調整ローンもしくはそれに相当するものを持つこと。

ii. 国際通貨基金（IMF）とのマクロ経済協定の締結。
iii. 米国との二国間投資条約、投資部門への融資または投資開放体制に向けた進展が証

明できるような投資改革の実施。

熱帯林保護プログラムの対象となる自然保護プログラムは、次の５種類である。 
i. 公園、保護区、自然地区の設立、維持及び修復プログラム。
ii. 公園管理者の能力向上のための訓練プログラム。
iii. 熱帯林の中または近傍に位置するコミュニティーの開発及び支援プログラム。
iv. 持続可能な生態系及び土地管理システムの開発プログラム。
v. 熱帯林植物及び同製品の医療品利用を促進するプログラム。
vi. 珊瑚礁を保護するプログラム。

熱帯林保護法関連の予算は、2007 会計年度分まで連邦議会から承認を受けていたが、2008
会計年度に４会計年度分の予算歳出の承認が失効し、連邦議会は 2013 会計年度以降、予算
の割当をしていなかった。 

この背景としては、自然債務取引の対象となる債務が減少していること、取引額が債務国
に関心を与えるほど多くないこと、熱帯林保護法を通じて熱帯林に焦点をあてる事業は多
くの適格国にとって範囲が狭すぎることがあげられている。 

連邦議会は、2019 年に熱帯林保護法の改正と予算の承認を検討し、熱帯林保護法の事業
に珊瑚礁を保護するプログラムを加え、連邦議会は 2018 会計年度から 2021 会計年度まで、
毎年 2,000 万ドルの予算を熱帯林保護法関連プログラムに支出する承認を行っている。 

（２）レイシー法（the Lacey Act)
2008 年に改正されたレイシー法は、米国を代表する包括法である「農業法案」の 2008 年

版である 2008 年食糧・保全・エネルギー法（the Food, Conservation, and Energy Act of 2008）
を構成する複数の法律の内の一つである。 

レイシー法は 1900 年に密猟及び狩猟が禁じられている動物を捕獲し、狩猟が禁じられて
いない州で捕獲した野生動物の皮や肉を販売するロンダリングに対応する法律として制定
された。同法にはこれまで多くの改正が加えられてきたが、1981 年の改正では違法に採取
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された野生動物、魚及び植物の売買を取り締まれるように大幅な改正が加えらた 256。 
なお、レイシー法の執行権限は、内務長官、商務長官及び農務長官にあり 257、植物の輸

出入に関しては農務省動植物防疫局が主務官庁である。ただしレイシー法の執行は、この他
の多くの省の権限に関与している。レイシー法の執行ができる政府機関は、山林局、税関国
境保護局、沿岸警備隊、海洋漁業局、連邦捜査局、移民局など多様である 258。さらに税関
関係のデータ管理に関しては、PGA（Partner Governance Agencies）と称される農務省、保
健福祉省、商務省、運輸省、法務省、内務省及び財務省で構成する作業グループがあり、連
邦政府が運用しているデータベース上で、各省が要求する一般的なデータ要素が重複しな
いように調整を行っている。データベースに必要なデータ項目の追加決定は、PGA が行っ
ている。 

①植物の定義及び規制対象
2008 年のレイシー法の改正の目的は、違法伐採を減らし輸出市場における米国産木材の

価値を高め、林産業を活性化することにある。改正法案が連邦議会に提出された当時は、違
法伐採がなければ合衆国の丸太、製材品、木質パネルの輸出額は年間４億 6,000 万ドル増加
し、さらに違法伐採の停止により国内の木材生産額が上昇するので、違法伐採停止による米
国企業の収益は年間約 10 億ドル増加すると見込まれていた。このため、2008 年に行われた
改正では、レイシー法の対象をより広範な植物及びその製品に拡大している 259。 

2008 年に改正されたレイシー法の植物の定義は、次のとおりである 260。 
a. 植物の一般的な定義

一般的に野生の植物の構成要素（根、種子及び部位または製品を含む）をいい、天
然林または人工林の木材を含む。 

b. 適用除外植物（c 項に掲載されているものを除く。）
i. 一般的な品種及び木材を除く、一般的な食品作物（根、種子及び部位またはそれ

らの製品を含む）。
ii. 実験室または屋外研究にのみ使用される植物遺伝物質（根、種子、胚芽及び部位

またはその製品を含む）の科学的標本。
iii. 植えられるもしくは植替えられるまたは植え残した全ての植物。

256 “Report to Congress”, APHIS, May, 2013。2008 年改正レイシー法は、2008 年食糧・保全・エネルギー法第 8204
条（16 Code Chapter 53）。 

257 Prcaze A. Shekh, “The Lacey Act: Compliance Issue Related to Importing Plant and Plant Products”, Congressional 
Research Service, February 25, 2014, p 8.

258 16 U. S. C. 3375。 
259 Prcaze A. Shekh, “The Lacey Act: Compliance Issue Related to Importing Plant and Plant Products”, Congressional 

Research Service, February 25, 2014, Summary Page. 
260 16 U. S. C. 3371。 
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c. 適用除外の例外
次に掲げるものは、適用除外から除く。

i. ワシントン条約の附属表に掲載されている種。
ii. 1973 年絶滅危惧種法が規定する絶滅の危機に瀕している種または絶滅危惧種。
iii. 州の固有種であり、絶滅の危機に瀕している種の保全を規定する州法が定める

保護種。
iv. 木製パレットその他のこん包材で、こん包材そのものが輸入物品でないもの。

レイシー法による規制対象は、2008 年の改正前は内国法及び外国法に違反した魚、野生
生物の取引及び輸出入を禁じていたものの、植物については規制の対象を州法に違反して
取得、所有、輸送または販売されたもの並びにワシントン条約の附属表に記載されている絶
滅の危機に瀕している種及び 1973 年絶滅危惧種法の保護指定種の内の米国原産種に限定し
ていた 261。 

2008 年のレイシー法改正の目的は、国外の違法伐採の削減にあるため、改正法には規制
対象に植物保護を目的とした外国法に違反した物品及び犯罪に関係した物品を加えた 262。
この改正により。2008 年に改正したレイシー法では次の行為を禁止している 263。 

a. 連邦の法律、条約、規制またはインディアン部族法に違反した魚類、野生生物または
植物の輸入、輸出、輸送、販売、受領、取得または購入。

b. 少なくとも次の一に該当する行為。
i. 植物の保護に係る州の法律もしくは規制または外国法に違反して採取、所有、輸

送もしくは販売される植物に対する次の行為。
� 窃盗。
� 公園、保護林その他の公的保護区域での植物の採取。
� 正式に規制された地域での植物の採取。
� 当局が要求する許可を取得せずに行った植物の採取。

ii. 州法または外国の法律もしくは規制が規定する植栽に必要な適切なロイヤリティ
－、税金または伐採料を支払わない採取、所有、輸送もしくは販売。

iii. 植物の輸出または転売を管轄する当該州の法律もしくは規制または外国法に違反
した採取、所有、輸送もしくは販売。

c. 連邦の海域及び領土内における次の行為。
i. 州の法律もしくは規制、外国法またはインディアン部族法に違反した魚類または

261 “Report to Congress”, APHIS, May, 2013 p5。 
262 “Report to Congress”, APHIS, May, 2013 p5。 
263 16 U. S. C. 3372 を要約。 
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野生動物の所持。 
ii. 植物の保護または規制に係る州の法令または外国法に違反した採取、所有、輸送

もしくは販売（禁止行為は b の i 項の箇条書きに同じ）。
iii. b の ii 項及び iii 項の行為

d. 魚や野生動植物の違法な採取、取得、受領、輸送または所持のためのガイドその他の
サービス提供、ライセンス発行その他の便宜供与、賄賂、販売または購入。

e. 次の行為に係る虚偽の記録、計測もしくは表示、故意もしくは意図的な虚偽の植物の
識別または虚偽の識別により作成した表示または書類の提出。
i. 外国からの輸入、輸出、輸送、販売、購入または受領。
ii. 州間または外国との商取引における輸送。

なお、2008 年に改正したレイシー法では、「販売」の定義の範囲を拡大し、販売依頼行為
（オファー）もその中に含めている。販売依頼行為に含めるものとしては、物品の販売依頼
の他に、ライセンスの提供、ガイド、装備提供その他のサービスの提供及び販売許可の提供
がある 264。

②輸入申告
2008 年の改正によりレイシー法は、植物及び植物製品を輸入する業者に、一般的な輸入

申告に加えて、同法が要求する事項の申告を義務づけた。 
2008 年のレイシー法改正により輸入申告項目が増えたので、税関国境警備局（U. S. 

Customs and Borser Protection）は同局が運用している輸出入電子情報管理システム 265に上
記輸入申告項目を加え、動植物検疫局は「PPQ 505 様式」と名付けた紙ベースのレイシー
法が定める事項の申告を行うための様式を整備している。 

なお、紙ベースの輸入申告書は、②Ｈ項で報告する税関データベースの整備が完了してい
ない品目について任意で行う輸入申告にも使用されている。 

264 Kristina Alexander, #The Laccey Act: Protectiong the Enveironment by Restrictiong Trade”, Congressional 
Reserach Service, January 14, 2014, p 3. 

265 米国の輸入申告の 99％は、電子申告によるものである（Prcaze A. Shekh, “The Lacey Act: Compliance Issue 
Related to Importing Plant and Plant Products”, Congressional Research Service, February 25, 2014,）。
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2008 年に改正したレイシー法が定める規定上の輸入申告事項は、次のとおりである 266。 
i. 輸入に含まれる植物の学名（属及び種）。
ii. 輸入額及び数量の説明。
iii. 植物の採取国（Country of Harvest）。

上記箇条書きに掲げた改正法が定める事項の要求を満たすために、次の項目が既存の輸
入申告項目に新たに加えられ、運用されている 267。 

i. 輸入物品の構成要素の説明。
ii. 輸入物品に含まれる植物の学名（属及び種）。
iii. PGA ライン額（レイシー法対象物品のドルベースの実質額）。
iv. コンテナを用いているときはコンテナ識別番号 268。
v. 輸送手段（数量を含む）。
vi. 植物の採取国（Country of Harvest）の国コード。

なお、輸入額及び数量の申告に使用する度量単位は、2008 年のレイシー法改正を機会に
メートル法（ｍ、㎡、㎥）に統一することとし、bf、bm、ft3、ピースその他のメートル法で
はない長さ、面積、材積または数量の単位の使用を禁じている 269。メートル法の度量単位
の使用を確実にするために、電子輸入申告システムの入力帳票は、度量単位をスクロールメ
ニューの中から選択して使用するよう構築されている。

Ａ．植物の学名の取扱い 
輸入物品に含まれる植物の学名は、採取国の国コード別に申告する。しかし、デューケア

を行っても樹種が特定できないときは、可能性がある全ての樹種を申告する 270。電子輸入
申告を行うときは、入力帳票上のスクロールメニューから対象物品の学名または一般名を
選択できる 271。 

なお、SPF は、次項に掲げるように樹種としては唯一、特殊用途指定の対象になっている
272。 

266 16 U. S. C. 3371 (f)(2)及び 3372(f)(1)。 
267 “CBP and Trade Automated Interface Requirements: APHIS Lacey Act Message Set Requirements”, CBP, June, 

2019, p 5.
268 Container Number（入荷時）/ Equipment ID（出荷時）。 
269 “Report to Congress”, APHIS, May, 2013 p 24。 
270 16 U. S. C. 3372(f)(2)(A)。 
271 USDA, “LAWGS, The Lacy Act Web Governance Cyctem: An Introduction”, August, 2013, p 16. 
272 Prcaze A. Shekh, “The Lacey Act: Compliance Issue Related to Importing Plant and Plant Products”, Congressional 

Research Service, February 25, 2014, p 7 及び“CBP and Trade Automated Interface Requirements: APHIS Lacey 
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Ｂ．特殊用途指定（SUD：Special Use Designaton） 
次に掲げる三つのカテゴリーに該当する複数の樹種または原料で構成している物品につ

いては、学名の申告にあたりデューケアを行っても樹種を特定できないときは、特殊用途指
定（SUD）物品として、学名の属の欄には「Special」と記入し、種の欄には箇条書きの括弧
内に記載した用語を記入できるようになっている 273。 

a. 樹種のグルーピング
SPF（SPF）。

b. 複合、リサイクルまたは再利用原料を使用した工業製品（デューケアを通じて特定
できない場合に使用）

i. MDF、ハードボード、OSB、切削板、紙、板紙等（COMPOSITE）。
ii. リサイクル原料（RECYCLED）。
iii. 再利用原料（RECLAIMED）。

c. その他特殊ケース
2008 年改正レイシー法が施行された 2008 年５月 22 日以前に製造され、その種

及び採取国をデューケアを通じても特定できない場合（PREAMENDMENT）。 

なお、SPF に含む具体的な樹種は、次の 10 種に限定されている 274。 
� Abies balsamea 
� Abies lasiocarpa 
� Picea engelmannii 
� Picea glauca 
� Picea mariana 

� Picea rubens 
� Picea sitchensis 
� Pinus bamksiana 
� Pinus contorta 
� Pinus resinosa 

Ｃ．採取国の取扱い 
レイシー法は、物品が製造された原産国（Country of Origin）ではなく、実際に植物を採

取した場所を示す採取国（Country of Harvest）の申告を要求している。レイシー法における
採取国とは、植物が採取、切断、伐採または移動させられた国をいう。植物種が複数の国で
採取された場合及び製品が複数の国で生産された植物原料で構成されている場合は全ての
採取国を申告し、植物製品を生産するために使用された原料の採取国が不明な場合は可能
性がある全ての採取国を申告する 275。ただし、採取国である可能性がある国が 10 か国を超
えるときは、SUD の規定により二つのアスタリスク（＊＊）を用いて具体的な国コードに

Act Message Set Requirements”, CBP, June, 2019, p 14。
273 “Laycey Act Plant and Plant Products Declaratioin: Species Use Declarations”, USDA, Updated June 19, 2019, P 1. 
274 “Laycey Act Plant and Plant Products Declaratioin: Species Groups”, USDA APHIS Lacey Act Program. 
275 16 U. S. C. 3372(f)(2)(B)。 
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代えることができる 276。 
なお、紙または板紙でリサイクル植物原料を含む場合は、樹種または採取国に係わらず非

リサイクル植物の含有量及び平均リサイクル率を申告する 277。

D．PGA ライン額 
レイシー法対象物品のドルベースの実質額を申告する。物品に含まれる採取国別の原材

料の学名別の額が申請可能である場合は、その額を申告する。この情報は、植物原料の属及
び種の別または採取国別の輸入総額を分析するために使用する 278。 

Ｅ．コンテナ識別番号 
レイシー法対象物品の輸入にコンテナを使用する場合は、コンテナ識別番号を申告する

279。この手続は、保税地域におけるレイシー法対象物品を積載したコンテナの入出荷の管理
だけでなく、2001 年９月に発生した同時多発テロ以降のテロ対策として、積出港での船積
みの 24 時間前までに米国の税関に申告する「24 時間ルール」の手続きの一部として実施さ
れている措置である 280。 

Ｆ．記載事項宣言 
輸入申告は輸入物品別に行われ、申告するときは「私は偽証罪を認識し、私の知識と信念

を最大限活用し、提供された情報が真実で正しいことを証明します」という宣言欄に紙ベー
スの申告書である PQ505 様式を使用するときは署名を、電子輸入申告をするときは「Ｙ」
（Yes）を入力する。この宣言文だけを読むと、輸入申告書への記入内容または電子申告デ
ータの入力内容が正確であると宣言しているようにとらえられる。しかし、税関国境警備局
のマニュアルによれば 281、輸入申告書の記載事項には Entity Address が含まれており、
Entity Address は一般的には法人所在地をいうものの、Entity には「許可された物」という
意味があるため、この宣言の中には合法的な物品の輸入を申告しているという意味を含め

276 “CBP and Trade Automated Interface Requirements: APHIS Lacey Act Message Set Requirements”, CBP, June, 
2019, p 15.

277 16 U. S. C. 3372(f)(2)(C)。 
278 “CBP and Trade Automated Interface Requirements: APHIS Lacey Act Message Set Requirements”, CBP, June, 

2019, p 23.
279 “CBP and Trade Automated Interface Requirements: APHIS Lacey Act Message Set Requirements”, CBP, June, 

2019, p 24.
280 “Business Rule and Process Document (Trade – External))- ACE Entry Summary (Version 9.25”, CBP, July, 2018, p 

1. 
281 “CBP and Trade Automated Interface Requirements: APHIS Lacey Act Message Set Requirements”, CBP, June, 

2019, p 19 及び p 22。 
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ると解釈されている。 

Ｇ．デミニス例外措置 
前述のように、レイシー法では輸入する植物の学名（属及び種）、輸入額及び数量の説明

並びに植物の採取国を申告するように定めているが、わずかに植物製品を含む輸入物品を
適用除外とするデミニス例外措置（De Minis Exception）が設定されている。この措置の目
的は、輸入業者 282の負担軽減である。動植物検疫局は、2020 年３月２日付の連邦政府官報
によりレイシー法実行計画へのデミニス例外措置の導入を官報により公示した 283。 

同官報によれば、デミニス例外措置の適用対象は、「個々の製品の重量の５％を超えない
植物を原料とする製品で、かつ、同じく製品の総重量が 2.9 ㎏を超えないもの」である。た
だし、次に掲げる植物原料が含まれる場合は、デミニス例外措置の適用から除外する。 

i. ワシントン条約の附属表に掲げられている種。
ii. 1973 年絶滅危惧種法の指定種。
iii. 絶滅の危機に瀕している種の保護を規定している州法により定められた種。

動植物検疫局は、デミニス例外措置の導入と対象物品の決定方法についてパブリックコメ
ントを募集した。

パブリックコメントでは、デミニス例外措置の導入については、少量でも違法木材を含め
ている可能性がある製品カテゴリーを対象としないよう求めるコメントが一部あった一方
で、最小限の植物材料を含む製品の最小限の除外を確立する考えを支持するコメントが一
般的であったため、動植物検疫局はこれらの二種類のコメントに同意した上でデミニス例
外措置の導入を決定した。 

さらに動植物検疫局は、デミニス例外措置の対象物品の決定方法について、材積または数
量に基づく方法または重量に基づく方法の二つの案を検討の俎上にあげてパブリックコメ
ントを求め、そのコメントを含めて検討した。その結果、材積または数量に基づく決定方法
は、測定または算定の方法が輸入申告をするそれぞれの業者で異なる可能性があるため、重
量に基づく決定方法を採用した。

動植物検疫局は、最終的に決定された「個々の製品の重量の５％を超えない植物を原料と
する製品で、かつ、製品の総重量が 2.9 ㎏を超えないもの」というデミニス例外措置の対象
物品の定義の設定については、「５％を超えない」という部分は、しきい値が５％を超える
とレイシー法が目的とする違法伐採対策及び法的要求事項の実施を監視するという意図に
反すると述べているだけで、明確な数値的根拠を示していない。一方で、「製品の総重量が

282 ここでいう「輸入業者」とは、輸入代理店及び製品を直接輸入する卸売業者、製造業者並びに小売業者及び流通業
者をいう（“Lacey Act Implementation Plan: De Minis Exception”, Federal Register, March 2, 2020）。 

283 “Lacey Act Implementation Plan: De Minis Exception”, Federal Register, March 2, 2020． 
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2.9 ㎏を超えないもの」という部分については、米国で一般的に製材品の材積単位として使
用されている１bf（Board Feet: 長 12 インチ×幅 12 インチ×厚１インチ＝長 30.48 ㎝×幅
30.48 ㎝×厚 2.54 ㎝）を許容限度とし、それを比重が最も高いリグナムバイタの重量（１㎤
あたり 1.23g）を用いて算出して導き出した「2.9 ㎏」をしきい値としている。 

動植物防疫局では 2018 年の輸入申告の内、このデミニス例外措置が適用できる可能性が
ある申告が週あたり約 1,300 件あり、この申請が不要となった場合の民間部門のコストの
削減額を 55 万 5,300 ドルと算定している。 

官報では、デミニス例外措置が適用できる可能性がある輸入物品として、傘、杖、拳銃及
び木製のボタンがついたシャツその他のアパレル商品を例示している。 

Ｈ．実行スケジュール 
米国では、2008 年 12 月 15 日からレイシー法に基づく植物及び植物製品の輸入申告が

義務づけられた。 
しかし、前掲のように 2008 年に改訂されたレイシー法では輸入申告事項として、学名

の記載、レイシー法が対象とする植物の量及び額、リサイクル原料のリサイクル率及び含
有量、複合原料製品に使用している原料の量など新しい多くの事項を要求している。 

植物及び植物製品の輸入申告業務の主務官庁である動植物検疫局は、レイシー法の改正
によりレイシー法に基づく輸入申告を必要とする品目は、実行関税率表を構成している計
99 章の内の 59 章に存在し、5,000 品目以上の物品に係る輸入申告が毎月 100 万件以上発
生すると予測した 284。さらに、新たな申請事項に対応するために、ほとんどの輸入業者が
利用している税関国境保護局が管理する輸入申告データベースを整備する必要が生じた。 

これらの事情から、動植物検疫局は法的手続に係る混乱を回避するために、2008 年 10
月８日付官報により、2009 年９月 30 日までの期間を三つのフェーズに分けた植物及び植
物製品の輸入申告スケジュールの初期計画を公示した。その後、このスケジュールは改訂
され、フェーズⅣ以降のスケジュールの発表は、施行する少なくとも半年前までに官報及
び動植物検疫局のウェブサイト 285でなされるようになった。 

同官報によれば、この段階的スケジュールの、フェーズⅠは電子輸入申告システムを整
備するための準備期間であり、フェーズⅠの期間中のレイシー法に基づく申告は、動植物
検疫局が制定した書類の申告様式（PPQ 505 様式）を使用して任意に行うこととしてい
る。ただし、電子輸入申告システムの利用は品目別に段階的に開始されるので、官報には
レイシー法執行当局は 2009 年４月以降も電子輸入申告システムが使用できるまでの期間
は、手書きの申請がなくとも起訴または没収の訴訟をしない旨が記載されている 286。

284 “Report to Congress”, APHIS, May, 2013, p 8. 
285 https://www.aphis.usda.gov/ 
286 Federal Register, Vol. 73, No. 196, October 8, 2008, Notices. 
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動植物検疫局及び税関国境保護局は、パブリックコメントの募集を含む調査を行いなが

表５.46 レイシー法輸入申告施行スケジュール（木材及び木材製品） 
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ら電子輸入申告システムの整備作業をすすめ、同システムが対応可能になった品目を段階
的にレイシー法輸入申告の対象品目に加えている。 

最新のレイシー法輸入申告実行スケジュールは、2020 年３月 31 日付官報で公示され、
木材製品では OSB（H.S. 441012）及び木製ケース等（H.S.4415）を対象品目とする「フ
ェーズⅥ」が同年 10 月１日から施行される予定であった 287。しかし、「フェーズⅥ」の実
施は、2020 年８月に新型コロナウイルス感染症の蔓延を理由に延期する運びとなった
288。後日、改めて「フェーズⅥ」の実施スケジュールが動植物検疫局から発表される予定
とのことであるが、2021 年２月現在、新たな実施スケジュールは発表されていない（表
５.46）。 

電子輸入申告システムの整備により、これまでに多くの木材及び木材製品がレイシー法
に基づく輸入申告の対象となってきたが、複合原料製品と雑多な品目で構成されている貿
易統計品目へのシステム対応には時間がかかっているようである。前表のフェーズⅥまで
に掲げられた品目を除く貿易統計品目第９部第 44 類に含まれる木材及び木材製品は、木
毛及び木粉（H.S.4405）、OSB を除く切削板（H.S.4410）、繊維板（H.S.4411）、表面に切
削板を使用した合板（H.S.44129906 及び H.S.44129957）、改良木材（H.S.4413）並びに
「その他の木製品」（H.S.4421）である。 

Ｉ．輸入申告情報の運用管理とトラッキング 
2018 年において、米国の輸入申請の 99％は電子情報取引（EDI：Electric Data 

Exchange）を利用した電子申請である。米国に輸入される貨物の輸入申請は、税関国境警
備局が運用する輸入物品のトラッキング機能を備えた ACS（Autometed Commercial 
System）の一部である税関申請等電子処理システムである ABI（Autometed Boeder 
Interface）システムを介して行われる。現在、税関国境警備局は、ACS を新たに設置した
貿易情報の再確認及び見直しが可能で電子申請及び提出データの確認機能及びトラッキン
グ機能を備えた ACE（Automated Commercial Environment）システムに統合すべく作業を
行っている。 

さらに、ACE システムは国土安全保障省が管理し、テロリスト及び犯罪者の特定並びに
コンテナ貨物のデータ分析機能を備えた ATS（Automated Targeting System）並びに税関
国境警備局が管理し、入国許可に係るスクリーニング決定を支援する機能を備えた TECS
システムとインターフェイスをしている 289。

2008 年のレイシー法改正によって新たに加えられた申請項目は、すでに税関国境警備局

287 Federal Register, Vol.85, No.62, March 31, 2020, Notices． 
288 "APHIS Will Delay Implementation of Phase Six of the Lacey Act Enforcement Schedule", August 4, 2020, USDA 

APHIS (https://content.govdelivery.com/) 
289 “Business Rule and Process Document (Trade- External)- ACE Entry Summary (Version 9.25)”, US Custom and 

Border Protection, July, 2018, Summary Page, p 1. 
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が運用している税関システムに項目を追加して、電子商取引を可能にしている 290。システ
ムに追加する具体的な項目は、農務省、保健福祉省、商務省、運輸省、法務省、内務省及
び財務省で構成する PGA（Partner Governmet Agencies）が改正したレイシー法が輸入申
告に要求している内容を検討した上で、既存のデータ要素との重複がないように調整しな
がら決定している 291。

動植物検疫局はレイシー法に係る輸出申告事項を書類で提出できるように PPQ505 様式
を準備した一方で、この様式の内容を電子申請するための LAWGS（Lacey Act Web 
Governance System）を構築している。このシステムは、税関国境警備局の ABI とインター
フェイスされ前図の税関関係のネットワークと接続しているている。

動植物検疫局が税関国境警備局と接続できる LAWGS を開発した目的の一つ目は、税関
国境警備局の職員がデータベースに手入力している紙ベースの輸入申告を削減することで

290 “Report to Congress”, APHIS, May, 2013, p 24. 
291 “CBP and Trade Automated Interface Requirements: APHIS Lacey Act Message Set Requirements”, CBP, June, 

2019, p 5 & p 19.

図５.４ レイシー法輸入申告に係る米国の輸出入管理システム 

注：PGA（Partner Government Agencies）：農務省、保健福祉省、商務省、運輸省、法務省、内務省及び財
務省で構成された組織。 

資料１：“Report to Congress”, APHIS, May, 2013, p 24. 
２：“CBP and Trade Automated Interface Requirements: APHIS Lacey Act Message Set Requirements”, CBP, 

June, 2019, p 5 ＆ p 19． 
３：“Lacey Act Program, Filing APHIS Lacey Data for Foreign Trade Zone (FTZ) Shipments- Interim 

Measures”, APHIS, November 16, 2006. P 2. 
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あり、二つ目は動植物検疫局と国境税関管理局のシステムの違い及び個人情報管理の観点
から両局のシステムが直接接続できないため、動植物検疫局のレイシー法に係る輸入物品
管理に生じていたタイムラグの問題を解決することにあった。動植物検疫局と税関国境警
備局のシステムのインターフェイスが構築される前は、毎週水曜日に税関国境警備局が動
植物検疫局に保税地区の入出荷データを CD（コンパクトディスク）で届け、動植物検疫局
はこのデータを同局のシステムに入力していた。このため、動植物検疫局のシステムに入力
したデータの中には、保税地区から一週間前に出荷した貨物のデータも含まれ、このタイム
ラグが問題視されていた 292。動植物検疫局によれば、2009 年から 2012 年までの期間に、
レイシー法に係る輸入申告が約 140 万件あり、この内の 13％（約 18 万 2,000 件）は、紙ベ
ースの申告書である PPQ 505 様式による申告であった 293。

さらに ACE と ACS は、輸出国の出荷者から米国内の最終荷受人までのトラッキングが
可能である。レイシー法が定めた申告事項の内のコンテナに係る情報は、ACE を通じてテ
ロ対策用のシステムである ATS でも利用できる。

③デューケアと罰則規定
デューケア（due care）とは、「一定の情況下において要求される十分な注意。常識的な

分別を持った人物であれば、その情況において、当然払うべき注意。過失の存在の有無に
おいて使われる用語」294をいう米国の法的概念である。したがってデューケアの内容はそ
れぞれの人で知識や組織上の責任の程度が異なるので、違反に対する罰則はこれらの程度
に応じた適用がなされる。1981 年のレイシー法改正にあたり連邦議会上院に提出された報
告書は、特定の情況下で道理をつくした人が法律に違反していないことを保証するため
に、同様の情況下でデューケアを講じる必要があると指摘している 295。 

2008 年に改正されたレイシー法では、デューケアという用語は使われていない。しか
し、その概念は罰則規定に反映されており、違反が故意であるかもしくは過失であるかま
たはデューケアを実施したかもしくは実施しなかったかによって大きく罰則が異なるた
め、罰則を決定する上でまたは重い罪を犯さないようにする上で、デューケア実施の有無
は極めて重要視されている。 

取引をするときに注意を払わなくてはならない事項については、動植物検疫局が「レッ

292 “Report to Congress”, APHIS, May, 2013, p 13. 
293 “Report to Congress”, APHIS, May, 2013, p 10. 
294 福田守利著、『アメリカビジネス法辞典』、株式会社商事法務、2001 年１月、125 頁。 
295 Pervaze A. Shekh, “The Lacey Act: Compliance Issue Related to Importing Plant and Plant Products”, Congressional 

Research Service, February 25, 2014, p 17．原資料は、U.S. Congress, Senate Committee on Environment and 

Public Works, Lacey Act Amendments of 1981, report to accompany S.736, 97th Cong., 1st sess., April 27, 1981, S. 

Rept. 97-123 (Washington: GPO, May 21, 1981), p. 10。 
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ドフラッグ」として、次の事項をあげている 296。 
i. 取引価格が一般の市場レートを大幅に下回る。
ii. 書類をともなわない現金取引。
iii. 無効または改ざんされた文書または許可の使用。
iv. 通常ではない異常な販売慣行または取引。

これらに加えて、米国司法省首席弁護士のトーマス・スウィーゲル氏は、次の事項を
「レッドフラッグ」の例としてあげている 297。 

i. 賄賂の要求。
ii. 関税または税金が含まれない価格。
iii. 不正確な商品ラベル。
iv. 質問に対する合理的な回答がない。

さらに 2016 年２月にバージニア州の大手建材流通企業のレイシー法違反事件の裁判の
結審を報じた司法省が発行している『司法ニュース』298の紙面では、同社が認識しながら
行動を起こせなかった「レッドフラッグ」として次の事項をあげている。 

i. 高リスク国からの輸入。
ii. 合法伐採を証明する文書を提供しないサプライヤーからの購入。
iii. 製品に関する誤った情報を提供したサプライヤーからの輸入。
iv. 何度も提供された同一のコンセッション伐採許可書。

このような「レッドフラッグ」を回避し、デューケアの実施を証明する手段にはどのよ
うなものがあるかについて、前掲の司法省首席弁護士のトーマス・スウィーゲル氏は、次
のものをあげている 299。 

i. 法令遵守計画の策定。
ii. 取引業務への法令遵守計画の適用方法の文書化。
iii. 企業を代表しているという責任感を醸成するための社員教育の実施。
iv. サプライヤーへの訪問。

296 Pervaze A. Shekh, “The Lacey Act: Compliance Issue Related to Importing Plant and Plant Products”, Congressional 
Research Service, February 25, 2014, p 17.

297 Thomas W. Swewgle, “Lacey Act Amendments of 2008”, パワーポイント資料 13 頁、セミナー『世界の違法伐採対
策と日本の取組』、2015 年 8 月 28 日、FoE Japan、地球・人間環境フォーラム。 

298 “Lumber Liquidators Inc. Sentenced for Illegal Importation of Hardwood and Related Environmental Crisis”, Justice 

News, Department of Justice, February 1, 2016.. 
299 Thomas W. Swewgle, “Lacey Act Amendments of 2008”, パワーポイント資料 14 頁。セミナー『世界の違法伐採対

策と日本の取組』、2015 年 8 月 28 日、FoE Japan、地球・人間環境フォーラム。
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v. 質問による合理性の追求。
vi. 業界規格の策定とその遵守。

レイシー法における罰則は、故意による違反か過失による違反かによって大きく区分し、
故意の違反の場合は、刑事罰の重罪とし、過失による違反の場合はデューケアの履行の有無
と違反の内容によって罰則が区分されている（図５.５）。 

違反となる行為については、違法ソースからの木材取引と輸入申告書の虚偽記載の二つ
に大別され、罰則内容は前者へのものが厳しい。 

罰則の内容は、当然ながら故意の違反へのものが過失の違反へのものよりも重くなる。 

 

量刑を決定するときにデューケアの実施の有無が検討される対象は、過失による違反行
為である。デューケアを実施していれば軽い罰が、実施していなければ重い罰が課せられ
る。例えば、過失による違法ソースからの木材取引の違法行為に対する罰則は、デューケ

図５.５ レイシー法罰則規定の概要 
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アを実施していなかった事案に対しては、刑事罰の軽犯罪を適用した罰金の他、収監がな
される場合がある一方で、デューケアを実施していた事案の場合は、物品の没収だけが適
用される。

レイシー法の罰則規定では、全ての違反を対象に輸入物品の没収が行われる。罰則の中
でも最も重い罰則は、故意に違法ソースからの木材取引を行った事案に対するもので、物
品の没収とともに違反一件あたり法人にあっては最高 50 万ドル、個人にあっては最高 25
万ドルまたは取引粗利益の倍額もしくは損失利益額という高額の罰金が課せられ、さらに
収監を命ずる場合もある。 

なお、レイシー法の罰則規定は、同法が犯罪前提法（Presicate Act Law）であるため、
他の法令に係る前提行為違反が証明されない限り適用できない 300。 

例えば、「州法が指定している狩猟禁止地区で動物の狩猟をし、その肉を販売した」場
合、この文の「州法が指定している狩猟禁止地区で動物の狩猟をし」の部分は狩猟法違反
（前提法違反）であり、「その肉を販売した」の部分はレイシー法違反である。この場合
は、前提法違反が存在するので、レイシー法の違反にも問える。しかし、「州法が指定し
ている狩猟禁止地区で動物の狩猟」だけでは、レイシー法の違反には問えない。 

さらに、レイシー法の禁止行為条項には、「国の法律または規制に違反して、または外
国法に違反した魚類または野生動物の採取、受領、輸送及び販売」という本文がある 301。
この文の場合は、「国の法律または規制に違反して、または外国法に違反した」の部分は
前提法違反の内容を、「魚類または野生動物の採取、受領、輸送及び販売」の部分はレイ
シー法違反に該当する行為を説明している。

司法省は、レイシー法違反を摘発するときに、被疑者が前提法違反を認識していたかを
確認しなければならないが、この確認作業は時に困難に直面するようである。しかし、こ
れについて連邦第９巡回裁判所は、レイシー法は、違反者が違反した法律や規則の全ての
詳細を知っていることを要求していない。植物または動物が、何らかの法律違反により
「汚染されている」ことを認識していれば十分であると述べている 302。 

④レイシー法違反事例
司法省は、連邦裁判所が扱った事案の概要を同省が作成した『司法ニュース』または連

邦検事局の発表をウェブサイト上で公表している。 
レイシー法に係る裁判事例は多く、レイシー法違反に係る判決は毎月のように下されて

いる。レイシー法が適用対象とする物品や行為は広いので、裁判事例の内容は多種多様で

300 Kristina Alexander “The Lacey Act: Protecting the Environment by Restricting Trade”, Congressional Research 
Service, january 14, 2014, p 7 及び p 10。 

301 16 U. S. C. 3372(a)(2)(A)． 
302 Kristina Alexander “The Lacey Act: Protecting the Environment by Restricting Trade”, Congressional Research 

Service, January 14, 2014, p 18.
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ある。レイシー法違反に係る裁判事例の内容を俯瞰すると、物品別裁判事例件数として
は、植物及び植物製品に係る裁判事例は極めて少なく、最も多いのは動物に係るもので、
次いで多いのは水産物に係るものである。 

これらの事件内容としては、保護指定を受けている魚類または野生生物の捕獲及びその
販売、取引または輸送並びに許可または免許を要する種の捕獲または免許を得ないで行っ
た捕獲及び取引または販売が多く、その他にもハンティングまたはフィッシングのガイド
が顧客を狩猟または漁獲が禁じられている場所に案内する違法サービス提供、肉、魚肉そ
の他の動物由来の製品に義務づけられている表示の偽装などがみられる。 

木材に係るレイシー法違反の裁判事例として司法省のウェブサイトから収集できたの
は、表５.47 に掲げた６件である。これらの裁判事例の内訳は、米国内の連邦有林で発生
したカエデの盗伐に係るものが２件、他の４件は外国法に違反した物品を米国に持ち込ん
だ事件のものである。 

表５.47 木材に係るレイシー法違反裁判事例 
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Ａ．連邦有林材の盗伐に係る裁判事例 303 
前表の＃２の裁判事例は、三人の男性が謀議を行ない、2011 年 11 月と 12 月及び 2012

年５月にワシントン州のギンフォードピチョット連邦有林でカエデの盗伐を行った事件
で、農務省山林局が調査して起訴した。三人の男性は、公共財産を盗む謀議を働いた上で
盗伐（窃盗）をし（前提法違反）、その材を販売したためレイシー法違反となっている。 

裁判の結果、被告三人のうち一人には懲役 15 か月、もう一人には懲役６か月及び懲役
後の保護観察３年の刑が確定した。残り一人の判決内容については、取得できた資料では
判決予定日が記載されているが、その判決内容についてはウェブサイトで見つけられなか
った。 

前表の＃４の裁判事例は、ワシントン州内の連邦有林で盗伐されたカエデ材の密売事件
の裁判事例である。 

2012 年４月に農務省山林局の法務執行官は製材工場の所有者であった被告と面会し、ワ
シントン州ではカエデの伐採業者に特殊林産物許可の取得を義務づけており、カエデ材を
購入する全ての者は伐採業者が所持している特殊林産物許可書を確認しなければならない
と警告した。しかし、被告はその後も伐採業者に特殊林産物許可書の提示を求めずにカエ
デ材を購入し続け、2012 年４月から 2014 年３月までの期間に州外の業者にカエデ製品を
販売して合計 49 万 9,414 ドルの収入を得た。

この事例の場合、被告は素材業者からカエデ材を購入するときに州法が定める伐採業者
が所持している特殊林産物許可書の確認義務を意図的に怠ったことが前提法違反となり、
盗伐された材と知りながらカエデ材を購入し続けたこと及び取得した盗品を加工し、州外
の業者に販売した行為（ロンダリング行為）がレイシー法違反となっている。 

この裁判で連邦検事は、「この被告のような悪意のある工場所有者が盗伐した木材の市
場を作っている限り、我々が保護した森林は危機にさらされている。被告は事実上、窃盗
品を守る「フェンス」の役割をした。被告は盗難された宝石や電子機器とは異なり、公的
に所有されたかけがえのない天然資源を盗んだ」と厳しい指摘をし、判決では被告に６か
月の懲役、６か月の自宅拘留及び釈放後３年間の保護観察並びに違法に伐採されたカエデ
の密売によるレイシー法違反の賠償金として 15 万 9,626 ドルの支払いを命じている。 

なお、連邦検事局西部ワシントン事務所は 2016 年４月 16 日付の緊急発表で＃２と＃４
の事件の裁判結果を同じ紙面で伝えているので、二つの事件には関連性があると思われる
が、この発表文書では両者の関連性について明確に記述していない。 

Ｂ．ギターメーカーによる製材品不正輸入の裁判事例 
前表の＃１の裁判事例は、テネシー州に所在する世界的に有名なギターメーカーによる

303 “Mill Owner Sentenced to Prison for Puechases and Sales of Stolen Figures Maple from National Forest”, Immediate 
Release, Western District of Washington, The United States Atoorney’s Office, April 19, 2016. 
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ギター用原料の不正輸入をめぐるものである。 
このギターメーカーは、採取国で禁止されている製材品の輸出を、サプライヤーを通じ

て輸出業者に依頼し、虚偽記載をした輸入申告書を使って製材品を輸入し、輸入した材料
を使用して製品の製作及び販売をしていた。 

この事件は、世界的に有名な企業に特殊部隊をともなった強制捜査が行われたため、社
会的に衝撃を与え注目された。さらに、この事件を解決するために締結された刑事執行協
定（criminal enforcement agreement）の内容に、法令遵守プログラムの作成と実行が盛り
込まれたことから、デューケアを含むレイシー法への具体的な企業対応に頭を悩ませてい
た木材関係者から、ギターメーカーが作成する法令遵守プログラムの内容に注目が集まっ
た。連邦議会からの要求により調査を行う連邦議会調査局（Congressional Research 
Service）も、この事件について複数の報告書を議会に提出している。 

刑事執行協定の内容は、次のとおりである 304。 
i. 米国政府は、レイシー法の刑事違反に係る起訴を延期する。
ii. 米国政府は、ギターメーカーの認識、同社のレイシー法に基づく義務及び協力内容

の履行並びに是正措置に照らして、同社が協定に基づく義務を完全に履行し、将来
に渡り法律違反を犯さない限り、同社が注文、購入及び輸入したマダガスカルから
のエボニー並びにインドからのエボニー及びローズウッドに関連したレイシー法違
反を含む刑事告発を取り下げる。

iii. ギターメーカーは、30 万ドルの罰金を支払う。
iv. ギターメーカーは、楽器産業で使われる樹種及びそれらの樹種が分布する森林の保

護、樹種識別及び成長促進のための活動に使用する国立魚類野生生物基金
（National Fish and Wildlife Fundation）に 50 万ドルのコミュニティーサービスを
支払う。

v. ギターメーカーは、法令遵守の管理と手順を強化するために設計する法令遵守プロ
グラムを実施し、司法省に 18 か月に２回、このプログラムの取組状況を報告す
る。

vi. ギターメーカーは、民事没収訴訟に訴えた 26 万 1,844 ドルのマダガスカル産エボ
ニーを含む犯罪捜査過程で押収された木材に対する請求を撤回する。

この刑事施行協定には、ギターメーカーが責任を受入れ、認めるための詳細な事実説明
の声明が含まれている。その内容は、次のマダガスカル産エボニーに関するものである。 

i. マダガスカルのエボニーは成長が遅い樹種で、同樹種の過伐により自然環境が脅か
されていると考えられる。マダガスカルの森林は、エボニーその他の樹木の合法的

304 刑事執行協定の内容の出典は、”Gibson Guitar Corp. Agrees to Resolve Investigation into Lacy Act Violations”, 
Justice News, Department of Justice, August 6, 2012。 
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伐採及び違法伐採により大幅に減少した。マダガスカルの森林には貴重な固有動植
物が生息している。マダガスカルでのエボニーの伐採と完成していないエボニー製
品の輸出は、2006 年から禁止されている。 

ii. ギターメーカーは、ギター製造のためにエボニーの製材品である指板を、マダガス
カルの輸出業者に注文業務を行うサプライヤーを通じて購入した。ギターメーカー
のサプライヤーは、2006 年の輸出禁止以降もマダガスカルの輸出業者からエボニ
ーを継続して受領した。マダガスカルの輸出業者は、2006 年に発効された法律に
より、エボニーの指板を輸出する権限を持っていなかった。

iii. 2008 年にギターメーカーの従業員は、NGO が主催するマダガスカルツアーに参加
した。ツアーに参加した従業員は、2006 年にマダガスカルで制定された法律によ
り、エボニーの輸出及び完成していないエボニー製品の輸出が禁止されたとの情報
を得た。同従業員は、ギターメーカーのサプライヤーが木材の調達先としているマ
ダガスカルの輸出業者の施設を訪問し、その施設内の木材がすでに押収され、移動
できないことを知らされていた。同従業員は、マダガスカルからこの情報を持ち帰
り、ギターメーカーで上司や他の人にこの情報を伝達したが、ギターメーカーはそ
の情報に基づくの対応をしなかった。2008 年 10 月から 2009 年９月までの期間
に、ギターメーカーはサプライヤーにマダガスカルからエボニーの指板を４回に渡
り出荷させた。

この事件は、ギターメーカーがインドで輸出が禁止されている製材品を米国に持ち込も
うとしていたことに端を発している。その調査の過程で、ギターメーカーによるマダガス
カルで 2006 年から輸出が禁止されている製材品の同国からの輸出が明らかになり、捜査
の対象に加えられた。結論を先に述べると、事件の発端になったインド産製材品について
は、調査をすすめたところインドの関税法に一貫性がないことが判明し、レイシー法違反
を問うのに必要な前提法違反の明確な根拠がなくなり立件できなかったため、米国当局は
没収したインド産製材品をギターメーカーに返却し、最終的にギターメーカーがレイシー
法違反に問われたのは、マダガスカル産製材品のマダガスカルからの輸出と米国への持込
みに係る事案であった。

以下ではこの事件の経緯について、連邦議会調査局が連邦議会に提出した報告書 305に記
載された内容を要約して報告する。 

この事件は、2011 年６月にテキサス州のダラス国際空港の税関国境警備局職員が到着貨
物であるインド産エボニーはレイシー法に違反しているのではないかと疑いを持ち、野生
生物局に照会を入れたことから発覚している。この貨物の書類の記載内容には一貫性がな

305 Kristina Alexander, “The Lacey Act: Protecting the Environment by Restricticting Trade”, Congressional Research 
Service, January 14, 2014, pp 14-20. 
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く、品目名が貿易統計品目番号とともに単板、指板及び完成した楽器部品と記載され、荷
受人の欄にはドイツ及びカナダの輸入業者名とともにギターメーカーの名称が記載されて
いた。 

野生生物局査察官並びに税関国境警備局及び動植物検疫局の専門家は当該貨物を実地検
査し、この貨物の木材製品は貿易品目では製材品に分類する厚さ 10mm のインド産のエボ
ニーであると断定した。

この貨物の荷受人は、書類上では前述の三者が記載されていたが、この調査の後にギタ
ーメーカーからレイシー法に基づく輸出申告書の提出があり、この申告により当局は当該
貨物の荷受人がギターメーカーであると特定した。宣誓供述書によると、ギターメーカー
が提出した輸出申告書には、貿易統計品目番号 H.S. 4407 に分類するエボニーの製材品が
含まれていた。 

しかし、インドでは伐採された全ての樹種について、貿易統計品目番号 H.S. 4407 に分
類する製材品の輸出を例外なく禁止しているため、この貨物の輸入については、輸入関係
書類の虚偽記載に加え、外国法への違反の疑いが生じた。 

さらにギターメーカーが 2011 年６月 27 日にインドから輸入した貨物についても、税関
国境警備局から野生生物局にレイシー法違反の疑いがあるとの連絡があった。出荷書類に
は、貨物がインド産の貿易統計品目 H.S. 4407 に分類したエボニーとローズウッドの製材
品が記載されていた。書類上の荷受人としては、ギターメーカーとは異なる会社の名称が
記載されていたが、野生生物局が調査したところ、正しい荷受人はギターメーカーである
事実が判明した。 

野生生物局が税関国境警備局と調査をすすめたところ、これら 2 件の貨物の他に、過去
にギターメーカーから 11 件のインド産製材品に係る輸入申告書の提出があり、税関国境
警備局のデータベースの記録もこれらがインド産のエボニーまたはローズウッドの製材品
であることを示していた。 

野生生物局は 2011 年 8 月にギターメーカーの加工工場、荒挽製材工場、企業所在地施
設及び配送サービス施設への強制捜査を実施し、インド産のエボニー及びローズウッドの
製材品とともにギターメーカーが 2008 年から 2009 年にかけて輸入したマダガスカルでは
輸出が禁じられている同国産エボニー製材品を没収した。 

Ｃ．大手建材流通企業による違法伐採材輸入及び偽装表示の裁判事例 306 
前表の＃３の裁判事例は、バージニア州を本拠地とする床板を主要製品とする大手建材

流通企業によるレイシー法違反事件のものである。 

306 この項の内容は、”Lumber Liquidators Inc. Sntenced for IllegalImportation of Hardwood and Related 
Environmental Crimes”, Justixe News, February 1, 2016”を要約し、解説を加えたものである。 
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2013 年にこの建材流通業者は、極東ロシアから違法に伐採したモンゴリアンオーク 307

を原料とした床板を英国ウェールズ産オークと虚偽の表示をして米国に持ち込み、それを
米国内で使用した。取引されたモンゴリアンオークの床板は、極東ロシアのシベリアタイ
ガー及びアムールヒョウ生息地でもある地域で違法に伐採され、そのほとんどは中国で床
板に加工したものであった。さらに調査の過程で、建材流通業社がミャンマーから輸入し
たメルバウ 308を、インドネシア産マホガニーと虚偽の輸入申告をしたことも判明した。 

このため、2015 年 10 月にこの建材流通業者は、外国法違反、虚偽表示、違法な植物製
品の米国での輸送及び使用並びにレイシー法輸入申請書に係る虚偽陳述により、輸入物品
の虚偽陳述に係る重罪１件、レイシー法の刑犯罪４件の疑いで起訴された。 

2016 年２月１日に下された判決では、刑事罰金 780 万ドル、刑事没収額 98 万 9,175 ド
ル及びコミュニティーサービスへの支払額が 123 万ドル以上、合計 1,315 万ドル以上の支
払いの他、５年間の保護観察、政府が承認した環境コンプライアンス計画及びその独立監
査の実施並びに民事没収に係る 315 万ドルを超える現金の支払いが命じられた。

コミュニティーサービスへの支払金は、国家魚類野生生物基金及び野生生物局サイ・ト
ラ保護基金（USFWS Rhionceros and Tiger Conservation Fund）に提供された。

裁判所に提出された事実確認についてのステートメントによると、建材流通業者は繰返
し自社の内部手続に従わず、2010 年から 2013 年までの期間に、認識していた「レッドフ
ラッグ」に対し行動を起こせなかった。

この「レッドフラッグ」には、次のものが含まれていた。
i. 高リスク国からの輸入。
ii. 合法伐採を証明する文書を提供しないサプライヤーからの購入。
iii. 製品に関する誤った情報を提供したサプライヤーからの輸入。
iv. 何度も提供された同一のコンセッション伐採許可書。

建材流通業者の従業員は、木材の供給地が遠隔で、腐敗及び違法調達のリスク負う可能
性が高いと認識していた。違法リスクが高いにもかかわらず、同社はロシア極東を供給源
とする中国の床板製造業者からの購入量を増やし続けた。 

2013 年に建材流通業者は、何回も使用されたコンセッション許可証により伐採されたロ
シア材製品を輸入した。その結果として、建材流通業者の輸入量は、モンゴリアンオーク
の合法的伐採量（許容伐採量）の９倍に達した。

調査の結果、木材の密輸企業で蔓延している一見合法とみられる政府の許可書を使用し
て違法に伐採を行う慣行が明らかになった。 

この事件の判決は、違法な木材の輸入及びその使用に係るレイシー法違反として初めて

307 Quercus mongolica。 
308 Intsia palembanbica。 
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の重罪判決が下ったこと、罰金を含む同業者の支払い額が合計 1,630 万ドル以上の巨額に
達したこと、建材流通業者が自ら用いる政府が承認した「レイシー法コンプライアンス」
と名付けた環境コンプライアンスを公表したことから大きな話題となった。 

建材流通業者の環境コンプライアンスの内容については、次項で報告する。 

Ｄ．禁伐樹種の木製パレットを米国に持ち込んだ事件の裁判事例 309 
前表の＃５の裁判事例は、ペルーの国内法で義務づけられている適切な許可を得ずにま

たは承認された地域外で伐採された木材を使用して作成した疑いがある木製パレットを米
国に持ち込んだ事件の裁判事例である。 

この事件は、2015年12月に国土安全保障省（Department of Homeland Security）がペル
ーとの関税相互援助協定に基づきペルー政府から受け取った報告書に記載されていた申立
てにより発覚し、24枚の木製パレットがテキサス州ヒューストン港で同省により押収され
た。このパレットの荷主であるオレゴン州の製材工場は、同港において関税法及びレイシ
ー法に違反したとして国土安全保障省から訴えられた。 

国土安全保障省は、農務省山林局の林産物研究所にパレットから採取したサンプルの解
析を依頼し、同研究所は解析の結果、このサンプルはペルーで伐採が許可されている樹種
ではないと結論付けた。 

司法省は、この事件をオレゴン州の製材工場との和解により解決した（settlement 
agreement）。和解内容の概要は、オレゴン州の製材工場が押収物品の輸送、破壊及び処分
に係る全ての費用を負担すること、米国政府はレイシー法違反の申立てに対して、さらな
る民事執行措置、罰金または民事罰を行わないことというものであった。押収されたパレ
ットは、2017年１月に国土安全保障省がヒューストン港において処分を行っている。 

本件を伝える司法省のニュースでは、オレゴン州の製材工場の関税法違反の内容、同工
場がこのパレットを米国に持ち込んだ経緯、そしてこのパレットは輸入物品であったのか
または輸入物品の輸送に使用したものなのかについての記述がないので、事の詳細は不明
である。しかし、事件の解決が軽い違反を解決するときに用いる和解協定によってなさ
れ、オレゴン州の製材工場は没収物品の輸送及び処分の費用を負担するだけで罰金が課さ
れていないことから、デューケアを実施した上での過失による違反ではないかと推測でき
る 310。 

309 この項の報告は“Justice Department Reaches Agreement to Ensure Destruction of Timber Believed to Have Been 

Harvested in Violation of Peruvian Law”, Justice News, Department of Justice, January 18, 2017の内容を要約し解

説を加えたものである。 

310 図５－５参照。
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Ｅ．エッセンシャルオイル不正輸入事件の裁判事例 311 
前表の＃６の裁判事例は、ユタ州のエッセンシャルオイル製造販売会社がワシントン条

約の附属表に掲載されている種であるブラジリアンローズウッド 312を原料としたエッセン
シャルオイルを不正輸入した事件のものである。

この製造販売会社の従業員及びサプライヤーと請負業者は、2010 年６月から 2014 年 10
月までの期間に、ペルーにおいて必要な許可を得ずにブラジリアンローズウッドを無許可
で伐採及び輸送し、これを蒸留してエッセンシャルオイルを製造した。製造したエッセン
シャルオイルは、エクアドルに輸出した後、エクアドルから米国に輸出し、その一部は米
国に持ち込まれていた。ペルー政府は、ワシントン条約で保護されている種の無許可の伐
採、輸送及び輸出を禁じている。

当局の調査の結果、2014 年 11 月から 2016 年１月までの間に、製造販売会社は米国の
輸入業者を通じて、1,100kg を超えるブラジリアンローズウッドのエッセンシャルオイル
を購入していた事実が明らかとなった。 

さらに、事件発覚後の米国当局の調査により、製造販売会社は 2015 年 12 月にスペイン
のナパルで収穫された原料を使った香油を輸出に必要なワシントン条約の許可書を得ない
で英国に輸出した事実も明らかになった。製造販売会社は、2016 年３月に香油を英国に輸
出した後にワシントン条約の許可書を申請していた。それ以前に製造販売会社は、香油を
ワシントン条約の許可を取得した英国の会社から輸入したが、その製品が不充分であると
して英国の会社に返品していた。

2017 年９月に製造販売会社は 1973 年絶滅危惧種法及びレイシー法違反による有罪を認
め、答弁取引協定（plea agreement）を連邦政府と締結した。 

この協定に基づき、製造販売会社の罰金 50 万ドル、賠償金 13 万 5,000 ドル、エッセン
シャルオイルに使用される保護対象植物の保護に係るコミュニティーサービス 12 万 5,000
ドルの支払いが確定し、さらに５年間の保護観察期間が宣告されるとともに、特別な条件
として、企業コンプライアンス計画の実施及び監査並びに有罪判決に関する声明の公表が
義務づけられた。

5-5-2 民間のリスク低減に係る取組み実施事例
米国でも大手林産物企業を中心に、取扱林産物への違法伐採木材の混入の確実な防止及

び違法伐採木材の取扱いがないことを第三者に示す目的で、サプライチェーン管理の強化
がはかられている。サプライチェーン管理については、自社内での法令遵守の強化に加

311 この項の報告は“Essential Oils Company Sentenced for Lacey Act and Endangered Species Act Violations to Pay 

$760,000 in Fines, Forfeiture, and Community Service, and to Implement a Comprehensive Compliance Plan”, 

Justice News, Department of Justice, September 18, 2017の内容を要約し解説を加えたものである。 

312 Aniba roseaodora． 
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え、サプライヤーに対する審査を厳格化し、サプライヤーへの法令及び企業の調達方針の
遵守に関するトレーニング機会の提供、登録制によるサプライヤー管理、サプライヤーの
モニタリング及び監査の強化、林産物企業から伐採地までのトラッキング及び流通過程全
体の合法性確認などを実施している事例がある。

以下では、林産物企業がサプライチェーンを強化する現在の状況に至るまでの経緯の一
端として、レイシー法に係るサプライチェーン管理の事例を紹介する。 

レイシー法のデューケアと EUTR のデューデリジェンスの内容には類似点があるもの
の、2008 年に改正したレイシー法には、EUTR が求めている CoC 情報及びリスク低減の
算定に係る規定がないといわれている 313。しかしながら、デューケア実施の具体的な意味
は、サプライチェーン管理にあると解釈できるため、2008 年のレイシー法改正がなされて
から、法令遵守をするためのサプライチェーン管理の内容と実施をめぐり輸入林産物を取
扱う業者を中心に林産業界でも混乱が生じていた。 

このような状況の中で木材輸入関係者は、前項に掲げた裁判によって被告に作成と履行
が義務づけられた二つのプログラムに注目した。その一つ目は、ギターメーカーのレイシ
ー法違反事件の解決のために、ギターメーカーと政府が締結した刑事執行協定の中で実施
が定められた法令遵守プログラムである。二つ目は、ギターメーカーの事件後に発生した
大手建材流通企業のレイシー法違反裁判において、裁判所が命じた政府が承認のしたサプ
ライチェーン管理を含む環境コンプライアンス計画である。

さらに化粧板広葉樹協会（Decorative Hardwood Association）314は、ギターメーカーの法
令遵守プログラム及び大手建材流通企業の環境コンプライアンス計画を参考にして、「合
法木材の購入及び供給源を確立するデューデリジェンスのための米国標準化協会認定規
格」(American National Standard for Due Diligence in Procuring/Sourcing Legal Timber: ANS 
LTDD 1.0 2015)をデューデリジェンスを実施するためのツールとして開発している。 

なお注意を要するのは、これらの事例は、あくまでも企業が設定したまたは団体が推奨
しているシステムの「事例」であり、米国で輸入木材を取扱う全ての者がこのような基準
を設定し、実施しているわけではないという点である。 

2017 年に林野庁が実施した調査報告書では、大手建材流通企業のコンプライアンス計画
は「デューデリジェンスを実行するための「good example」であるが、すべての企業にや
らせようとしたものではない。司法省の基本的な立場は、それぞれの事業者が、できる範
囲で対処することを求めており、大企業と小企業では求める内容は異なる」315という連邦

313 Pervaze A. Shekh, “The Lacey Act: Compliance Issue Related to Importing Plant and Plant Products”, Congressional 
Research Service, February 25, 2014, p 19.

314 旧称，広葉樹合単板協会（Hardwood Plywood and Veneer Association）。 
315 『海外現地調査報告書』、林野庁平成 28 年度「グリーンウッド法」体制整備等事業、4-31 頁。 
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政府職員のコメントを報告している。この引用箇所は、輸入業を行う者のデューケアへの
対応の実態をも表しており、林産物取扱企業においても同様である。 

この点は、個別の林産物取扱企業がウェブサイト上で提供しているレイシー法への対応
またはデューケアに関する情報の種類が企業によって様々であることからも伺える。林産
物取扱企業のレイシー法への対応を示すウェブサイトの情報は、概ね次のように分類でき
る。 

a. 何も掲載していない。
i. ウェブサイト上にレイシー法またはデューケアへの対応に関する情報を全く掲

載していない。
ii. 大企業の場合は、ウェブサイトで公表している年次報告書において、法令遵守

またはサプライチェーン管理もしくは資材調達に係る事項は記しているが、デ
ューケアその他のレイシー法に係る事項はこれらの中に含む扱いとし、レイシ
ー法に特化した記述がない。

b. レイシー法遵守の宣言だけを公表。
企業の代表者の署名を入れたレイシー法を遵守するステートメントだけを公表し

ているもの。 
c. レイシー法遵守の宣言とレイシー法の解説を掲載。

レイシー法を遵守した企業活動を行っていると宣言し、同法の概要を解説し、林
産物を取扱うときには 2008 年からレイシー法が適用されると関係者に注意を促し
ているもの。 

一般的に林産物取扱企業の個別のウェブサイトから取得できるデューケアの情報は、極
めて限られていが、床板の生産企業及び流通企業にあっては大手建材流通企業の、化粧品
販売業者にあってはエッセンシャルオイル製造販売企業のレイシー法違反を受けて、レイ
シー法を遵守している旨の情報をウェブサイトで発信している企業が散見できる。ウェブ
サイトでレイシー法の遵守に特化した管理システムの情報を掲載している企業は、前項の
裁判事例に掲げた大手建材流通会社及びエッセンシャルオイル製造販売会社並びにこれら
の同業企業である。

（１）ギターメーカーの法令遵守プログラム
ギターメーカーの法令遵守プログラムは、現在、同社のウェブサイト上では公開されて

いない。しかし、経営コンサルタント会社 316、床板メーカー317などのウェブサイトに、ギ

316 Thomas R.Fox, ”Compliance in the Supply Chain - The Lesson of Gibson Guitar and the Lacey Act”, Lexis Nexis’, 

August 11, 2012（https://www.lexisnexis.com/）. 

317 Cherry Lumber Outlet 社ウェブサイト（https://www.cherrylumberoutlet.com/）。 
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ターメーカーの法令遵守プログラムを紹介した記事が掲載され、それらの内容が整合して
いるので報告する。

ギターメーカーの法令遵守プログラムでは、従業員は木材製品を購入する前に、サプラ
イチェーンを評価するデューケアを実施する必要があると述べた上で、次の７項目の手順
の実行を掲げている。

i. ギターメーカーの方針についてサプライヤーと連絡をとり、法令遵守プログラ
ムが実施できないサプライヤーを確認する。

ii. サプライヤー及び木材の出所について問い合わせをする。
iii. リスクが高い出所を特定する独立した調査を実施する。
iv. 購入する前に、問い合わせた木材が合法的に伐採されたことを示す文書を要求

する。
v. 確認した全ての情報に基づき、合理的に購入を判断する。
vi. 各手順の記録を文書化して保管する。
vii. 上記の手順のいずれかに不確実性があるときは、取引を進めない。

この法令遵守プログラムには、外国公務員に対する贈収賄行為などの禁止し、違反者を
処罰し，企業に適正な帳簿記録保管義務及び内部統制システムの構築を義務付けた海外腐
敗行為防止法（the Foreign Corrupt Practices Act of 1977）に基づく次の手順が含まれてい
る 318。 

i. 業務をともに行っている輸入業者または輸出業者の法律違反を発見したとき
は、その業者との取引を停止し、必要に応じて関係当局に通報する。

ii. サプライヤーに関連法遵守を証明するための第三者との協働を推奨する。
iii. これらの実施を強化するために、持続可能な調達を専門とする機関と協働す

る。
iv. サプライヤーに対するデューデリジェンスを少なくとも年一回実施するととも

に、サプライヤーが政府の違反者監視リストに含まれていないか確認する。
v. サプライチェーンの業務、方針及び手順の監査を毎年実施する。
vi. 従業員を対象に法令遵守プログラムの訓練を実施する。
vii. 法令遵守プログラムの記録を５年間保管する。
viii. 法令遵守プログラムに違反した従業員を懲戒し、懲戒に関連する記録を保管す

る。

（２）大手建材流通企業の環境コンプライアンス計画
レイシー法違反で有罪判決を受けた大手建材流通企業には、その判決により政府が承認

318 前々の注に同じ。 
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する環境コンプライアンス計画の作成及び実行が命ぜられた。この環境コンプライアンス
計画は「レイシー法遵守フレームワーク」との題が付けられ、同社がウェブサイトで公表
している。同社のレイシー法遵守フレームワークの内容は、次のとおりである。 

① 法令遵守の目的
当社は全ての直接及び間接の系列会社を含めて適正な一般企業であり、業務に適用

される法律及び規則の遵守をコミットしている。当社はこのコミットメントを満たす
ために、手続きと手順を継続的に改善する取組みの一環として、第三者である専門家
と協議の上、当社が関連する方針を更新し、改訂する。当社は産業界のリーダーとし
て、絶滅の危機に瀕している森林の種の保全及び保護の方策を探り、将来の天然資源
の危機に対する自己防衛を行う。レイシー法を含む関連法の遵守は、透明、かつ、合法
で持続可能なサプライチェーンの重要な構成要素である。 

この文書の目的は、合法的な木材の調達、正確な報告及び正確な表示を確実にする
フレームワークの確立にある。包括的なレイシー法遵守プログラムの一部として、当
社は次に掲げる規則を実施するための手順と文書を開発する。したがってこの文書で
は、当社が基準を満たすために利用する特定の手順とは対照的に、最小限の基準のみ
を掲げる。

② 法律の背景
レイシー法の概要及び罰則規定（略）。

③ プログラムの権限とガバナンス
当社は、全ての従業員が、当社が関連する全ての制度と同様に、レイシー法の要求事

項の遵守への責任を確認するための業務行動規範及び倫理規定を実施し、これを継続
する。レイシー法その他の法律の遵守を保障する主な責任が当社にあるため、各部門の
従業員は、問題が生じたときは手順を進める前に法務・法令遵守担当者に相談しなけれ
ばならない。 

法務・法令遵守部門のリーダーは、従業員及び第三者による必要な全ての法令遵守の
手続きの実施を保証する責任を負う。 

当社の最高法令遵守責任者（CCO）は、レイシー法及び関連規則の要件に対応するた
めの当社のプログラムの監督を担当し、その結果を最高経営責任者（CEO）に直接報告
する。最高法令遵守責任者は、少なくとも年一回、法令遵守に係る定期的な報告を取締
役会の委員会に直接報告するとともに、取締役会及び委員会にいつでも報告できる権
限を有する。 

独立してレイシー法の要件への達成に焦点をあてた業務を行うレイシーチームは、
最高法令遵守責任者に直接報告を行う権限を有し、さらに同チームに最高法令遵守責
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任者を含める場合がある。レイシーチームのメンバーの内の一人は、概ね５年以上の林
業または木材関係の経験があり、かつ、米国を拠点としている従業員とする。レイシー
チームは、他の業務部門と調整し、レイシー法遵守プログラム及びその関連手順の要求
を満たさなければならない。各業務部門には、レイシーチームが指定した同チームとの
連絡担当者を配する必要がある。

④ デューケアとデューデリジェンス
当社は、店舗で販売している商品及び取引先の個人または組織に係る情報について

の調査、見直しまたは検証を通じてデューケア及びモニタリングを行う。デューケア
の一般的手順は、次の４段階とする。 

i. リスク評価。
ii. 売手の検証または評価。
iii. 発注者の見直し。
iv. 監査またはモニタリング。

これらに加え、従業員にレイシー法違反の潜在的懸念を報告する訓練及び手段を提
供してデューケアを実施する。デューケアの実施を確保するための各手順は、全て記
録する。 

⑤ リスク評価
レイシー法遵守プログラムを含む当社の法令遵守プログラムの多様な要素の実行に

は、リスクベースアプローチを用いる。 
A． リスク評価は、次の各項に掲げる対象及びスケジュールにより行う。 

a. 米国以外の地域を供給先とする木材製品を取扱う新規のサプライヤーにつ
いては、木材製品を米国に輸入または出荷する前までに実施する。

b. アジアまたは南アメリカに所在する既存のサプライヤーについては、2016
年３月１日までに実施する。

c. アフリカ、中央アメリカまたはメキシコに所在する既存のサプライヤーに
ついては、2016 年６月１日までに実施する。

d. 上記以外の新規または既存のサプライヤーについては、2017 年３月 31 日
までに実施する。

e. 既存の木材製品サプライヤーのワシントン条約の附属表に掲載されている
リスクが高い製品または植物を含む生産ラインもしくは荷口については、米
国への船積または出荷の前に実施する。ただし、過去 12 か月以内に完全な
リスク評価を受けているサプライヤーについては、新しい製品ラインまたは
荷口への直接の現地調査を含む対象を絞ったリスク評価が実施できる。
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B． 米国を本拠地としているレイシーチームのメンバーは、サプライヤーのリスク
評価をするときに、次の要素も加えて検討する。 
a. 製品リスク

i. 伐採禁止、輸出割当その他の特定の製品の原料に関する法令の要件。
ii. 地理的な地域、関連製品または樹種に係る違法伐採または非倫理的伐採

の事例。
iii. 樹種代替の可能性。
iv. 製品に使用された樹種の保全状態。

b. 森林とサプライヤーの間の垂直統合の程度。
c. 第三者機関による国レベルの汚職の評価。
d. 民間部門または政府の第三者が指摘した合法性の懸念。
e. 異常な取引または販売方法。
f. 関連する製品の市場価格またはオファー価格。
g. 業界の専門知識を有するレイシーチーム、第三者認証機関または第三者監査

人のメンバーがサプライヤーの事務所で面接により実施した監査の結果。
C． 当社は次の事項についても考慮の対象とする。 

a. 当社とサプライヤーの関係の深さ。
b. 当社における製品の重要性。
c. サプライヤーからの年間製品購入量または年間製品購入額。

これらの全ての事項及び適切とみなされた他の要素は、リスク評価マトリックスの一部
とみなして各サプライヤー及び荷口を低リスク、中リスクまたは高リスクに指定し、各サプ
ライヤーとの取引に関する具体的な制限を定める。高リスクと見なされる製品をサプライ
ヤーが供給している場合、そのサプライヤーは自動的に高リスクとみなされる。ただし、上
記のＣ項に列挙された事項は、リスク評価マトリックスの構成割合で 10%を超えないもの
とする。

最高法令遵守責任者は、サプライヤーが中リスクまたは高リスクと見なされる場合、製
品を購入する前または米国向け製品の出荷につながる取引が完了する前に判断をする必要
がある。最高法令遵守責任者は、書面による意思決定プロセスの記録を作成しなければな
らない。 

サプライヤーの評価は、低リスクのものについては３年ごとに、中リスクのものについ
ては２年ごとに、高リスクのものについては毎年行う。これまで製品を購入した実績がな
いサプライヤーについては、そのサプライヤーからの製品を米国に輸入する前に評価を行
う。 

レイシーチームのメンバーもしくはレイシー検査手順の訓練を受けた最高法令遵守責任
者に対してフルタイムもしくはプロジェクトベースで報告する従業員、専門の業界専門知
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識を持つ第三者監査人または適切な認証機関は、中リスク及び高リスクのサプライヤー並
びに中リスク製品を提供している低リスクサプライヤーの現地調査を四半期以内に行う。
現地調査の記録は、レイシーチームの米国に拠点を置くメンバーが保管する。 

⑥ 売手の検証と評価
最高法令遵守責任者は、当社がレイシー法の要件に違反する可能性がある製品または活

動を行うサプライヤー及びベンダー（売手）と取引を行わないように設計された手順を実施
する責任を負う。レイシー法に準拠していない第三者との業務活動を回避するための重要
な要素は、そのようなベンダーを関与させないための第三者のデューデリジェンス手順の
確立にある。 

レイシー法の要件に適合する活動を行う新しいサプライヤーまたはベンダーを新たに採
用するときは、レイシーチームは関連する業務部門と協力して一連の手順を完了し、サプラ
イヤーまたはベンダーが当社の基準を満たすようにできる。これらの手順には次の事項が
含まれるが、こられに限定するものではない。

i. この文書の⑤の項に掲げるリスク評価。
ii. この文書の⑦の項に掲げる発注確認の評価。
iii. レイシーチームのメンバー、適切な第三者認証機関または専門的な業界での経

験を持つ第三者監査人による面接監査。
iv. 言語スキルの手配及び提出された木材の出所及び合法性の文書を評価する言語

スキルの使用。

レイシーチームは、これらの手順を記録し、最高法令遵守責任者は書面により承認する。

⑦ 発注確認
レイシーチームには、発注書がレイシー法に準拠している保証をするためのリスクベー

スアプローチを実施する責任がある。発注確認の目的は、発注書を監査するだけではなく、
2016 年６月１日までに、森林から製品の供給まで連続した検査済みの CoC を文書により
確立することにある。

木材製品をレビューする前に、レイシーチームの米国を拠点とするメンバーは、次を行う。 
i. 各発注の履行のために使用する木材の伐採地、伐採の合法性及び CoC を示す全

ての補足文書を確認してカタログ化する。
ii. 市場価格及びオファー価格に関する確認する。
iii. 補足文書が以前に使用されているか確認する。
iv. 全ての補足文書が発注に含まれる木材の量をカバーできるか判断する。
v. 全ての補足文書に一貫性があり合理的であるか判断する（例えば、全ての文書に

おける樹種の整合性、大きな時間的ギャップの有無、その樹種が実際にその地域
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で成長している事実等）。 
vi. PPQ 505319輸入申告書を再確認し、その内容が補足文書の全ての情報と一致

し、補足しているか判断する。
vii. PPQ 505 輸入申告書は、農務省動植物検疫局に提出するのではなく、輸入時に

提出する 320。
viii. 上記の要素並びに製品及びサプライヤーのリスクを考慮して、購入が合法的に

調達されたとみなせるかを決定する文書を作成する。

発注書に合法性を補足するための十分な文書が添付されていない場合、または PPQ 505
輸入申告書の内容が補足文書で補足できない場合は、不足している文書が提供するまで製
品の受領は行わない。文書が妥当な時間内に提供されないときは、製品を輸入しない。不備
が判明したときに既に製品が出荷されている場合は、当社はその製品を拒否し、サプライヤ
ーに返送する。 

⑧ 監査及びモニタリング
最高法令遵守責任者は、内部または第三者の資源を利用して、レイシー法の遵守のための

適切な監査及びモニタリング活動の実施を保証する。これらの業務においては、当社の要件
への充足を確認するための現地調査及び内業監査、必要な是正措置の特定並びに継続的な
モニタリングが当社の活動に組み込まれていることを確認する。

⑨ 改善及び緩和
最高法令遵守責任者は、レイシー法法令遵守プログラムの改善及び緩和を担当する。是正

措置計画及び検証手順は、監査によるモニタリング及び確認プロセスの中で手順の誤りが
検出された場合またはその他の場合に使用する。購入または発注サイクルのいずれかの時
点で、製品が当社の要件に適合しないと判断したときは、当社は発注を取下げ、製品の輸入、
返品及び受領を拒否する。さらに当社は、サプライヤーからの情報と製品を生産するために
使用される原料の属、種及び成育地域の整合性を確認するために、必要に応じて製品の DNA
検査または同位体検査を必要とする場合がある。中リスクまたは高リスクの製品について
は、不特定樹種同定プログラムが開発されたので、2016 年１月１日以降、検査を継続的に
実施する。 

業務部門（商品部門など）は、レイシー法遵守プログラムに関係する主要な活動に従事し
ている。最高法令遵守責任者はレイシー法遵守プログラムの承認責任者であり、各業務部門

319 レイシー法が定める書類提出用の輸入申告書様式。 
320 この企業がレイシー法違反に問われたときに、PPQ 505 輸入申告書の事後提出が発覚したため、その予防措置を規

定していると思われる。輸入申告書を事後に提出する場合は、動植物検疫局に書類を提出するようになるが、その
ような提出方法は法令に違反するので、輸入時に税関国境警備局に提出するという意味であると思われる。 
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のリーダーはレイシー法の遵守に対応するために担当業務部門で働く従業員及び第三者が
確立した手順を遵守する責任を負う。これには製品のサプライヤーに履行したものを含む
特定の対象に必要な是正措置の実施とその後の確認が含まれる。 

レイシーチームのメンバーまたは同チーム以外の従業員が、会社の内部組織にサプライ
ヤーまたは製品を十分に監査または評価する能力がないと判断した場合、その懸念を適正
な経路を通じて最高法令遵守責任者に報告する必要がある。最高法令遵守責任者は、懸念事
項を記録し検討して、必要に応じて社内の能力を高めるか、社内で十分に完了できない活動
を第三者に依頼しなければならない。最高法令遵守責任者は、報告された懸念に根拠がない
と判断した場合、その決定と根拠を記録する。

⑩ 訓練及びコミュニケーション
レイシー法に関連する事業部門のリーダーは、適切な訓練を必要とする全ての従業員が

トレーニングを受けられる保証をする責任がある。最高法令遵守責任者は、レイシー法及び
関連規則並びに会社の方針及び手順の改正のための要求事項の改正に関係する訓練を提供
する責任がある。

レイシー法及び当社のレイシー法遵守プログラムに関する年次訓練は、レイシー法に関
係する従業員及び第三者に必要である。最高法令遵守責任者は、レイシー法の訓練を受ける
必要がある従業員と第三者を特定する。このような訓練の内容は、従業員または第三者の職
務がレイシー法に関わる程度により調整する。レイシーチームは、必要に応じて他の業務部
門と調整しながら、これらの訓練プログラムを開発する。 

⑪ 法令順守違反に対する懲戒
当社のレイシー法遵守プログラムに含む手順への違反を行った従業員は、解雇の可能性

を含む懲戒処分の対象となる。 

⑫ 記録の保管
レイシー法遵守に関する全ての記録を、少なくとも５年間保管する。

⑬ 違反の報告と報復の防止
取締役、役員、従業員及びエージェントは、法律またはレイシー法遵守プログラム及び

その手順に違反する可能性があると誠実に確信できるときは、潜在的な不正行為を報告す
るよう命ぜられている。報告は、電話及び電子メールのホットラインを介して、監督者、
経営陣、法務・法令遵守部門に匿名で行える。 
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（３）エッセンシャルオイル製造販売会社のレイシー法遵守プログラム
このエッセンシャルオイル製造販売会社は、2017 年９月にレイシー法違反の有罪判決を

受け、罰金の支払いとともに企業コンプライアンス計画及び監査の実施を命じられた。この
命令に基づき、この会社は「レイシー法遵守プログラム」を開発し、ウェブサイトでその内
容を公開している。 

同社のレイシー法遵守プログラムは、五つの基本的なステップにより構成されている。ウ
ェブサイトで公表されているプログラムの内容は、その骨子を紹介したシンプルなもので
あるが、その内容からウェブサイトでは公開していない詳細な手順書などの存在が伺える。 

なお、数件の同業企業及びエッセンシャルオイルに係る団体が、同社がウェブサイトで掲
載しているレイシー法遵守プログラムの骨子と同じ内容をウェブサイトに掲載している。 

同社のレイシー法遵守プログラムの内容は、次のとおりである。 

A． サプライヤーの教育 
レイシー法の基本要件を全てのサプライヤーに提供する。

B． サプライヤー評価 
製品リスク及びサプライヤーリスクの要因を評価し、調達する製品と定型するサプ

ライヤーを決定する。

C． サプライヤー認定 
レイシー法と当社の法令遵守プログラムに関数訓練を提供した後、サプライヤーは

当社のレイシー法法令遵守認定を取得する必要がある。 

D． リスク評価 
各サプライヤー及び植物製品には、当社との提携または植物製品を調達するために

必要な承認のレベルを決定するリスクカテゴリーが割当てられる。このカテゴリーの
割当は、サプライヤーと植物製品ともに独立して評価する。 

E． 監査及びモニタリング 
リスク要因に基づいて、ヤングリビングは継続的な監査及びモニタリングプログラ

ムを開発した。レイシー法遵プログラムは、サプライチェーン内の全ての個人と組織を
対象にしている。

（４）「合法木材の購入及び供給源を確立するデューデリジェンスのための米
国標準化協会認定規格」(American National Standard for Due Diligence in 
Procuring/Sourcing Legal Timber: ANS LTDD 1.0 2015) 

128



広葉樹化粧板協会（Decorative Hardwood Association）321は、「合法木材の購入及び供給
源を確立するデューデリジェンスのための米国標準化協会認定規格」を、デューデリジェ
ンスを実施するためのツールとして開発している。

この規格は、ギターメーカーの法令遵守プログラムをガイダンスとし、大手建材流通企業
の環境コンプライアンス計画で示された内容を参考にしながら、デューデリジェンスの実
行を目的に、「合法木材調達の方針と手順の初期認定、リスク評価方法、文書化された管理
システム及び現地検査の詳細な要件を含めており、（中略）サプライチェーンにおける木材
製品の合法性を合理的に保証できるように設計されている」322規格である。

この規格は書籍及び電子ファイルとして広葉樹化粧板協会が販売しており、ウェブサイ
ト上での情報は少ないが、講演資料として使用されたパワーポイント資料がウェブサイト
から取得できる 323。

（５）その他のプログラム
2013 年に米国の製パルプ会社が『レイシー法に基づくデューケアプログラム』を発表し

ている。このプログラムは、レイシー法に基づくデューケアの義務の行使により、顧客をサ
ポートし、パルプ及び紙製品に係る既存のプロセスを検証するためのツール提供を目的と
して策定された。ただし、このプログラムは、発表から８年を経た今日、この紙パルプ会社
のウェブサイトのフロントページからは取得できない。 

参考のために、このプログラムの構成を次に掲げる。 
i. 目的とアプローチ
ii. レイシー法の概要
iii. デューケアの実施
iv. レイシー法改正（植物輸入申告）
v. 当社の方針

vi. 世界的規模で承認できるスタンダー
ドと認証

vii. リスク評価
viii. 訓練及び認識
ix. デューケアの関係者
x. 結論

321 旧広葉樹合単板協会（Hardwood Plywood and Veneer Association）。 
322 ”Hardwood Floors”, Blogs, March 5, 2017 ( https://hardwoodfloorsmag.com/). 
323 フェアウッドジャパン（https://www.fairwood.jp/）及び Forest Legality Initiative (https://forestlegality.org/)のウ

ェブサイト。 
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5-6 参考情報
米国の行政及び公共機関は、木材または木材製品の合法性証明を行っていないが、バー

ジニア州に本拠地を置く米国広葉樹輸出協会（American Hardwood Export Council）は、独
自の取組みとして『アメリカ広葉樹環境プロファイル』（American Hardwood 
Enveironmental Profile）（以下、「環境プロファイル」という。）を会員企業の輸出製品を対
象にして発行している。この環境プロファイルは、森林認証によるものを除けば、米国で
合法性を確認するために発行されている唯一の書類である。 

環境プロファイルは、出荷した製品の持続性及び合法性を保証するととともに、ユーザ
ーに製品の環境性能データを提供している。米国広葉樹輸出協会は、EU の EUTR、日本
のクリーンウッド法その他の各国で実施されている違法伐採材を排除する制度及び建築物
に求められる環境性能要求に対応するための環境プロファイルを発行し、会員企業の活動
を支援している。 

米国広葉樹輸出協会は、環境プロファイルの発行に先立ち、米国広葉樹の持続性及び合法
性を検証するための調査を民間コンサルタント企業に依頼して実施した。2008 年に行われ
たこの調査は、天然資源及び木材市場、森林管理制度及び生態学の専門家並びに FSC 及び
SFI の実務経験を有する専門家により構成した専門家チームが行っている。米国広葉樹輸出
協会はウェブサイト 324で、調査結果の骨子を公表しているので、その主な内容を次により
報告する。 

i. 「盗伐」は存在しているが、その多くは境界のトラブルに関係しており、制度的ま
たは常態的な問題ではない。「盗伐」による原木生産量は、おそらく広葉樹生産量の
１％に満たない量である。

ii. 米国は中国、ロシア、南米の温帯産広葉樹を輸入しているが、一般的に米国からの
再輸出品には温帯広葉樹がほとんど使用されていない。

iii. 混合製品に使用されている非認証材について、FSC で回避すべきとされている五つ
のリスク 325についても検討したが、米国産広葉樹生産州 326においては低リスクで
ある。

iv. PEFC の CoC が定義する疑わしき生産地から生産された危険性は、非常に低い。
v. 連邦及び州の制度の情報を包括的に収集し、盗伐及び持続可能な森林管理に関する

プログラムの枠組を検討したところ、CPET のＢ類要件の「認められた認証スキー
ム以外のプログラム及びイニシアティブ」に適合すると判断できる。

324 https://www.ahec-japan.org/ 
325 五つのリスクとは、違法伐採材、伝統または公民権に反して伐採された材、森林管理活動が高い保全価値を脅かし

ている森林から伐採された木材、造林または非林業目的に転用される森林から伐採された木材、遺伝子を組替え
られた苗木を植えた森林から伐採された木材。 

326 米国の広葉樹生産量の 96％を占める北部、南部及び太平洋北西部太平洋沿岸の計 33 州を広葉樹生産州と定義して
いる。 
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vi. CPET の条件につながる合法性及び持続可能性の課題に関する法規制及び規制外の
プログラムの範囲及び効果に関する複数の項目を評価したところ、米国産広葉樹生
産州の全ての州が低リスクの範囲であった。

vii. 違法行為や森林経営の悪化に対しては、連邦及び州レベルの規制や制度がセーフテ
ィーネットとして機能しているので、合法性を実証するトレーサビリティー及び第
三者による CoC または森林管理認証は、米国産広葉樹製品にとって必須の条件では
ないであろうと結論付ける。

文末に掲げた米国広葉樹輸出協会の環境プロファイルは、同協会からサンプルとして提
供があったもので、ミネソタ州で伐採された原木を使用したアッシュ 327の製材品を日本に
出荷する場合を想定して作成されている。環境プロファイルは、書類の ID 並びに合法性及
び持続可能性に係る事項並びにライフサイクルアセスメントに係る事項で構成されている。 

環境プロファイルの具体的内容は次のとおりである。 
１頁目の一行目にタイトル及び発行日とともに記載されている ID（一部墨消し）は、環

境プロファイルの ID 番号である。この書類を受領した者は、広葉樹輸出協会本部にこの ID
番号を使って荷口及び書類の照会ができる。 

タイトルの下には、書類に記載しているデータの根拠が記されている。その内容は、書類
のデータが、シンクステップ社 328が開発した米国広葉樹のライフサイクルアセスメント、
農務省山林局の資源分析プログラム、前述の米国広葉樹の合法性及び持続可能性に関する
リスク検証調査及び FSC のリスクレジスターからもたらされたとの説明である。

（１）製品の説明
１頁上段の表は、製品の説明を記載している。
この表の一行目の内容は、注文番号または請求書番号（Cross- Ref）、環境プロファイル

を発行する米国広葉樹輸出協会会員名及び組織名称の連絡先（Issues By）並びに宛先（顧
客名）（Issued To）である。この環境プロファイルは樹種別に発行するので、荷口に複数
の樹種が混合している場合は樹種別に複数枚の書類が発行される。 

同表の二行目の記載内容は、製品の説明として、左から順に、貿易統計品目番号及び製
品説明（Description Of Products）、樹種の一般名（Common Nams(s)）、樹種の学名
（Scientific Name）が記載される。 

同表の三行目は、原木の産地に係る記載で、伐採国（Country Of Harvest）、伐採地域
（Sub-National Region Of Harvest）及び伐採コンセッション名（Concession Of Harvest）が

327 Ash（セイヨウトネリコ）：Fraxinus excelsio L. 
328 Thinkstep 社。ドイツを本拠地としたライフサイクル分析ソフトウェア会社。同社は、2019 年に米国の Sphera 社

に買収された。
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記載される。このサンプルの場合は、原木がミネソタ州で伐採されているので、コンセッ
ション名の欄には、「複数の私有林所有者」と記載されている。米国広葉樹輸出協会には
カナダのコンセッションを伐採地とする原木または材料を使用しているメンバーもいるの
で、環境プロファイルの様式はコンセッション名が記入できるようになっている。

表の最下段には、製品の厚さ（Thickness）及び材積（Quantity）が記載される。 

（２）法令遵守（Legal Compliance）
表の下の法令遵守の項目には、前掲の広葉樹に係るリスク検証調査結果によりリスクが

極めて限られているとの説明に加え、米国の広葉樹企業は、全ての米国への木材輸入への申
告を義務づけ、いかなる国の法律であっても違反して調達した木材を所有している企業に
罰則を課すレイシー法の規制を受けているとの記載がなされている。 

（３）持続的森林（Sustainable Forestry）
その下の持続的森林の項目には、製品の樹種の持続可能性についての情報を提供してい

る。 
このサンプルで扱っている製品の樹種はアッシュなので、アッシュの伐採量と資源量の

バランス、樹種に係る情報が記載されている。具体的には、米国のアッシュの資源量は６億
7,100 万㎥で全米の広葉樹資源量の 5.1％に該当すること、米国のアッシュの資源量は年間
600 万㎥増加していること、エメラルドアッシュボーラー329の虫害の中心地であるミシガ
ン州及びオハイオ州を除く全ての主要な生産州において成長量が伐採量を上回っているこ
と、アッシュの枯死量及び伐採量（資源の減少量）はエメラルドアッシュボーラーの侵入に
より一部の州では成長を上回る可能性が高く、近い将来上昇すると予想されていることが
記載されている。

さらに、前掲の FSC コントロールウッドに係る五つのリスクが低く、生物多様性への影
響に関して土地利用の変更が懸念されているものの伐採後の土地は元の森林に戻されると
の説明がなされている。 

１頁下部の二つの図は、アッシュの資源蓄積量を階層別に色分けした分布図及び州別の
年間の成長量（赤色）及び伐採量（青色）のグラフである。 

（４）再生率（Replacement Rate）
２頁の最初の項は、米国山林局の森林資源分析結果を根拠に、製品歩留りを 50％と仮定

した上で、全米規模の資源で１㎥のアッシュ製材品に必要なアッシュが成長するのに 2.6 秒
を要するとの再生率を掲載している。 

329 Agrilus Buprestidae（タマムシの一種）。 
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（５）ライフサイクルアセスメント（Life Cycle Assessment）
特定の厚さの１㎥の製材品（このサンプルの場合は、厚１１/４インチ。）を海外の顧客に

配送するときの環境への影響を、ISO 準拠のライフサイクルアセスメントモデルから取得
し、グラフと数値によって示している。 

グラフと数値で表示されている内容は、左から順に次のとおりである。 
i. 地球温暖化係数（カーボンフットプリント）（kg CO2 e）。
ii. 資源からの一次エネルギー（石化燃料）需要メガジュール。
iii. 再生可能エネルギーからの一次エネルギー需要メガジュール。
iv. 土壌の酸性化の可能性（Ｈ＋相当モル）。
v. 淡水富栄養化の可能性（リン酸塩相当量 Kg）。
vi. 海洋富栄養化の可能性（リン酸塩相当量 Kg）。
vii. 光化学オゾン（光化学スモッグ）生成の可能性（エテン相当 kg）。
viii. 再生できない鉱物資源の枯渇測定値（ミネラルアンチモン比率）。

上記箇条書きのそれぞれの数値は、炭素取込み、森林、乾燥、製材工場、森林から乾燥施
設までの輸送及び乾燥施設から顧客までの輸送の各要素を積み上げたものであり、その構
成をグラフの色分けによって表示している。 

グラフの下の注釈は、上掲箇条書きの数値の簡潔な解説である。 

（６）パラメータ及び仮定
３頁は、ライフサイクルアセスメントの各数値を算出したパラメータ及び使用した仮定

値を説明している。 
一段目の表（Kilning）は人工乾燥の条件が掲げられており、具体的には、左から順に乾

燥効率（Kiln Effeciency ％）、人工乾燥熱エネルギー（Kiln Thermal Energy）、乾燥窯ファ
ンの電力消費量（Kiln Power）、天然ガス消費量（Natural Gas）が示されている。

二段目の表（Kiln Fuel For Thermal Energy）は、人工乾燥に要した種類別エネルギー割
合がバイオマス、重油、軽油、天然ガス別のパーセンテージで記載されている。 

三段目の表（Transportation）は、数値の算定に使用したトラック、鉄道、船舶別輸送手
段の距離（仮定値）を輸送区間別に掲載している。輸送区間は、森林から製材工場まで、
製材工場から乾燥尾施設まで、乾燥施設から港まで、出発港から到着港まで及び到着港か
ら顧客までのそれぞれを km 単位で設定している。 

文末の注釈は、環境プロファイル文書の項目に対する説明である。 
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図５.６ 米国広葉樹輸出協会のアメリカ広葉樹環境プロファイル 

資料提供協力：米国広葉樹輸出協会（American Hardwood Export Council） 
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図５.６ 米国広葉樹輸出協会のアメリカ広葉樹環境プロファイル（つづき） 

資料提供協力：米国広葉樹輸出協会（American Hardwood Export Council） 
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図５.６ 米国広葉樹輸出協会のアメリカ広葉樹環境プロファイル（つづき） 

資料提供協力：米国広葉樹輸出協会（American Hardwood Export Council） 
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